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綾部市まち・ひと・しごと創生基金条例をここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第１号

綾部市まち・ひと・しごと創生基金条例

 （設置及び目的）

第１条 地方創生の推進に要する経費に充てるため、綾部市まち・ひと・しごと創生基金

（以下「基金」という。）を設置する。

 （積立て）

第２条 基金は、前条の目的のための寄附金及びその他の収入をもって積み立てるものと

する。

 （管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができ

る。

 （運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金に繰

り入れるものとする。

 （処分）

第５条 基金は、第１条に規定する基金の設置の目的を達成するための経費の財源に充て

る場合に限り、これを処分することができる。

 （繰替運用）

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

 （委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。

   附 則

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

　条　例　
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綾部市森林環境譲与税基金条例をここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第２号

綾部市森林環境譲与税基金条例

 （設置及び目的）

第１条 森林の整備及びその促進のための施策に要する経費に充てるため、綾部市森林環

境譲与税基金（以下「基金」という。）を設置する。

 （積立て）

第２条 基金の原資は森林環境譲与税をもって積み立てるものとする。

２ 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算に定める額とする。

 （管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができ

る。

 （運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金に繰

り入れるものとする。

 （処分）

第５条 基金は、第１条に規定する基金の設置の目的を達成するための経費の財源に充て

る場合に限り、これを処分することができる。

 （繰替運用）

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

 （委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。
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 綾部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第３号

綾部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の

一部を改正する条例

 綾部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１９年綾部市条例

第２３号）の一部を次のように改正する。

 題名を次のように改める。

   綾部市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例

 第１条を次のように改める。

 （目的）

第１条 この条例は、市の機関に係る情報通信技術を活用した行政の推進について、情報

システムの整備、情報通信技術の利用のための能力又は利用の機会における格差の是正

その他の情報通信技術を利用する方法により手続等を行うために必要となる事項を定

めることにより、手続等に係る関係者の利便性の向上、行政運営の簡素化及び効率化並

びに社会経済活動の更なる円滑化を図り、もって市民生活の向上に寄与することを目的

とする。

 第２条第３号中「図形等」を「図形その他の」に改める。

 第３条第１項を次のように改める。

 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等により行うこと

その他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、

規則で定めるところにより、規則で定める電子情報処理組織（市の機関の使用に係る電

子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方

法により行うことができる。

 第３条第２項中「前項の規定」を「前項の電子情報処理組織を使用する方法」に、「を

書面等により行うものとして規定した申請等に関する」を「に関する他の」に、「規定す

る書面等」を「規定する方法」に改め、「行われたものとみなして、」の次に「当該条例

等その他の」を加え、同条第３項中「規定」を「電子情報処理組織を使用する方法」に、

「同項の」を「当該申請等を受ける」に改め、同条第４項中「第１項の場合において、市

の機関は、」を「申請等のうち」に、「より」を「おいて」に、「としているもの」を「が

規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当

　条　例　
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該署名等」に改め、「規定にかかわらず、」の次に「電子情報処理組織を使用した個人番

号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。第８条において

同じ。）の利用その他の」を加え、「当該署名等に代えさせる」を「代える」に改め、同

条に次の２項を加える。

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において手数料の納付の方法が規

定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当

該手数料の納付については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信技術を利用する方法であって規則で定めるものをもってす

ることができる。

６ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請等に係

る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該申請等

のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく

不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場合には、規則で定めるところ

により、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この

場合において、第２項中「行われた申請等」とあるのは、「行われた申請等（第６項の

規定により前項の規定を適用する部分に限る。以下この項から第５項までにおいて同

じ。）」とする。

 第４条第１項を次のように改める。

 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において書面等により

行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定にかか

わらず、規則で定めるところにより、規則で定める電子情報処理組織を使用する方法に

より行うことができる。ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を

使用する方法により受ける旨の規則で定める方式による表示をする場合に限る。

 第４条第２項中「前項の規定」を「前項の電子情報処理組織を使用する方法」に、「を

書面等により行うものとして規定した処分通知等に関する」を「に関する他の」に、「規

定する書面等」を「規定する方法」に改め、「行われたものとみなして、」の次に「当該

条例等その他の」を加え、同条第３項中「規定」を「電子情報処理組織を使用する方法」

に、「同項の」を「当該」に改め、同条第４項中「第１項の場合において、市の機関は、」

を「処分通知等のうち」に、「より」を「おいて」に、「としているもの」を「が規定さ

れているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名

等」に、「当該署名等に代える」を「代える」に改め、同条に次の１項を加える。

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、処分

通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合その他の

当該処分通知等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが

困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場合には、規則

で定めるところにより、当該処分通知等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規

定を適用する。この場合において、第２項中「行われた処分通知等」とあるのは、「行
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われた処分通知等（第５項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。以下この項

から第４項までにおいて同じ。）」とする。

 第５条第１項中「市の機関は、」を削り、「規定により」を「規定において」に、「と

している」を「が規定されている」に改め、「書面等の縦覧等に代えて」を削り、「の縦

覧等を」を「により」に改め、同条第２項中「前項の規定」を「前項の電磁的記録に記録

されている事項又は書類」に、「を書面等により行うものとして規定した縦覧等に関する」

を「に関する他の」に、「規定する」を「より」に改め、「行われたものとみなして、」

の次に「当該条例等その他の」を加える。

 第６条第１項中「市の機関は、」を削り、「規定により」を「規定において」に、「と

している」を「が規定されている」に改め、「書面等の作成等に代えて」を削り、「の作

成等を」を「により」に改め、同条第２項中「前項の規定」を「前項の電磁的記録」に、

「を書面等により行うものとして規定した作成等に関する」を「に関する他の」に、「規

定する」を「より」に改め、「行われたものとみなして、」の次に「当該条例等その他の」

を加え、同条第３項中「第１項の場合において、市の機関は、」を「作成等のうち」に、

「より」を「おいて」に、「としているもの」を「が規定されているものを第１項の電磁

的記録により行う場合には、当該署名等」に、「当該署名等に代える」を「代える」に改

める。

 第８条を第１１条とする。

 第７条の見出しを「（情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表）」に改

め、同条中「市の機関が」を削り、「使用して行わせ、又は」を「使用する方法により」

に、「申請等」を「市の機関に係る申請等」に、「情報通信の技術の利用」を「情報通信

技術を活用した行政の推進」に改め、同条を第１０条とし、第６条の次に次の３条を加え

る。

 （適用除外）

第７条 次に掲げる手続等については、第３条から前条までの規定は、適用しない。

（１）手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認する必要

があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付ける必要があ

ることその他の事由により当該手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないものとして規則で定める

もの

（２）手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規定されている

もの（第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項又は前条第１項の規定に基づき行

うことが規定されているものを除く。）

 （添付書面等の省略）

第８条 申請等をする者に係る住民票の写し、登記事項証明書その他の規則で定める書面

等であって当該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に際し添付する

ことが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、市の機関が、

当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他
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の措置であって当該書面等の区分に応じ規則で定めるものにより、直接に、又は電子情

報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参

照することができる場合には、添付することを要しない。

 （情報通信技術の利用のための能力等における格差の是正）

第９条 市は、情報通信技術を活用した行政の推進に当たっては、全ての者が情報通信技

術の便益を享受できるよう、情報通信技術の利用のための能力又は知識経験が十分でな

い者が身近に相談、助言その他の援助を求めることができるようにするための施策、当

該援助を行う者の確保及び資質の向上のための施策その他の年齢、身体的な条件、地理

的な制約その他の要因に基づく情報通信技術の利用のための能力又は利用の機会にお

ける格差の是正を図るために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。
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 綾部市監査委員条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４号 

綾部市監査委員条例の一部を改正する条例 

 綾部市監査委員条例（昭和３９年綾部市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「行なう」を「行う」に改め、同条第３項を削る。 

 第３条を削る。 

 第４条の見出しを「（例月出納検査）」に改め、同条中「行なう」を「行う」に改め、同

条ただし書中「または」を「又は」に、「さらに」を「更に」に、「行なわなければ」を

「行わなければ」に改め、同条を第３条とする。 

 第５条及び第６条を削り、第７条を第４条とする。 

 第８条を削り、第９条を第５条とする。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市営住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第５号 

綾部市営住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例 

綾部市営住宅設置及び管理条例（平成９年綾部市条例第４５号）の一部を次のように改

正する。 

 第６条第１項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第５号を第

４号とし、同条第２項中「から第４号まで」を「及び第３号」に改める。 

 第１０条第１項第１号中「入居決定者と同程度以上の収入を有する者で、市長が適当と

認める連帯保証人の署名する」を削る。 

 第３５条第３項中「年５分の割合」を「法定利率」に改める。 

別表中物部団地の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第６号 

綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例の 

一部を改正する条例 

 綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例（平成２３年綾部市条例

第２号）の一部を次のように改正する。 

 第１０条第１項第１号中「入居決定者と同程度以上の収入を有する者で、市長が適当と

認める連帯保証人の連署する」を削る。

   附 則

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。
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 綾部市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第７号 

綾部市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例（平成２０年綾部市条例第１６号）の

一部を次のように改正する。 

 第１０条第１項第１号中「入居決定者と同程度以上の収入を有する者で、市長が適当と

認める連帯保証人の連署する」を「賃貸借」に改める。

   附 則

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。
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 綾部市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第８号 

綾部市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市職員の分限に関する条例（昭和２８年綾部市条例第３６号）の一部を次のように

改正する。 

 第１条中「基き」を「基づき」に改める。 

 第２条中「各号の一」を「各号のいずれか」に改める。 

 第３条第１項中「時」を「とき」に、「但し」を「ただし」に改める。 

 第１０条を第１４条とする。 

 第９条中「該当する場合または」を「該当する場合又は」に、「何時でも」を「いつで

も」に、「、または」を「、又は」に改め、同条を第１３条とする。 

 第８条中「各号の一」を「各号のいずれか」に、「または」を「又は」に、「何時でも」

を「いつでも」に改め、同条を第１２条とする。 

 第７条の２第１項中「禁こ」を「禁錮」に改め、同条を第１１条とする。 

 第７条第１項中「法第４０条第１項の規定による勤務評定の結果」を「法第２３条の２

第１項の規定による人事評価の結果」に改め、同条を第１０条とする。 

 第６条第２項中「定」を「定め」に、「外」を「ほか」に、「如何なる」を「いかなる」

に改め、同条を第９条とする。 

 第５条第２項中「この場合において」の次に「、」を加え、「少い」を「少ない」に改

め、同条を第８条とする。 

 第４条見出し中「及び休職」を「、休職及び降給」に改め、同条第１項中「又は」を「、」

に改め、「休職にする場合」の次に「又は第５条第１項第１号イの規定に該当するものと

して、職員を降給する場合」を加え、同条に次の１項を加える。 

３ 職員は、第１項に規定する診断を受けるよう命ぜられた場合には、これに従わなけれ

ばならない。 

 第４条を第７条とし、第３条の次に次の３条を加える。 

 （降給の種類） 

第４条 降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の級を綾部市一般職職

員の給与に関する条例（昭和２６年綾部市条例第６号）第３条第１項に規定する給料表

の下位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）及び降号（職員の意に反して、

当該職員の号給を同一の職務の級の下位の号給に変更することをいう。以下同じ。）と

する。 
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 （降格の事由） 

第５条 任命権者は、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当する場合において、必要が

あると認めるときは、当該職員を降格することができる。この場合において、第２号の

規定により職員のうちいずれを降格するかは、任命権者が、勤務成績、勤務年数その他

の事実に基づき、公正に判断して定めるものとする。 

（１）次のいずれかに該当する場合（職員が法第２８条第１項各号のいずれかに該当して

降任された場合を除く。） 

ア 人事評価その他勤務の状況を示す事実に基づき勤務実績が良くないと認められ

る場合において、指導その他の任命権者が定める措置を行つたにもかかわらず、な

お勤務実績が良くない状態が改善されないときであつて、当該職員がその職務の級

に分類されている職務を遂行することが困難であると認められるとき。 

イ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないことが明らか

な場合 

ウ 職員がその職務の級に分類されている職務を遂行することについての適格性を

判断するに足りると認められる事実に基づき、当該適格性を欠くと認められる場合

において、指導その他の任命権者が定める措置を行つたにもかかわらず、当該適格

性を欠く状態がなお改善されないとき（ア及びイに掲げる場合を除く。）。 

（２）職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により職員の属する職務の級の職の数に不

足が生じた場合 

 （降号の事由） 

第６条 任命権者は、人事評価その他勤務の状況を示す事実に基づき勤務実績が良くない

と認められる場合であり、かつ、職員がその職務の級に分類されている職務を遂行する

ことが可能であると認められる場合であつて、指導その他の任命権者が定める措置を行

つたにもかかわらず、なお勤務実績が良くない状態が改善されない場合において、必要

があると認めるときは、当該職員を降号することができる。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第９号 

綾部市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市一般職職員の給与に関する条例（昭和２６年綾部市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１９条の７第１項中「基準日以前６か月以内の期間におけるその者の勤務成績」を

「その者の基準日以前における直近の人事評価の結果及び基準日以前６か月以内の期間に

おける勤務の状況」に改める。 

 第２０条の２中「賃金」を「給与」に改める。 

 第２４条（見出しを含む。）中「賃金」を「報酬」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１９条の７第１項の規定は、令和２年１２月以後に支給す

る勤勉手当について適用し、同年６月に支給する勤勉手当については、なお従前の例

による。 

３ この条例による改正後の第２４条の規定は、令和２年度以後の年度の予算に係る支払

及び決算について適用し、令和元年度の予算に係る支払及び決算については、なお従

前の例による。 
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 綾部市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第１０号

綾部市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例

綾部市固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年綾部市条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。

第６条中第２項を削り、第３項を第２項とし、第４項を第３項とし、第５項を第４項と

する。

附 則

 この条例は、公布の日から施行する。
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 綾部市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第１１号 

綾部市手数料条例の一部を改正する条例 

 綾部市手数料条例（昭和５０年綾部市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中第１９号を削り、第２０号を第１９号とし、第２１号から第４０号まで

を１号ずつ繰り上げる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日又は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性

の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技

術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第１６号）附則第１条第６

号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 
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綾部市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第１２号 

綾部市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

綾部市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年綾部市条例第１３号）の一部を次

のように改正する。 

第１４条を次のように改める。 

（保証人及び利率） 

第１４条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない場合は、措

置期間中は無利子とし、措置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年１．５パーセ

ントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連携して債務を負担するもの

とし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

第１５条第１項中「又は半年賦償還」を「、半年賦償還又は月賦償還」に改め、同条第

３項を次のように改める。 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第１３条、

第１４条第１項及び第１６条並びに令第８条、第９条及び第１２条の規定によるものと

する。 

第１６条を第１７条とし、第５章中同条の前に次の１条を加える。 

（支給審査委員会の設置） 

第１６条 市長は、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査審議するた

め、支給審査委員会を置くことができる。 

２ 支給審査委員会の委員は、市長が任命する。 

３ 前項に定めるもののほか、支給審査委員会に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 綾部市廃棄物の減量化及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第１３号 

綾部市廃棄物の減量化及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例 

綾部市廃棄物の減量化及び適正処理等に関する条例（平成９年綾部市条例第７号）の一

部を次のように改正する。 

別表第１中 

「 

法第２条第１項及び第２項の一

般廃棄物に該当する動物の死体
１匹につき １，９０５ を

」  

「 

法第２条第１項及び第２項の一

般廃棄物に該当する動物の死体

おおむね４５リットルの容量の

袋に入らない野生動物１匹につ

き 

７２８円に処分

に要した費用の

実費相当額を加

算した額 

に

上記以外の動物１匹につき １，９０５

」  

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第１４号 

綾部市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 綾部市国民健康保険条例（昭和３４年綾部市条例第１１号）の一部を次のように改正す

る。 

第１５条の６中「６１万円」を「６３万円」に改める。 

第１５条の１２中「１６万円」を「１７万円」に改める。 

 第１９条第１項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同項第２号中「２８万円」を

「２８万５千円」に改め、同項第３号中「５１万円」を「５２万円」に改め、同条第３項

中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項中「６１万円」を「６３万円」に、

「１６万円」を「１７万円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の綾部市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例

による。 
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 綾部市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第１５号 

綾部市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年綾部市条例第２２号）

の一部を次のように改正する。 

 第１４条中「勤務成績」を「人事評価の結果及び勤務の状況」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１４条の規定は、令和２年度以後の年度の予算に係る支払

及び決算について適用し、令和元年度の予算に係る支払及び決算については、なお従前

の例による。 
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 綾部市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第１６号 

綾部市市税条例等の一部を改正する条例 

 （綾部市市税条例の一部改正） 

第１条 綾部市市税条例（昭和３７年綾部市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第２７条の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条第

１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。 

  第２７条の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条第

１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項第３号を削り、同項第４号を

同項第３号とする。 

  第３９条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７第５項及び

第１１項」に改める。 

第５０条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の３第

１１項」に改める。 

第５０条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条

の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」を「第３４９条の３

第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３第３０項」を「第３４９条の３第

２９項」に改める。 

第８４条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法第４６９条

第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条の２の３」を「第１６

条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用しない」を「提出している場合に

限り、適用する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は、卸売

販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し又は消費等

について、第８６条第１項又は第２項の規定による申告書に前項（法第４６９条第１

項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようとする製造たばこに係る

たばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の２の３第１項に規定する書類を保存

している場合に限り、適用する。 

  第８６条第１項中「第８４条第２項」を「第８４条第３項」に改める。 

第１２６条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２２項から第２４

項まで、第２６項、第２８項から第３１項まで、第３３項又は第３４項」を「第３４９

条の３第９項から第１１項まで、第２１項から第２３項まで、第２５項、第２７項から
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第３０項まで、第３２項又は第３３項」に改める。 

附則第７条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。 

附則第８条の３の２第１項中「平成４５年度」を「令和１５年度」に、「平成３３年」

を「令和３年」に改める。 

附則第１１条中「又は法附則第１５条」を「又は附則第１５条」に改める。 

  附則第１１条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６号」を「附

則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項中「附則第１５

条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第３項

とし、同条第５項中「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１

号ロ」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項を削り、同条第７項中「附則第１５

条第３３項第１号ニ」を「附則第１５条第３０項第１号ハ」に改め、同項を同条第５項

とし、同条第８項中「附則第１５条第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第３０項第１

号ニ」に改め、同項を同条第６項とし、同条第９項中「附則第１５条第３３項第２号イ」

を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項を同条第７項とし、同条第１０項中

「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第１５条第３０項第２号ロ」に改め、同項

を同条第８項とし、同項の次に次の１項を加える。 

 ９ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は４分の３とする。 

附則第１１条の２第１１項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を「附則第１５条第

３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第１２項中「附則第１５条第

３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項第３号ロ」に改め、同項を同条第１１項と

し、同条第１３項中「附則第１５条第３３項第３号ハ」を「附則第１５条第３０項第３

号ハ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附則第１５条第４４項」を

「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１５項中「附則第

１５条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条

第１６項を同条第１５項とする。 

附則第１２条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

  附則第１２条の２の見出し中「平成３１年度又は平成３２年度」を「令和元年度又は

令和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度分又は平成３２年度分」を「令和元

年度分又は令和２年度分」に改め、同条第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１

年度類似適用土地」を「令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」に、「平成

３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 

  附則第１３条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第１項中「平

成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改め、同条第２項中「平成

３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改め、同条第３項中「平成 

３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改め、同条第４項中「平成 

３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改め、同条第５項中「平成 

３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

  附則第１３条の３中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 
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 附則第１４条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平成３２

年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

  附則第１６条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第１項中「平

成３２年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又

は」に改め、同条第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第

１８項」に、「又は法」を「又は」に改め、同条第３項中「平成３２年度」を「令和２

年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１６条の２第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第

１８項」に、「又は法」を「又は」に改め、同条第２項中「平成３２年度」を「令和２

年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１６条の３中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１７条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平成３２

年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に

改める。 

附則第１８条中「第３４項」を「第３３項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第２０条第１項中「又は法」を「又は」に、「平成３２年度」を「令和２年度」

に改め、同条第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。 

  附則第２７条中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

 （綾部市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 綾部市市税条例等の一部を改正する条例（平成３１年綾部市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。 

  附則第１条中「平成３１年６月１日」を「令和元年６月１日」に改める。 

  附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中「平成

３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改め、同条

第３項中「平成３２年度分」を「令和２年度分」に、同項の表中「平成３１年６月１日」

を「令和元年６月１日」に改める。 

  附則第３条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

  附則第４条中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

（綾部市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 綾部市市税条例の一部を改正する条例（令和元年綾部市条例第７６号）の一部を

次のように改正する。 

  第２条のうち、綾部市市税条例第１２条第１項第２号の改正規定を削る。 

  附則第１条第２号を次のように改める。 

 （２）削除 

  附則第１条第３号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削る。 

  附則第３条を次のように改める。 

 第３条 削除 

   附 則 
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 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令

和２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和元年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第２７条の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に

規定する申告書について適用する。 

３ 新条例第２７条の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和

４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の

７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する新条例第２７条の３第１項に

規定する申告書について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和

２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。 

２ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部

を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和

２５年法律第２２６号。次項において「旧法」という。）附則第２０条第２項に規定す

る施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第

１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産

税については、なお従前の例による。 

（綾部市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 綾部市市税条例の一部を改正する条例（平成２７年綾部市条例第４０号）の一部

を次のように改正する。 

附則第６条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改

め、同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同条

第１４項の表第５項の項中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年１０月３１日」に

改め、同表第６項の項中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。 

 （綾部市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 綾部市市税条例等の一部を改正する条例（平成２９年綾部市条例第９号）の一部

を次のように改正する。 

  附則第１条第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

附則第２条第２項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３１年１０月１日」

を「令和元年１０月１日」に改める。 

附則第３条第２項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３１年１０月１日」

を「令和元年１０月１日」に改め、同条第３項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、
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「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改め

る。 

 （綾部市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 綾部市市税条例の一部を改正する条例（平成２９年綾部市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。 

  附則第１条第２号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

  附則第２条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

（綾部市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第７条 綾部市市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年綾部市条例第２２号）の一

部を次のように改正する。 

  附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同

条第５号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改め、同条第６号中「平

成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同条第７号中「平成３３年１

月１日」を「令和３年１月１日」に改め、同条第８号中「平成３３年１０月１日」を「令

和３年１０月１日」に改め、同条第９号中「平成３４年１０月１日」を「令和４年１０

月１日」に改める。 

  附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中「平成

３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 

  附則第７条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。 

附則第９条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同

条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、同条第３項中

「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め、同条第４項及び第５項中

「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

附則第１１条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、

同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、同条第３項

中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改め、同条第４項及び第５項

中「３３年新条例」を「３年新条例」に改める。 
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 綾部市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第１７号 

綾部市介護保険条例の一部を改正する条例 

 綾部市介護保険条例（平成１２年綾部市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平成３１年

度から平成３２年度までの各年度」を「令和２年度」に、「２７，９２０円」を 

「２２，３３０円」に改め、同条第３項中「平成３１年度から平成３２年度までの各年度」

を「令和２年度」に、「２７，９２０円」を「２２，３３０円」に、「４２，８００円」を

「３３，５００円」に改め、同条第４項中「平成３１年度から平成３２年度までの各年度」

を「令和２年度」に、「２７，９２０円」を「２２，３３０円」に、「５３，９７０円」を

「５２，１００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例による改正後の第３条第２項から第４項までの規定は、令和２年度分の

保険料から適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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綾部市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第１８号 

綾部市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 綾部市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年綾部市条例第１３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第５条第２項第１号中「日に」を「日（以下「事故発生日」という。）に」に改め、同

項第２号中「８，８００円」を「８，９００円」に改め、同条第３項中「死亡若しくは負

傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した

日若しくは診断により疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」に改める。 

 附則第６項第５号イ及び第６号並びに附則第７項第７号イ及び第８号中「１００分の

５」を「事故発生日における法定利率」に改める。 

 別表団長及び副団長の項中「１２，４００」を「１２，４４０」に、「１３，３００」

を「１３，３２０」に改め、同表分団長及び副分団長の項中「１０，６００」を 

「１０，６７０」に、「１１，５００」を「１１，５５０」に、「１２，４００」を 

「 １ ２ ， ４ ４ ０ 」 に 改 め 、 同 表 部長 、 班 長及 び 団員 の 項 中「 ８ ，８ ０ ０ 」 を 

「８，９００」に、「９，７００」を「９，７９０」に、「１０，６００」を 

「１０，６７０」に改め、同表備考第１項中「死亡若しくは負傷の原因である事故が発生

した日又は診断によつて死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によつて

疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の綾部市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項及び別表の

規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた綾部市消防団員等公務災

害補償条例第５条第１項に規定する損害補償（以下この項において「損害補償」とい

う。）並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第

３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害補償年金及び同条第６号

アに規定する遺族補償年金（以下この項において「傷病補償年金等」という。）につ

いて適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）

及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等について
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は、なお従前の例による。 
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 綾部市非常勤嘱託職員及び臨時的任用職員の雇用に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

  令和２年３月２３日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第１０号

綾部市非常勤嘱託職員及び臨時的任用職員の雇用に関する 

規則の一部を改正する規則 

 綾部市非常勤嘱託職員及び臨時的任用職員の雇用に関する規則（平成２７年綾部市規則

第１４号）の一部を次のように改正する。

 第８条第３号を次のように改める。 

（３）地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく

困難であると認められる場合 必要と認められる期間

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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 綾部市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第５条の規定による住

居手当の支給に関する規則をここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第１１号

綾部市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第５条

の規定による住居手当の支給に関する規則

（適用除外職員）

第１条 綾部市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和元年綾部市条

例第１０５号。以下「改正条例」という。）附則第５条第１項の規則で定める職員は、

次に掲げる職員とする。

（１）改正条例第２条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において同条

の規定による改正前の一般職職員の給与に関する条例（昭和２６年綾部市条例第６号。

以下「改正前給与条例」という。）第１１条の３第１項に該当していた職員であって、

次に掲げる職員のいずれかに該当するもの

  ア 一般職職員の給与に関する条例第１１条の３の規定を適用するとしたならば新た

に同条第２項に該当することとなる職員

  イ 改正前給与条例第１１条の３の規定を適用するとしたならば同条第１項に該当し

ないこととなる職員

（２）施行日の前日において改正前給与条例第１１条の３第１項又は第２項に該当してい

た職員であって同条の規定を適用するとしたならば同条第１項又は第２項に該当し

ないこととなる職員

（３）改正条例附則第５条第１項に規定する旧手当額が２，０００円以下となる職員

（４）前各号に掲げる職員に準ずる職員として市長が定める職員

 （家賃の月額に変更があった場合の旧手当額） 

第２条 改正条例附則第５条第１項の規則で定める額は、次の各号に定める額を基礎とし

て改正前給与条例第１１条の３第１項又は第２項の規定により算出される住居手当の

月額に相当する額とする。 

（１）変更後の家賃の月額が当該変更前に支給されていた改正条例附則第５条の規定によ

る住居手当の月額の算出の基礎となった家賃の月額（以下この号及び次号において

「旧家賃月額」という。）より高い場合（第３号に掲げる場合を除く。） 旧家賃月額 

（２）変更後の家賃の月額が旧家賃月額より低い場合（次号に掲げる場合を除く。） 変

更後の家賃の月額 

（３）施行日の前日において改正前給与条例第１１条の３第１項又は第２項に該当してい
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た場合 市長と協議して定める額（任命権者が市長である場合には、市長が定める額） 

 （確認及び決定） 

第３条 任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、施行日の前日に改正前給与条例第 

１１条の３の規定により支給されていた住居手当に係る事実（令和２年３月２日から施

行日までの間における当該住居手当に係る家賃の月額の当該住居手当に係る家賃の月

額の変更を含む。）を綾部市一般職職員の住居手当支給規則（昭和４６年綾部市規則第

２０号）第５条第１項に規定する住居届その他の資料により確認し、当該住居手当の支

給を受けていた職員が改正条例附則第５条第１項の職員たる要件を具備する場合は、施

行日において支給すべき同条の規定による住居手当の月額を決定しなければならない。 

 （支給の始期及び終期） 

第４条 改正条例附則第５条の規定による住居手当の支給は、令和２年４月から開始し、

職員が同条第１項の職員たる要件を欠くに至った日の属する月（その日が月の初日であ

るときは、その日の属する月の前月）又は令和３年３月のいずれか早い月をもって終わ

る。 

 （綾部市一般職職員の住居手当支給規則の準用） 

第５条 綾部市一般職職員の住居手当支給規則第５条から第９条（第８条第１項を除く。）

の規定は、改正条例附則第５条の規定による住居手当の支給について準用する。この場

合において、同規則第５条第１項中「新たに条例第１１条の３の職員たる要件を具備す

るに至つた職員は、当該要件を具備していること」とあるのは「綾部市一般職職員の給

与に関する条例の一部を改正する条例（令和元年綾部市条例第１０５号）附則第５条の

規定による住居手当の支給を受けている職員は、その居住する住宅、家賃の額等に変更

があつた場合には、当該変更に係る事実」と、「ならない。住居手当の支給を受けてい

る職員が任命権者を異にして異動した場合又は住居、家賃の額、住宅の所有関係等に変

更があつた場合についても同様とする」とあるのは「ならない」と、同規則第６条第１

項中「決定し、又は、改定」とあるのは「改定」と、同規則第８条第２項中「改定する。

前項ただし書の規定は、住居手当の月額を増額して改定する場合について準用する」と

あるのは「改定する」と、同規則別記様式中「綾部市一般職職員の住居手当支給規則」

とあるのは「綾部市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第５条の

規定による住居手当の支給に関する規則（令和２年綾部市規則第１１号）第５条におい

て準用する綾部市一般職職員の住居手当支給規則」と読み替えるものとする。

 （雑則）

第６条 この規則に定めるもののほか、改正条例附則第５条の規定による住居手当の支給

に関し必要な事項は、市長が定める。

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定める規則

の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第１２号 

綾部市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める 

金額を定める規則の一部を改正する規則 

 綾部市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定める規則

（平成１９年綾部市規則第４号）の一部を次のように改正する。 

 本則の表常時介護を要する状態の項中「１６５，１５０円」を「１６６，９５０円」

に、「７０，７９０円」を「７２，９９０円」に改め、同表随時介護を要する状態の項中 

「８２，５８０円」を「８３，４８０円」に、「３５，４００円」を「３６，５００円」

に改める。 

附 則 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の規定は、令和２年４月１日以後の期間に係る介護補償の額に

ついて適用し、同日前の期間に係る介護補償の額については、なお従前の例による。 
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 綾部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第１３号 

綾部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する 

条例施行規則の一部を改正する規則 

 綾部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成１９年綾

部市規則第５４号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「行政手続等における情報通信の技術の利用」を「情報通信技術を活用した行政

の推進」に改める。 

 第１条中「行政手続等における情報通信の技術の利用」を「情報通信技術を活用した行

政の推進」に、「以下「条例」という」を「以下「情報通信技術活用条例」という」に改

め、「第３条から第６条まで」を削り、「情報通信の技術を利用する」を「情報通信技術

を利用する」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 市長等が所管する手続等（情報通信技術活用条例第３条から第６条までの規定の適用

を受けるものを除く。）を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を

利用する方法により行う場合においては、他の条例等に特別の定めのある場合を除く

ほか、情報通信技術活用条例及びこの規則の規定の例による。 

 第２条第１項中「条例」を「情報通信技術活用条例」に改める。 

 第３条中「、条例」を「、情報通信技術活用条例」に改める。 

 第８条（見出しを除く。）を次のように改める。 

第８条 この規則に定めるもののほか、市長等の所管に係る手続等を、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行う場合に必要な事項は、

市長が別に定める。 

 第８条を第１８条とする。 

 第７条第１項中「条例」を「情報通信技術活用条例」に、「書面等の作成等に代えて当

該書面等に係る電磁的記録の作成等を行う」を「電磁的記録により作成等を行う」に、

「当該作成等に係る」を「当該作成等を書面等により行うときに記載すべきこととされて

いる」に、「方法により作成等を」を「方法により」に改め、同条第２項を削り、同条を

第１５条とし、同条の次に次の２条を加える。 

 （作成等に係る氏名又は名称を明らかにする措置） 

第１６条 情報通信技術活用条例第６条第３項に規定する氏名又は名称を明らかにする措

置であって規則で定めるものは、電磁的記録により作成等が行われた情報に電子署名
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を行い、当該電子署名に係る電子証明書を添付することとする。 

 （情報通信技術活用条例第８条に規定する規則で定める書面等及び措置） 

第１７条 情報通信技術活用条例第８条に規定する規則で定める書面等は、情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律施行令（平成１５年政令第２７号）第５条の表

の上欄に掲げる書面等とし、情報通信技術活用条例第８条に規定する規則で定める措

置は、同表の上欄に掲げる書面等ごとにそれぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 第６条中「条例」を「情報通信技術活用条例」に、「書面等の縦覧等に代えて当該書面

等に係る」を削り、「記載した書類の」を「記載した書類により」に、「方法により縦覧

等を」を「方法により」に改め、同条を第１４条とする。 

 第５条第１項中「条例」を「情報通信技術活用条例」に、「使用して」を「使用する方

法により」に改め、同条第２項中「処分通知等に係る」及び「これを」を削り、同条第３

項を削り、同条を第１０条とし、同条の次に次の３条を加える。 

 （処分通知等を受ける旨の表示の方式） 

第１１条 情報通信技術活用条例第４条第１項ただし書に規定する規則で定める方式は、

次の各号に掲げるいずれかの方式とする。 

（１）第９条の電子情報処理組織を使用して行う識別番号及び暗証番号の入力 

（２）電子情報処理組織を使用する方法により処分通知等を受けることを希望する旨の市

長等の定めるところによる届出 

 （処分通知等に係る氏名又は名称を明らかにする措置） 

第１２条 情報通信技術活用条例第４条第４項に規定する氏名又は名称を明らかにする措

置であって規則で定めるものは、電子情報処理組織を使用して行う処分通知等に記録さ

れた情報に電子署名を行い、当該電子署名に係る電子証明書を当該処分通知等に添付す

ることとする。 

 （処分通知等のうちに電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著し

く不適当と認められる部分がある場合） 

第１３条 情報通信技術活用条例第４条第５項に規定する規則で定める場合は、次に掲げ

る場合とする。 

（１）処分通知等を受ける者について対面により本人確認をする必要があると市長等が認

める場合 

（２）処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがあると市長

等が認める場合 

 第４条第１項中「条例」を「情報通信技術活用条例」に、「使用して申請等を行う者」

を「使用する方法により申請等をする者」に、「市長の定めるところにより、市長の指定

する電子計算機に備えられたファイルに記録すべき事項及び当該申請等を書面等により行

うときに記載すべきこととされている事項を、同項に規定する」を「次に掲げる事項を、

市長の定めるところにより、当該」に改め、同項に次の各号を加える。 

（１）当該申請等を書面等により行うときに記載すべきこととされている事項 

（２）当該申請等を書面等により行うときに添付すべきこととされている書面等又は電磁

的記録に記載され若しくは記録されている事項又は記載すべき若しくは記録すべき
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事項（前号に掲げる事項を除く。） 

 第４条第３項から第５項までを削り、同条第６項中「規則」を「他の条例等」に、「同

一の内容」を「同一内容」に、「より申請等を行う場合においては、当該書面等のうち１

部のみについて同項に規定する手続をとったときは、当該申請等に係る必要な数の書面等

が提出された」を「基づき当該書面等のうち１通に記載すべき事項又は記載されている事

項を入力した場合は、その他の同一内容の書面等に記載すべき事項又は記載されている事

項の入力がなされた」に改め、同項を同条第３項とし、同条を第５条とし、同条の次に次

の４条を加える。 

 （申請等に係る氏名又は名称を明らかにする措置） 

第６条 情報通信技術活用条例第３条第４項に規定する氏名又は名称を明らかにする措置

であって規則で定めるものは、電子情報処理組織を使用して行う申請等に記録された

情報に電子署名を行い、当該電子署名に係る電子証明書であって前条第２項各号に掲

げる電子証明書を当該申請等と併せて送信すること又は同項ただし書に規定する措置

とする。 

 （情報通信技術による手数料の納付） 

第７条 情報通信技術活用条例第３条第５項に規定する電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信技術を利用する方法であって規則で定めるものは、第５条第１項の

規定により行われた申請等により得られた納付情報により納付する方法とする。 

 （申請等のうちに電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不

適当と認められる部分がある場合） 

第８条 情報通信技術活用条例第３条第６項に規定する規則で定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

（１）申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情があると市長等が認め

る場合 

（２）申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがあると市長等が

認める場合 

 （処分通知等に係る電子情報処理組織） 

第９条 情報通信技術活用条例第４条第１項に規定する規則で定める電子情報処理組織は、

市長等の使用に係る電子計算機と処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機（市

長等の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続でき、正常に通信できる機

能を備えたものに限る。）とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織とする。 

第３条の次に次の１条を加える。 

 （申請等に係る電子情報処理組織） 

第４条 情報通信技術活用条例第３条第１項に規定する規則で定める電子情報処理組織は、

市長等の使用に係る電子計算機と申請等をする者の使用に係る電子計算機と申請等を

する者の使用に係る電子計算機（市長等の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通

じて接続でき、正常に通信できる機能を備えたものに限る。）とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織とする。 
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附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第１４号 

綾部市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の 

一部を改正する規則 

 綾部市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例施行規則（平成２０年綾部市規則第 

２１号）の一部を次のように改正する。 

 第８条を次のように改める。 

第８条 削除 

 第１１条第３項中「連帯保証人の署名する」を削る。

 様式第１号中

「

入
居
を
希
望

す

る

理

由
を

連
帯
保
証
人

氏 名 続柄 現 住 所 勤務先及び職業 月平均所得

」 

「

入
居
を
希
望

す

る

理

由

に、

」 

「

１ 連帯保証人は、入居契約の際の連帯保証人と同一とし、申込人と同程度以上の収入

があり、保証能力を有する人としてください。

２ 同居親族が婚約者である場合は、第三者の婚約証明書を添付してください。

３ 調査の結果、入居資格に該当しないとき、又は、記載事項に偽りがあるときは、申

込書は無効とします。

を
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」 

「

１ 同居親族が婚約者である場合は、第三者の婚約証明書を添付してください。

２ 調査の結果、入居資格に該当しないとき、又は、記載事項に偽りがあるときは、申

込書は無効とします。
に

」 

改める。

 様式第３号中

「

連 帯

保証人
現住所 氏 名 印 

生年月日   年 月 日 を

※ 連帯保証人は、入居者と同程度以上の収入があり保証能力を有する人としてください。

※ 連帯保証人の公的所得証明及び印鑑証明を添付してください。

」 

削る。

様式第４号を次のように改める。

様式第４号 削除

   附 則

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第１５号 

綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する 

条例施行規則の一部を改正する規則 

 綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例施行規則（平成２３年綾

部市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 第７条を次のように改める。 

第７条 削除 

 様式第１号中

「

入
居
を
希
望

す

る

理

由

を

連
帯
保
証
人

氏    名 続柄 現  住  所 勤務先及び職業 月平均所得 

」 

「

入
居
を
希
望

す

る

理

由

  に、

」 

「

１ 連帯保証人は、入居契約の際の連帯保証人と同一とし、申込人と同程度以上の収入が

あり、保証能力を有する人としてください。

２ 同居親族が婚約者である場合は、第三者の婚約証明書を添付してください。

３ 調査の結果、入居資格に該当しないとき又は記載事項に偽りがあるときは、申込書は

を
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無効とします。

」 

「

１ 同居親族が婚約者である場合は、第三者の婚約証明書を添付してください。

２ 調査の結果、入居資格に該当しないとき又は記載事項に偽りがあるときは、申込書は

無効とします。

に

」 

改め、「３ 連帯保証人の所得証明書」を削る。

 様式第３号中

「

連 帯

保 証 人
現住所 氏 名 印 

生年月日    年  月  日 を

※ 連帯保証人は、入居者と同程度以上の収入があり保証能力を有する人としてください。

※ 連帯保証人の公的所得証明及び印鑑証明を添付してください。

」 

削る。

様式第４号を次のように改める。

様式第４号 削除

様式第７号中「連帯保証人の署名する」を削る。

   附 則

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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 綾部市職員の分限に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第１６号 

綾部市職員の分限に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 綾部市職員の分限に関する条例施行規則（昭和２７年綾部市規則第１３号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条中「第１０条」を「第１４条」に改める。 

 第２条第１項、第３条及び第４条第１項中「第４条」を「第７条」に改める。 

 第６条第１項中「第５条」を「第８条」に改める。 

 第７条第１項中「第５条」を「第８条」に、「または」を「又は」に改める。 

 第９条の見出し中「または」を「又は」に改め、同条第１項中「第７条」を「第１０

条」に、「または」を「又は」に改め、同条第２項中「第４条」を「第７条」に、「また

は」を「又は」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市非常勤嘱託職員及び臨時的任用職員の雇用に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第１７号

綾部市非常勤嘱託職員及び臨時的任用職員の雇用に関する 

規則の一部を改正する規則 

 綾部市非常勤嘱託職員及び臨時的任用職員の雇用に関する規則（平成２７年綾部市規則

第１４号）の一部を次のように改正する。

 題名及び第１条中「非常勤嘱託職員及び」を削る。

 第２条第１項を削り、同条第２項中「法第２２条第５項」を「地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号。以下「法」という。）第２２条の３第４項」に改め、同項を第１項と

し、同条第３項を第２項とする。 

第３条の見出しを「（任用）」に改め、同条第１項中「非常勤嘱託職員を任命し、又は

臨時的任用職員」を「臨時的任用職員」に改め、同条第２項中「任命及び」を削り、「非

常勤嘱託職員にあっては任命書（様式第１号）を、臨時的任用職員にあっては任用書（様

式第２号）」を「任用書（別記様式）」に改め、同条第３項中「任命及び」を削り、「非

常勤嘱託職員及び臨時的任用職員（以下「職員」という。）」を「臨時的任用職員」に改

め、「、賃金」を削る。 

第４条及び第５条を次のように改める。 

 （勤務時間） 

第４条 臨時的任用職員の勤務時間は、一般職職員の例による。 

 （休憩時間） 

第５条 任命権者は、１日の勤務時間が、６時間を超える場合においては少なくとも４５

分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休憩時間を、それぞれ勤務時間

の途中に置かなければならない。 

２ 前項の休憩時間は、職務の特殊性において必要がある場合において、一斉に与えない

ことができる。 

第６条第１項中「職員の週休日」を「臨時的任用職員の週休日」に改め、同条第２項を

削り、同条第３項中「職員」を「臨時的任用職員」に改め、同項を第２項とする。 

第７条第１項中「職員は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３９条の規定に基

づき、非常勤嘱託職員にあっては別表１に定める日数、臨時的任用職員にあっては別表第

２」を「臨時的任用職員は、別表第１」に改め、同条第３項を削る。 

第８条各号列記以外の部分中「職員」を「臨時的任用職員」に改め、同条第１号及び第
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２号中「職員」を「臨時的任用職員」に改める。 

第９条各号列記以外の部分中「職員」を「臨時的任用職員」に改め、同条第１号中「職

員」を「臨時的任用職員」に、「別表第３」を「別表第２」に改め、同条第２号中「職員」

を「女性の臨時的任用職員」に改め、同条第３号中「職員が出産」を「女性の臨時的任用

職員が出産」に、「職員が就業」を「臨時的任用職員が就業」に改め、同条第４号中「育

てる職員」を「育てる臨時的任用職員」に、「男子職員」を「男性の臨時的任用職員」に、

「当該職員」を「当該臨時的任用職員」に改め、同条第５号、第６号及び第７号中「職員」

を「臨時的任用職員」に改め、同条第８号中「職員」を「臨時的任用職員」に改め、「（第

８条第１項第３号の感染性疾患を除く。）」を削り、同条第９号中「職員」を「臨時的任

用職員」に改める。 

第１０条第１項中「職員は」を「臨時的任用職員は」に改め、同条第２項中「職員」を

「臨時的任用職員」に改める。 

別表第１を削る。 

別表第２備考を次のように改める。 

備考 任用を更新した場合は、更新後の任用期間に更新前の任用期間を加えた任用期間

の欄に定める日数から、更新前の任用期間中に取得した年次有給休暇の日数を差し引

いた日数とする。 

別表第２を別表第１とし、別表第３中「職員」を「臨時的任用職員」に改め、同表を別

表第２とする。 

様式第１号を削り、様式第２号中 

「 

職  名 臨 時 職 員

を 

日  給       円（半日    円）

」  

「 

職  名 臨時的任用職員

に 

日  給           円

」  

改め、同様式を別記様式とする。 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第１８号

綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例施行規則の一部を改正する規則

 綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和

５６年綾部市規則第１７号）の一部を次のように改正する。

 別記第１号様式の注意事項２及び第１号の２様式の注意事項２を次のように改める。

２ 補償を受ける権利は、これを行使することができる時から２年間（傷病補償年金、障

害補償及び遺族補償については、５年間）行使しないときは、時効によつて消滅します。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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 綾部市一般職職員の級別職務分類表に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第１９号 

綾部市一般職職員の級別職務分類表に関する規則の一部を改正する規則 

 綾部市一般職職員の級別職務分類表に関する規則（昭和６０年綾部市規則第１２号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第３号中「参事」の次に「、監査委員事務局長」を加え、同条第４号中「、監査

委員事務局長」を削る。 

附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第２０号 

綾部市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

 綾部市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和３３年綾部市規則第１３

号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項中「Ｅ」を「Ｄ」に改め、同条第２項第１号中「Ａ」を「Ｓ」に改め、

同項第２号中「Ｂ」を「Ａ」に改め、同項第３号中「Ｃ」を「Ｂ」に改め、同項第４号中

「Ｄ」を「Ｃ」に改め、同項第５号中「Ｅ」を「Ｄ」に改め、同条第３項第１号中「Ｄ」

を「Ｃ」に改め、同項第２号中「Ｅ」を「Ｄ」に改め、同条第４項中「Ｄ又はＥ」を「Ｃ

又はＤ」に、「Ａ及びＢ」を「Ｓ及びＡ」に改める。 

別表第４中 

「 

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

を 
昇給の号給数 

８号給以上 ６号給 ３号給 ２号給 

４号給以上 ３号給 ２号給 １号給 

」  

「 

昇給区分 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 

に 
昇給の号給数 

６号給以上 ５号給 ３号給 ２号給 

４号給以上 ３号給 ２号給 １号給 

」  

改める。 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市臨時職員給与支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第２１号

綾部市臨時職員給与支給規則の一部を改正する規則

 綾部市臨時職員給与支給規則（平成２４年綾部市規則第１１号）の一部を次のように改

正する。

 題名中「臨時職員」を「臨時的任用職員」に改める。

 第１条中「第２２条第５項」を「第２２条の３第４項」に、「賃金」を「報酬」に改め

る。

 第２条（見出しを含む。）並びに第３条の見出し並びに同条第１項及び第３項中「賃金」

を「報酬」に改める。

   附 則

 （施行期日）

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この規則による改正後の第２条第２項及び第３条の規定は、令和２年度以後の年度の

予算に係る支払及び決算について適用し、令和元年度の予算に係る支払及び決算につい

ては、なお従前の例による。
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綾部市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第２２号 

綾部市会計規則の一部を改正する規則 

綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

第５７条第１項中第１３号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号から第２１号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の第５７条第１項の規定は、令和２年度以後の年度の予算に係

る支払について適用し、令和元年度の予算に係る支払については、なお従前の例による。 
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支出負担行為の整理区分に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第２３号 

支出負担行為の整理区分に関する規則の一部を改正する規則 

支出負担行為の整理区分に関する規則（昭和５７年綾部市規則第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表中 

「 

物品費の類 

（原材料・備品・消・

燃・賄材料・飼料・

医材を含む） 

購入契約を締結す

るとき 

購入契約金額 契約関係書類 

を

賃金 雇入れのとき 標準賃金と雇入人

員との積算額 

雇入決議書、支給

調書 

」  

「 

物品費の類 

（原材料・備品・消・

燃・賄材料・飼料・

医材を含む） 

購入契約を締結す

るとき 

購入契約金額 契約関係書類 

に

」  

改める。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市市税に関する文書の様式を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第２４号

綾部市市税に関する文書の様式を定める規則の一部を改正する規則

 綾部市市税に関する文書の様式を定める規則（昭和４０年綾部市規則第１７号）の一部

を次のように改正する。

 様式第４号（裏）を次のように改める。
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	( 裏
)	

◎
下
記
の
綾
部
市
収
納
金
融
機
関
等
で
納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

 
京
都
銀
行
／
京
都
北
都
信
用
金
庫
／
京
都
丹
の
国
農
業

協
同
組
合

／
近
畿
労
働
金
庫
／

関
西
み

ら
い
銀
行
福
知
山
支
店
／
近
畿
2府

4県
の
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
・
郵
便
局
(大

阪
府
、
京
都
府
、
兵
庫

県
、
奈
良
県
、
滋
賀
県
、
和
歌
山
県
) ／

綾
部
市
役
所

◎
下
記
の
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
全
国
各
店
舗
で
も
納
付
で
き
ま
す
。

MM
K設

置
店
／
く
ら
し
ハ
ウ
ス
／
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ト
ア
／
ス
リ
ー
エ
イ
ト
／
生
活
彩
家
／

セ
イ
コ
ー

マ
ー
ト
／
セ
ブ
ン
―
イ
レ
ブ
ン
／
タ
イ
エ
ー
／

デ
イ
リ
ー
ヤ
マ
ザ
キ
／
ニ
ュ

ー
ヤ
マ

ザ
キ
デ
イ

リ
ー
ス
ト
ア
／
ハ
セ
ガ
ワ
ス
ト
ア
／
ハ
マ
ナ
ス

ク
ラ
ブ
／
フ
ァ
ミ
リ
ー
マ
ー

ト
／
ポ

プ
ラ

／
ミ

ニ
ス

ト
ッ

プ
／

ヤ
マ

ザ
キ

ス
ペ

シ
ャ

ル
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ョ

ッ
プ
／

ヤ
マ

ザ
キ

デ
イ

リ
ー
ス
ト
ア
ー
／
ロ
ー
ソ
ン
／
ロ
ー
ソ
ン
ス
ト
ア
10
0 （

5
0音

順
）

◎
下
記
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
ア
プ
リ
で
も
納
付
で
き
ま
す
。
 

P
ay
Pa
y
／
LI
N
E 
Pa
y
請
求
書
支
払
い
（
5
0音

順
）
 

◎
住
所
・
氏
名
等
に
間
違
い
が
あ
り
ま
し
た
ら
下
記
お
問
い
合
わ
せ
先
へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

◎
近
畿
2 府

4 県
以
外
の
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
で
納
付
さ
れ
る
場
合
に
は

、
こ
の
納
付
書
は
ご
利
用
で
き

ま
せ
ん
。
専
用
用
紙
(ゆ

う
ち
ょ
銀
行
払
込
取
扱
票
)が

必
要
な
場
合
は
下
記
お
問
い
合
わ
せ
先
ま

で
請
求
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
督
促
手
数
料
・
延
滞
金
等
が
発
生
し
た
場
合
は
後
日
請
求
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

◎
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン

ス
ス
ト
ア
及
び
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
ア
プ
リ
で
は
、
合
計
納
付
額
が
30

万
円
を
超

え
る
も
の
は
お
取
扱
い
が
で
き
ま
せ
ん
。
 

ま
た
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
で
納
付
の
際
は
現
金
の
み
の
お
取
扱
い
と
な
り
ま
す
。
 

◎
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
及
び
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
ア
プ

リ
で
は
、

バ
ー
コ
ー
ド
印
字
が

な
い
も

の
、
印
字
さ
れ
て
い
て
も
読
み
取
れ
な
い
場
合
、
又
は
金
額
訂
正
さ
れ
た
場
合
は
お
取
扱
い
が
で

き
ま
せ
ん
。
 

◎
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
ア
プ
リ
で
納
付
さ
れ
た
場
合
は
、
領
収
証
書
は
発
行
さ
れ
ま
せ
ん
。

口
座

振
替

の
お

す
す

め

 
 
 
 
◎
預
貯
金
口
座

か
ら
自

動
的
に
払
い
込
ま
れ
る
の

で
、
納

期
の

た
び
に
金
融
機
関
へ
行
く

手
間
が

省
け
、
納
め
忘

れ
が

な
く
安
心
で
す
。

 
 
 
 
◎
口
座
振
替
に

よ
る
納

付
を
ご
希
望
の
場
合
は
「

口
座
振

替
依

頼
書
」
の

提
出
が
必
要
で
す
。
依

頼
書
は
綾
部
市

役
所

及
び

綾
部

市
内

の
右

記
収

納
金

融
機

関
に

あ
り

ま
す

。

 
 
 
 
◎
預
貯
金
口
座

の
あ
る

右
記
収
納
金
融
機
関
( ゆ

う
ち
ょ

銀
行
・
郵
便
局
は
全
国
) の

窓
口
に
、
そ
の
通
帳
・
お
届

け
印

を
ご
持
参
の
う
え
、
お
申

込
み
く

だ
さ
い
。

お
問
い
合
わ
せ
先

 
京
都
府
綾
部
市
若
竹
町
8 番

地
の
1	

 
綾
部
市
役
所
 
07
73

―
42

―
32
80
( 代

表
)	
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様
式
第
３
９
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
 

様
式
第
３
９
号
 

軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）
納
税
証
明
書
 

納
税
義
務
者
 

住
所
 

（
所
 在

 
地
）
 

氏
名
 

（
名
 
 
称
）
 

車
 
両
 
番
 
号
 

納
税

済
年

月
日
 

 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日
 

証
明
書
有
効
期
限
 

 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日
 

備
 

 
 

考
 

（
注
）
 

上
記
の
と

お
り
相
違
な
い
こ
と
を
証
明
し
ま
す
。
 

年
 

 
月
 
 

日
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

京
都
府
綾
部
市
長
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

印
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 様式第４０号を次のように改める。 

様式第４０号 

年  月  日  

          様 

綾部市長          印  

問い合わせ先           

口座振替済通知書 

義務者氏名   

◎振替済みの情報 

納 期 税 目 通知書番号 標識番号 
納 期 限

年 月 日
金 額

振 替 日

年 月 日

◎口座情報 

金 融 機 関 名

口 座 種 別 口 座 番 号

口 座 名 義 人

お知らせ 

 ①この通知書をもって、口座振替の領収書に代えさせていただきますので５年間大切に保存してく

ださい。 

 ②口座振替を取り消したり金融機関等を変更される場合は、契約している金融機関又は上記の問い

合わせ先まで申し出てください。 

 ③住所、氏名等の変更がある場合は、上記の問い合わせ先まで申し出てください。 

    切り取り線（証明部分をご使用の場合は、お手数ですが切り取りご使用ください。）     

              年度軽自動車税（種別割）納税証明書（車検用） 

納税義務者 

年  月  日  

綾部市長          印 

標 識 番 号 

証明書有効期限   年  月  日 

収 納 日   年  月  日 

 上記の軽自動車に係る軽自動車税（種別割）は、滞納がないことを証します。 
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様式第４４号を次のように改める。

(表)      
  通知書番号   

 〒 
 住所 

 氏名          様 
  年度市・府民税納税通知書 

    年度の市・府民税を次のとおり決定しましたので、お知らせいたします。 
年  月  日                  

綾部市長                印  

  市・府民税決定の明細 
扶養親族該当区分 本人該当区分 専従者  他  

控

配

老

配

配

特

特

定

同

老

老

人

歳
未
満

そ

の

他

同

障

特

障

他

障

未

成

年

特

障

他

障

寡

婦

特

寡

寡

夫

勤

学

配

偶

者

そ

の

他

家 

屋

敷 

(単位：円)  
所得金額の内訳 ① 所得控除の内訳 ② 

総
所
得
金
額

給与
 収入金額    短期譲渡所得    雑損   
 所得金額    長期譲渡所得    医療費   

雑 
 公的年金収入金額    土地等    社会保険・小規模   
 公的年金所得金額    株式等の譲渡所得    生命保険料   
 その他雑所得    山林所得    地震保険料   

 営業等所得    その他の所得    寄附金   
 農業所得        障・寡・勤   
 不動産所得    前年繰越損失    配偶者・配偶者特別   
 配当所得        扶養   
 利子所得    扶養障害   
 総合譲渡・一時    基礎   
     合計所得金額    所得控除の合計   

課税標準額①－② 
算出所得割額    市民税 府民税 

市民税 府民税  合計算出所得割額     
 総所得金額        税額控除等     
 短期譲渡所得金額        住宅借入金等特別税額控除
 長期譲渡所得金額        寄附金税額控除     
山林所得金額     所得割額   

 その他所得        均等割額     
         年税額   
         内特別徴収税額   
         差引年税額   
  所得割より控除することができなかった配当割額・株式等譲渡所得割額控除額
 ◎各納期の納付額及び納期限 

期別 納 付 額 充 当 額 充当後納付額 納 期 限  納付方法   

◎公的年金から特別徴収の方法によって徴収する額及び徴収月  ◎ 特別徴収を行う公的年金の種類及び支払者の名称 
徴 収 月 特 別 徴 収 税 額

公 的 年 金 の 種 類
年10月
年12月

支 払 者 の 名 称
年2月

 法 人 番 号    

 ◎ 公的年金からの特別徴収について 
   公的年金から特別徴収の方法によって徴収する額については、公的年金支払の際に、上記の公的年金からその支払者が徴収します。 
   また、あなたが本年度において公的年金からの特別徴収の対象者であり、かつ、来年度も引き続き公的年金の支払を受ける場合は、公的年金の支払者

が次の額を特別徴収の方法によって徴収することになりますので、地方税法第321条の7の8の規定によって通知します。 
   なお、あなたが昨年度から引き続き公的年金からの特別徴収の対象者である場合は、昨年度の通知書において通知した次の額を特別徴収の方法によっ

て徴収します。 

◎来年度に公的年金から特別徴収の方法によって徴収する税額及び徴収月 ◎昨年度に通知した公的年金から特別徴収の方法によって徴収する税額及び徴収月
徴 収 月 仮 特 別 徴 収 税 額  徴 収 月 仮 特 別 徴 収 税 額 

年4月   年4月
年6月   年6月
年8月   年8月
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（裏） 

こ の 税 金 の 課 税 の 根 拠 な ど に つ い て 

 この「納税通知書」による    年度分の市民税及び府民税の課税の根拠等は次のとおりです。 

1 課税の根拠  地方税法、綾部市市税条例及び京都府府税条例の規定によって課されたものです。 

2 納税義務者      年1月1日現在、市内に住所を有する個人又は市内に事務所、事業所若しくは家屋敷を有し市内に住所を有しない個人です。 

3 税 率  均等割  市民税  3,500円    府民税  2,100円（府民税均等割額のうち600円は豊かな森を育てる府民税分） 

        所得割  市民税  6％      府民税  4％ （総合課税分） 

○分離課税による所得割の税率 ○配当控除 

区 分 市民税 府民税  課税所得金額

種 類 

1,000万円以下の部分 1,000万円超の部分

課 税 長 期 譲 渡 所 得 金 額 3.0％ 2.0％ 市民税 府民税 市民税 府民税

課 税 短 期 譲 渡 所 得 金 額 5.4％ 3.6％ 利 益 の 配 当 等 1.6％ 1.2％ 0.8％ 0.6％

一 般 株 式 等 の 譲 渡 3.0％ 2.0％ 証 券

投資信託等

外貨建等証券投資信託以外 0.8％ 0.6％ 0.4％ 0.3％

上 場 株 式 等 の 譲 渡 3.0％ 2.0％ 外 貨 建 等 証 券 投 資 信 託 0.4％ 0.3％ 0.2％ 0.15％

上 場 株 式 等 の 配 当 所 得 等 3.0％ 2.0％
 ○寄附金税額控除 
  ①1月1日現在の住所地の都道府県共同募金会又は日本赤十字社に対する寄附金 
  （①の寄附金額－2千円）×10％ 
  ②都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金 
  （ＡとＢの合計額を税額控除) 
   Ａ（②の寄附金額－2千円）×10％ 
   Ｂ（②の寄附金額－2千円）×〔90－（0～45）×1.021〕％ 
 ※Ｂの下線部は、寄附者に適用される所得税の限界税率 
 ※Ｂの額については、個人住民税所得割額の2割を限度 
  ③京都府、綾部市が条例で指定する団体に対する寄附金 
  京都府（③の寄附金額－2千円）×4％ 
  綾部市（③の寄附金額－2千円）×6％ 
 ※京都府、綾部市ともに条例指定している場合は 
  （③の寄附金額－2千円）×10％ 
 （注）寄附金税額控除の対象となる寄附金の額の合計額は、総所得金額等の30％が

上限となります。 

 ○調整控除 
  ①合計課税所得金額が200万円以下の場合 
  ア又はイのいずれか少ない金額の5％（市民税3％、府民税2％) 
   ア 人的控除額の差の合計額 
   イ 合計課税所得金額 
  ②合計課税所得金額が200万円を超える場合 

アからイを控除した金額（5万円未満の場合は、5万円）の5％

（市民税3％、府民税2％）
   ア 人的控除額の差の合計額 
   イ 合計課税所得金額から200万円を控除した金額 

先 物 取 引 3.0％ 2.0％

○配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除 

区 分 市民税 府民税  

配当割額又は株式等譲渡所得割額 3/5 2/5 

（注）配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除がある場合は、
算出税額から控除されます。（差引年税額下欄に控除額を
記載しています。） 

○住宅借入金等特別税額控除 
 前年分の所得税において平成21年から令和3年までの入居
に係る住宅借入金等特別控除の適用を受けた場合、①から②
を控除した金額（前年分の所得税に係る課税総所得金額等の
100分の5に相当する金額（97,500円を限度）を超える場合に
は、当該金額）に下欄の割合を乗じた金額 
ただし、居住年が平成26年から令和3年までであって、特定
取得に該当する場合には、「100分の5」を「100分の7」と
「97,500円」を「136,500円」として計算した金額 

①前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増
改築等に係る住宅借入金等の金額又は平成19年若しくは
平成20年の居住年に係る住宅借入金等の金額を有する場
合には、当該金額がなかったものとして計算した金額） 

 ②前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

市民税 3/5 府民税 2/5 

4 納 期 

期 別 納 期 納 期 限 

第 1 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 2 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 3 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 4 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

  （注）市・府民税額が5,600円以下の場合の納期は、第1期分（全期分）のみとなります。 

5 延滞金、督促手数料 
  納期限までに税金を納められないと、次のような余分の負担がかかります。 
  延滞金……… 納期限の翌日から完納の日までの期間の日数に応じ年14.6％（納期限の翌日から1月を経過する日までの期間については、年7.3％）

の割合（当該年の前年に租税特別措置法第93条第2項の規定により告示された割合に年1％の割合を加算した割合（以下「特例基準割
合」という。）が年7.3％の割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6％の割
合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合とし、年7.3％の割合にあっては当該特
例基準割合に年1％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合）とします。）で計
算した金額。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合です。 

  督促手数料… 督促状1通につき100円 
6 滞納 処 分 
  督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに納められないと財産の差押えなど滞納処分が行われます。（地方税法第331条第1項第1号） 
7 不服の申立て 
  この納税通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に市長に対して審査請求をすることが
できます。この普通徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して、６か月以内に市を
被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 
  なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があっ
た日から３か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③
その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 
8 納付 場 所 
  ○綾部市役所○京都銀行○京都北都信用金庫○京都丹の国農業協同組合○ゆうちょ銀行・郵便局○近畿労働金庫○関西みらい銀行福知山支店 
  ○下記のコンビニエンスストア全国各店舗でも納付できます。 
   （50音順） 
  ○下記のスマートフォンアプリでも納付できます。 
   （50音順） 
9 お問い合わせ先等 
  綾部市  部  課  担当 
  ・住所、氏名等の間違いやご不明な点がありましたらご連絡ください。 
  ・領収書は5年間保存してください。 
  ・この通知書では納付できません。 
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表
の
控

除
の

種
類
欄
に

掲
げ
る
控

除
の

適
用
が

あ
る

場
合

に
お
い

て
は

、
同
表

金
額
欄

に
掲

げ
る
金

額
を
合

算
し

た
金
額

 
②
合

計
課
税

所
得
金

額
 

合
計
課

税
所

得
金
額

が
2
00
万
円

超
の

者
 

①
の

金
額

か
ら
②

の
金
額

を
控
除
し
た

金
額

（
５
万
円

を
下
回

る
場

合
は
５

万
円
）

の
５
％
（
府
民
税
２
％
、
市
民
税
３
％
）
に
相
当
す

る
金
額
 

①
下
表

の
控
除

の
種

類
欄
に

掲
げ
る

控
除

の
適
用

が
あ
る

場
合
に

お
い

て
は
、
同
表
金
額
欄
に
掲
げ
る
金
額
を
合

算
し
た
金
額
 

②
合

計
課
税

所
得
金
額
か
ら
20
0万

円
を
控
除

し
た
金
額
 

控
除

の
種

類
 

金
額

 
控
除

の
種
類

 
金
額

 

基
礎

控
除

 
５

万
円

納
税
者
本

人
の
 

所
得
金

額
 

9
0
0万

円
 

以
下
 

9
00
万

円
超

95
0
万

円
 

以
下
 

9
5
0
万
円
超

1
,
0
0
0万

円
 

以
下
 

障
害
者

控
 
除

普
通
 

１
万
円

配
偶
者

控
 
除

一
般

 
５
万
円

 
４

万
円
 

２
万
円

 
特

別
 

１
０
万

円
老
人

 
１
０

万
円

６
万
円
 

３
万
円

 
同

居
特

別
２
２
万
円

配 偶 者

特 別 控 除

3
8
万

円
超
 

4
0
万

円
未
満

５
万
円

 
４

万
円
 

２
万
円

 

寡
 
婦

控
 
除

一
般
 

１
万
円

4
0万

円
以
上

4
5万

円
未
満

３
万
円

 
２

万
円
 

１
万
円

 
特

定
 

５
万
円

寡
 
夫

控
 

除
１

万
円

扶
養

控
除

一
般
 

５
万
円

 
老
人

 
１
０

万
円

勤
労
学
生

控
除

１
万
円

特
定

１
８

万
円

同
居
老

親
等

１
３

万
円

◎
税

額
控

除
(
配

当
控

除
）

 

課
税
所
得
金
額
 

1
,
00
0
万
円

 

以
下

の
部
分

 

1
,0
0
0万

円
 

超
の
部

分
 

種
類
 

市
民
税
 

府
民
税
 

市
民
税
 

府
民
税
 

利
益

の
配
当

等
 

1
.6
%
 

1
.2
%
 

0
.
8%
 

0
.
6%
 

外
貨
建
等
以
外
の
証
券
投
資
信
託

0
.8
%
 

0
.6
%
 

0
.
4%
 

0
.
3%
 

外
貨
建
等
証
券
投
資
信
託
 

0
.4
%

0
.3
%

0
.
2%

0.
1
5%

◎
税
額
控
除
（
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
）
 

前
年
分
の
所
得
税
に
お
い
て
平
成
21
年
か
ら
令
和
3年

ま
で
の
入
居
に
係
る
住
宅
借
入

金
等
特
別
控
除
の
適
用
を
受
け
た
場
合
､①

か
ら
②
を
控
除
し
た
金
額
(前

年
分
の
所
得
税

に
係
る
課
税
総
所
得
金
額
等
の
1
00
分
の
5に

相
当
す
る
金
額
(9
7,
50
0円

を
限
度
)を

超
え

る
場
合
に
は
、
当
該
金
額
)に

下
欄
の
割
合
を
乗
じ
た
金
額
 

 
た
だ
し
､居

住
年
が
平
成
2
6年

か
ら
令
和
3年

ま
で
で
あ
っ
て
､特

定
取
得
に
該
当
す
る

場
合
に
は
､｢
1
00
分
の
5｣
を
｢1
00
分
の
7
｣と

､｢
9
7,
50
0円

｣を
｢1
36
,5
00
円
｣と

し
て
計
算

し
た
金
額
 

①
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
額
(特

定
増
改
築
等
に
係
る
住

宅
借
入
金
等
の
金
額
又
は
平
成
19
年
若
し
く
は
平
成
2
0年

の
居
住
年
に
係
る
住
宅
借

入
金
等
の
金
額
を
有
す
る
場
合
に
は
､
当
該
金
額
が
な
か
っ
た
も
の
と
し
て
計
算
し

た
金
額
) 

②
前
年
分
の
所
得
税
の
額
(住

宅
借
入
金
等
特
別
控
除
等
適
用
前
の
金
額
)

市
民
税

 
3/
5
 

府
民
税
 

2
/
5 

◎
税
額
控

除
(
配

当
割

額
又

は
株

式
等

譲
渡

所
得

割
額

の
控

除
）

 

区
分

 
市
民
税

 
府
民
税

 

配
当

割
又

は
株

式
等

譲
渡

所
得

割
3
/5
 

2/
5
 

◎
税
額
控

除
(
寄
附
金
税
額
控
除
）
 

前
年

中
に

次
に

掲
げ

る
寄

附
金

を
支

出
し

、
合

計
額

（
寄
附

金
の

合
計

額
が

総
所

得
金

額
の

合
計

額
の

3
0
％

を
超

え
る

場
合

に
は

当
該

3
0
％

に
相

当
す

る
金

額
）

が
２

千
円

を
超

え
る

場
合

に
は

、
そ

の
超

え
る

金
額

の
府

民
税

は
４

％
、

市
民

税
は

６
％

に
相

当
す

る
金

額
 

１
 

都
道

府
県

、
市

町
村

又
は

特
別

区
に

対
す

る
寄

附
金
 

２
 

住
所

地
の

道
府

県
共

同
募

金
会

又
は

日
本

赤
十

字
社

の
支

部
に

対
す

る
寄

附
金

 

３
 

所
得

税
法

等
に

規
定

さ
れ

る
寄

附
金

控
除

の
対

象
の

う
ち

、
住

民
の

福
祉

の
増

進
に

寄
与

す
る

寄
附

金
と

し
て

住
所

地
の

道
府

県
又

は
市

町
村

の
条

例
で

定
め

る
も

の
 

４
 

特
定

非
営

利
活

動
法

人
に

対
す

る
寄

附
金

の
う

ち
、

住
民

の
福

祉
の

増
進

に
寄

与
す

る
寄

附
金

と
し

て
住

所
地

の
道

府
県

又
は

市
町

村
の

条
例

で
定

め
る

も
の

 

た
だ

し
、

１
の

寄
附

金
が

２
千

円
を

超
え

る
場

合
は

、
そ

の
超

え
る

金
額

に
、

下
表

の
左

欄
の

区
分

に
応

じ
て

右
欄

の
割

合
を

乗
じ

て
得

た
額

の
府

民
税

は
５

分
の

２
、

市
民

税
は

５
分

の
３

に
相

当
す

る
金

額
を

さ
ら

に
加

算
し

た
金

額
（

所
得

割
の

2
0
％

に
相

当
す

る
金

額
を

超
え

る
と

き
は

、
そ

の
2
0
％

に
相

当

す
る

金
額

）
 

課
税
総

所
得

金
額
か

ら
人
的
控
除
差

調
整
額
を

控
除

し
た
金

額
 

割
合
 

0
円

以
上

19
5
万

円
以
下
 

８
４
．
８
９
５
%

1
9
5
万
円
超
3
3
0
万
円

以
下
 

７
９
．
７
９
%

3
3
0
万
円
超
6
9
5
万
円

以
下
 

６
９
．
５
８
%

6
9
5
万
円
超
9
0
0
万
円

以
下
 

６
６
．
５
１
７
%

90
0
万

円
超

1,
8
0
0万

円
以
下
 

５
６
．
３
０
７
%

1
,8
0
0
万
円

超
4
,
00
0
万

円
以
下
 

４
９
．
１
６
%

4
,
00
0
万
円

超
 

４
４
．
０
５
５
%

0円
未
満

（
課
税
山
林
所
得
金
額
及
び
課
税
退
職
所
得
金
額
を
有
し
な
い
場

合
）

９
０
%

0円
未
満
（
課
税
山
林
所
得
金
額
又
は
課
税
退
職
所
得
金
額
を
有
す
る
場
合
） 

地
方
税
法
に
定
め
る
割
合

◎
税

額
の
計

算
方
法

 

総
所
得
金
額
①
－
所
得
控
除
合
計
②
＝
課
税
総
所
得
金
額
③
 

課
税
総
所
得
金
額
③
×
税
率
＝
税
額
控
除
前
所
得
割
額
④
 

税
額
控
除
前
所
得
割
額
④
－
税
額
控
除
額
⑤
＝
所
得
割
額
⑥
 

所
得
割
額
⑥
＋
均
等
割
額
⑦
＝
特
別
徴
収
税
額
⑧
 

特
別
徴
収
税
額
⑧
－
控
除
不
足
額
⑨
＝
差
引
納
付
額
 

（
注

)1
 

分
離
課
税
の
所
得
が
あ
る
場
合
は
計
算
方
法
が
異
な
り
ま
す
。
 

2
 
「

税
額
控
除
額
⑤
」
は
調
整
控
除
、
配
当
控
除
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
税

額
控
除
、
寄
附
金
税
額
控
除
、
配
当
割
額
又
は
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
の
控

除
等
の
控
除
額
の
合
算
額
を
記
載
し
て
い
ま
す
。
 

3
 
「

控
除
不
足
額
⑨
」
は
所
得
割
額
よ
り
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た

配
当
割
額
又
は
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
の
控
除
の
額
の
こ
と
で
す
。
 

◎
税

率
 

・
均
等
割
 

市
民
税
3,
5
00
円
 

府
民
税
2,
10
0円

 

（
府
民
税
均
等
割
額
の
う
ち
6
00
円
は
豊
か
な
森
を
育
て
る
府
民
税
分
）

 

・
所
得
割
（
総

合
課

税
分

）
 

市
民

税
 

6
％
 

府
民

税
 

4
％
 

◎
所

得
控
除

 

雑
損

控
除

 
（

実
質

損
失

額
－

総
所

得
金

額
等

の
合

計
額

×
1
0
％

）
又

は
（

災
害

関
連

支
出

の
金

額
－

５
万

円
）

の
う

ち
い

ず
れ

か
高

い
方

の
金

額
 

医
療
費
控
除

 

医
療

費
の

実
質

負
担

額
－

（
1
0
万

円
と

総
所

得
金

額
等

の
５

%
の

い
ず

れ
か

低
い

金
額
）
(
限

度
額
2
0
0
万
円
）
 

※
地

方
税
法

附
則
第

４
条
の

４
の
規
定

の
適
用

を
選
択

す
る

場
合
 

特
定

一
般
用

医
薬
品

等
購
入

費
―
１
万

２
千
円

（
限
度

額
８

万
８
千

円
）
 

◎
税

額
の
計

算
方
法

 

総
所
得
金
額
①
－
所
得
控
除
合
計
②
＝
課
税
総
所
得
金
額
③
 

課
税
総
所
得
金
額
③
×
税
率
＝
税
額
控
除
前
所
得
割
額
④
 

税
額
控
除
前
所
得
割
額
④
－
税
額
控
除
額
⑤
＝
所
得
割
額
⑥
 

所
得
割
額
⑥
＋
均
等
割
額
⑦
＝
特
別
徴
収
税
額
⑧
 

特
別
徴
収
税
額
⑧
－
控
除
不
足
額
⑨
＝
差
引
納
付
額
 

（
注

)1
 

分
離
課
税
の
所
得
が
あ
る
場
合
は
計
算
方
法
が
異
な
り
ま
す
。
 

2
 
「

税
額
控
除
額
⑤
」
は
調
整
控
除
、
配
当
控
除
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
税

額
控
除
、
寄
附
金
税
額
控
除
、
配
当
割
額
又
は
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
の
控

除
等
の
控
除
額
の
合
算
額
を
記
載
し
て
い
ま
す
。
 

3
 
「

控
除
不
足
額
⑨
」
は
所
得
割
額
よ
り
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た

配
当
割
額
又
は
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
の
控
除
の
額
の
こ
と
で
す
。
 

◎
税

率
 

・
均
等
割
 

市
民
税
3,
5
00
円
 

府
民
税
2,
10
0円

 

（
府
民
税
均
等
割
額
の
う
ち
6
00
円
は
豊
か
な
森
を
育
て
る
府
民
税
分
）

 

・
所
得
割
（
総

合
課

税
分

）
 

市
民

税
 

6
％
 

府
民

税
 

4
％
 

◎
所

得
控
除

 

雑
損

控
除

（
実

質
損

失
額

－
総

所
得

金
額

等
の

合
計

額
×

1
0
％

）
又

は
（

災
害

関
連

支
出

の
金

額
－

５
万

円
）

の
う

ち
い

ず
れ

か
高

い
方

の
金

額
 

医
療
費
控
除

 

医
療

費
の

実
質

負
担

額
－

（
1
0
万

円
と

総
所

得
金

額
等

の
５

%
の

い
ず

れ
か

低
い

金
額
）
(
限

度
額
2
0
0
万
円
）
 

※
地

方
税
法

附
則
第

４
条
の

４
の
規
定

の
適
用

を
選
択

す
る

場
合
 

特
定

一
般
用

医
薬
品

等
購
入

費
―
１
万

２
千
円

（
限
度

額
８

万
８
千

円
）
 

社
会
保
険

料
控

除
等

支
払
金

額
 

生 命 保 険 料 控 除

支
払

金
額
 

控
除
額
 

新 契 約

1
2
,0
0
0
円
以

下
の

と
き

 
全
額
 

1
2
,
00

0
円

超
3
2
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
2
＋

6
,
0
0
0
円
 

3
2
,
00

0
円

超
5
6
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
4
＋

1
4
,
0
0
0
円

 

5
6
,0
0
0
円
超

の
と
き
 

28
,
0
0
0
円
 

旧 契 約

1
5
,
00

0
円

以
下

の
と

き
 

全
額
 

1
5
,
00

0
円

超
4
0
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
2
＋

7
,
5
0
0
円
 

4
0
,
00

0
円

超
7
0
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
支

払
金

額
の

1
/
4
＋

1
7
,
5
0
0
円

 

7
0
,0
0
0
円
超

の
と

き
 

35
,
0
0
0
円
 

一
般

生
命

保
険

料
、

介
護

医
療

保
険

料
及

び
個

人
年

金
保

険
料

に
つ

い
て

、
そ

れ
ぞ

れ
上

の
算

式
に

よ
り

計
算

し
た

控
除

額
の

合
計

額
（

限
度

額
7
0
,
00

0
円

）
 

一
般

生
命

保
険

料
又

は
個

人
年

金
保

険
料

に
つ

い
て

は
、

新
契

約
と

旧
契

約
の

双
方

に
つ

い
て

控
除

の
適

用
を

受
け

る
場

合
、

新
契

約
と

旧
契

約
そ

れ
ぞ

れ
上

の
算

式
に

よ
り

計
算

し
た

控
除

額
の

合
計

額
（

限
度

額
2
8
,
0
0
0
円

）
 

地 震 保 険 料 控 除

支
払

金
額
 

控
除
額
 

地 震

保 険 料

5
0
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
2
 

5
0
,
0
0
0
円

超
の

と
き

 
2
5,
0
0
0
円
 

旧 長 期 契 約

5
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

全
額
 

5
,
0
0
0
円

超
1
5
,
0
0
0
円

以
下

 
の

と
き
 

支
払
金

額
の

1
/
2
＋

2
,
5
0
0
円
 

1
5
,
0
0
0
円

超
の

と
き

 
1
0,
0
0
0
円
 

地
震

保
険

料
、

旧
長

期
契

約
の

両
方

が
あ

る
場

合
は

、
限

度
額

は
2
5
,
0
0
0
円

社
会
保
険

料
控

除
等

支
払
金

額
 

生 命 保 険 料 控 除

支
払

金
額
 

控
除
額
 

新 契 約

1
2
,0
0
0
円
以

下
の

と
き

 
全
額
 

1
2
,
00

0
円

超
3
2
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
2
＋

6
,
0
0
0
円
 

3
2
,
00

0
円

超
5
6
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
4
＋

1
4
,
0
0
0
円

 

5
6
,0
0
0
円
超

の
と
き
 

28
,
0
0
0
円
 

旧 契 約

1
5
,
00

0
円

以
下

の
と

き
 

全
額
 

1
5
,
00

0
円

超
4
0
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
支

払
金

額
の

1
/
2
＋

7
,
5
0
0
円
 

4
0
,
00

0
円

超
7
0
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
4
＋

1
7
,
5
0
0
円

 

7
0
,0
0
0
円
超

の
と

き
 

35
,
0
0
0
円
 

一
般

生
命

保
険

料
、

介
護

医
療

保
険

料
及

び
個

人
年

金
保

険
料

に
つ

い
て

、
そ

れ
ぞ

れ
上

の
算

式
に

よ
り

計
算

し
た

控
除

額
の

合
計

額
（

限
度

額
7
0
,
00

0
円

）
 

一
般

生
命

保
険

料
又

は
個

人
年

金
保

険
料

に
つ

い
て

は
、

新
契

約
と

旧
契

約
の

双
方

に
つ

い
て

控
除

の
適

用
を

受
け

る
場

合
、

新
契

約
と

旧
契

約
そ

れ
ぞ

れ
上

の
算

式
に

よ
り

計
算

し
た

控
除

額
の

合
計

額
（

限
度

額
2
8
,
0
0
0
円

）
 

地 震 保 険 料 控 除

支
払

金
額
 

控
除
額
 

地 震

保 険 料

5
0
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

支
払

金
額

の
1
/
2
 

5
0
,
0
0
0
円

超
の

と
き

 
2
5,
0
0
0
円
 

旧 長 期 契 約

5
,
0
0
0
円

以
下

の
と

き
 

全
額
 

5
,
0
0
0
円

超
1
5
,
0
0
0
円

以
下

 
の

と
き
 

支
払
金

額
の

1
/
2
＋

2
,
5
0
0
円
 

1
5
,
0
0
0
円

超
の

と
き

 
1
0,
0
0
0
円
 

地
震

保
険

料
、

旧
長

期
契

約
の

両
方

が
あ

る
場

合
は

、
限

度
額

は
2
5
,
0
0
0
円

納
税
者

本
人
の

所
得

金
額
 

90
0万

円
以
下

90
0
万
円

超
95
0
万

円
以
下
 

9
50
万

円
超

1,
0
0
0万

円
以

下
 

配
偶
者

 
控

除
 

一
般

３
３

万
円
 

２
２

万
円
 

１
１
万

円
 

老
人

３
８

万
円
 

２
６

万
円
 

１
３
万

円
 

配 偶 者 特 別 控 除

所
得

金
額

控
除

額
 

3
8
万

円
超

 
8
5
万

円
以

下
３
３

万
円
 

２
２

万
円
 

１
１
万

円
 

8
5
万

円
超

 
9
0
万

円
以

下
 

３
３

万
円
 

２
２

万
円
 

１
１
万

円
 

9
0
万

円
超

 
9
5
万

円
以

下
３
１

万
円
 

２
１

万
円
 

１
１
万

円
 

9
5
万

円
超

 
1
0
0
万

円
以

下
 

２
６

万
円
 

１
８

万
円
 

９
万
円
 

1
0
0万

円
超
 

1
0
5
万

円
以

下
 

２
１

万
円
 

１
４

万
円
 

７
万
円
 

1
0
5万

円
超
 

1
1
0
万

円
以

下
 

１
６

万
円
 

１
１

万
円
 

６
万
円
 

1
1
0万

円
超
 

1
1
5
万

円
以

下
１
１

万
円
 

８
万

円
 

４
万
円
 

1
1
5万

円
超
 

1
2
0
万

円
以

下
 

６
万
円
 

４
万
円
 

２
万
円
 

1
2
0万

円
超
 

1
2
3
万

円
以

下
 

３
万
円
 

２
万
円
 

１
万
円
 

障
 
害

 
者

 
控
 

除
 

（
特

別
障
害
者

）
 

（
同
居

特
別

障
害
者

）

２
６
万

円
３

０
万

円
５

３
万

円
 

扶 養 控 除

一
般
 

３
３

万
円

老
人
 

３
８

万
円
 

寡
婦

（
寡
夫

）
控
除
 

（
特
別

寡
婦

の
場
合

）
２

６
万

円
 

３
０
万

円

特
定
 

４
５

万
円

同
居
老

親
等

４
５

万
円
 

勤
 
労

 
学
 
生
 
控
 
除
 

２
６
万

円
基

礎
控

除
 

３
３

万
円

納
税
者

本
人
の

所
得

金
額
 

90
0万

円
以
下

90
0
万
円

超
95
0
万

円
以
下
 

9
50
万

円
超

1,
0
0
0万

円
以

下
 

配
偶
者

 
控

除
 

一
般

３
３

万
円
 

２
２

万
円
 

１
１
万

円
 

老
人

３
８

万
円
 

２
６

万
円
 

１
３
万

円
 

配 偶 者 特 別 控 除

所
得

金
額

控
除

額
 

3
8
万

円
超

8
5
万

円
以

下
 

３
３

万
円
 

２
２

万
円
 

１
１
万

円
 

8
5
万

円
超

 
9
0
万

円
以

下
 

３
３

万
円
 

２
２

万
円
 

１
１
万

円
 

9
0
万

円
超

 
9
5
万

円
以

下
３
１

万
円
 

２
１

万
円
 

１
１
万

円
 

9
5
万

円
超

 
1
0
0
万

円
以

下
 

２
６

万
円
 

１
８

万
円
 

９
万
円
 

1
0
0万

円
超
 

1
0
5
万

円
以

下
２
１

万
円
 

１
４

万
円
 

７
万
円
 

1
0
5万

円
超
 

1
1
0
万

円
以

下
 

１
６

万
円
 

１
１

万
円
 

６
万
円
 

1
1
0万

円
超
 

1
1
5
万

円
以

下
１
１

万
円
 

８
万

円
 

４
万
円
 

1
1
5万

円
超
 

1
2
0
万

円
以

下
 

６
万
円
 

４
万
円
 

２
万
円
 

1
2
0万

円
超

1
2
3
万

円
以

下
 

３
万
円
 

２
万
円
 

１
万
円
 

障
 
害

 
者

 
控
 

除
 

（
特

別
障
害
者

）
 

（
同
居

特
別

障
害
者

）

２
６
万

円
３

０
万

円
 

５
３
万

円
扶 養 控 除

一
般
 

３
３

万
円

老
人

３
８

万
円

寡
婦

（
寡
夫

）
控
除
 

（
特
別

寡
婦

の
場
合

）
２

６
万

円
３

０
万

円

特
定
 

４
５

万
円

同
居
老

親
等

４
５

万
円

勤
 
労

 
学
 
生
 
控
 
除
 

２
６
万

円
基

礎
控

除
 

３
３

万
円

◎
税

額
控
除

(調
整
控

除
)
 

合
計
課

税
所

得
金
額

が
2
00
万
円

以
下

の
者
 

次
の
①
と

②
の

い
ず
れ
か

少
な

い
額
の
５
％

（
府

民
税
２
％

、
市

民
税

３
％
）
に
相
当
す
る
金
額
 

①
下

表
の
控

除
の

種
類
欄
に

掲
げ
る
控

除
の

適
用
が

あ
る

場
合

に
お
い

て
は

、
同
表

金
額
欄

に
掲

げ
る
金

額
を
合

算
し

た
金
額

 
②
合

計
課
税

所
得
金

額
 

合
計
課

税
所

得
金
額

が
2
00
万
円

超
の

者
 

①
の

金
額

か
ら
②

の
金
額

を
控
除
し
た

金
額

（
５
万
円

を
下
回

る
場

合
は
５

万
円
）

の
５
％
（
府
民
税
２
％
、
市
民
税
３
％
）
に
相
当
す

る
金
額
 

①
下
表

の
控
除

の
種

類
欄
に

掲
げ
る

控
除

の
適
用

が
あ
る

場
合
に

お
い

て
は
、
同
表
金
額
欄
に
掲
げ
る
金
額
を
合

算
し
た
金
額
 

②
合

計
課
税

所
得
金
額
か
ら
20
0万

円
を
控
除

し
た
金
額
 

控
除

の
種

類
 

金
額

 
控
除

の
種
類

 
金
額

 

基
礎

控
除

 
５

万
円

納
税
者
本

人
の
 

所
得
金

額
 

9
0
0万

円
 

以
下
 

9
00
万

円
超
 

95
0
万

円
 

以
下
 

9
5
0
万
円
超
 

1
,
0
0
0万

円
 

以
下
 

障
害
者

控
 
除

普
通

１
万
円

配
偶
者

控
 
除

一
般

 
５
万
円

 
４

万
円
 

２
万
円

 
特

別
１
０
万

円
老
人

 
１
０

万
円

６
万
円
 

３
万
円

 
同

居
特

別
２
２
万
円

配 偶 者

特 別 控 除

3
8
万

円
超
 

4
0
万

円
未
満

５
万
円

 
４

万
円
 

２
万
円

 

寡
 
婦

控
 
除

一
般
 

１
万
円

4
0万

円
以
上

4
5万

円
未
満

３
万
円

 
２

万
円
 

１
万
円

 
特

定
 

５
万
円

寡
 
夫

控
 

除
１

万
円

扶
養

控
除

一
般
 

５
万
円

 
老
人

 
１
０

万
円

勤
労
学
生

控
除

 
１

万
円

特
定
 

１
８

万
円

同
居
老

親
等

１
３

万
円

◎
税

額
控
除

(調
整
控

除
)
 

合
計
課

税
所

得
金
額

が
2
00
万
円

以
下

の
者
 

次
の
①
と

②
の

い
ず
れ
か

少
な

い
額
の
５
％

（
府

民
税
２
％

、
市

民
税

３
％
）
に
相
当
す
る
金
額
 

①
下

表
の
控

除
の

種
類
欄
に

掲
げ
る
控

除
の

適
用
が

あ
る

場
合

に
お
い

て
は

、
同
表

金
額
欄

に
掲

げ
る
金

額
を
合

算
し

た
金
額

 
②
合

計
課
税

所
得
金

額
 

合
計
課

税
所

得
金
額

が
2
00
万
円

超
の

者
 

①
の

金
額

か
ら
②

の
金
額

を
控
除
し
た

金
額

（
５
万
円

を
下
回

る
場

合
は
５

万
円
）

の
５
％
（
府
民
税
２
％
、
市
民
税
３
％
）
に
相
当

す
る

金
額
 

①
下
表

の
控
除

の
種

類
欄
に

掲
げ
る

控
除

の
適
用

が
あ
る

場
合
に

お
い

て
は
、
同
表
金
額
欄
に
掲
げ
る
金
額
を
合

算
し
た
金
額
 

②
合

計
課
税

所
得
金
額
か
ら
20
0万

円
を
控
除

し
た
金
額
 

控
除

の
種

類
 

金
額

 
控
除

の
種
類

 
金
額

 

基
礎

控
除

 
５

万
円

納
税
者
本

人
の
 

所
得
金

額
 

9
0
0万

円
 

以
下
 

9
00
万

円
超
 

95
0
万

円
 

以
下
 

9
5
0
万
円
超
 

1
,
0
0
0万

円
 

以
下
 

障
害
者

控
 
除

普
通

１
万
円

配
偶
者

控
 
除

一
般

５
万
円

４
万
円

２
万
円

特
別

１
０
万

円
老
人

１
０

万
円

６
万
円

３
万
円

同
居
特

別
２
２
万
円

配 偶 者

特 別 控 除

3
8
万

円
超
 

4
0
万

円
未
満

５
万
円

 
４

万
円
 

２
万
円

 

寡
 
婦

控
 
除

一
般
 

１
万
円

4
0万

円
以
上

4
5万

円
未
満

３
万
円

２
万
円

１
万
円

特
定

５
万
円

寡
 
夫

控
 

除
１

万
円

扶
養

控
除

一
般

５
万
円

老
人

１
０

万
円

勤
労
学
生

控
除

 
１

万
円

特
定
 

１
８

万
円

同
居
老

親
等

１
３

万
円

◎
税

額
控

除
(
配

当
控

除
）

 

課
税
所
得
金
額
 

1
,
00
0
万
円

 

以
下

の
部
分

 

1
,0
0
0万

円
 

超
の
部

分
 

種
類
 

市
民
税

府
民
税

市
民
税

府
民
税

利
益

の
配
当

等
 

1
.6
%

1
.2
%

0
.
8%

0
.
6%

外
貨
建
等
以
外
の
証
券
投
資
信
託

0
.8
%
 

0
.6
%
 

0
.
4%
 

0
.
3%
 

外
貨
建
等
証
券
投
資
信
託
 

0
.4
%
 

0
.3
%
 

0
.
2%
 

0.
1
5%
 

◎
税
額
控
除
（
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
）
 

前
年
分
の
所
得
税
に
お
い
て
平
成
21
年
か
ら
令
和
3年

ま
で
の
入
居
に
係
る
住
宅
借
入

金
等
特
別
控
除
の
適
用
を
受
け
た
場
合
､①

か
ら
②
を
控
除
し
た
金
額
(前

年
分
の
所
得
税

に
係
る
課
税
総
所
得
金
額
等
の
1
00
分
の
5に

相
当
す
る
金
額
(9
7,
50
0円

を
限
度
)を

超
え

る
場
合
に
は
、
当
該
金
額
)に

下
欄
の
割
合
を
乗
じ
た
金
額
 

 
た
だ
し
､居

住
年
が
平
成
2
6年

か
ら
令
和
3年

ま
で
で
あ
っ
て
､特

定
取
得
に
該
当
す
る

場
合
に
は
､｢
1
00
分
の
5｣
を
｢1
00
分
の
7
｣と

､｢
9
7,
50
0円

｣を
｢1
36
,5
00
円
｣と

し
て
計
算

し
た
金
額
 

①
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
額
(特

定
増
改
築
等
に
係
る
住

宅
借
入
金
等
の
金
額
又
は
平
成
19
年
若
し
く
は
平
成
2
0年

の
居
住
年
に
係
る
住
宅
借

入
金
等
の
金
額
を
有
す
る
場
合
に
は
､
当
該
金
額
が
な
か
っ
た
も
の
と
し
て
計
算
し

た
金
額
) 

②
前
年
分
の
所
得
税
の
額
(住

宅
借
入
金
等
特
別
控
除
等
適
用
前
の
金
額
)

市
民
税

 
3/
5
 

府
民
税
 

2
/
5 

◎
税
額
控

除
(
配

当
割

額
又

は
株

式
等

譲
渡

所
得

割
額

の
控

除
）

 

区
分

 
市
民
税

 
府
民
税

 

配
当

割
又

は
株

式
等

譲
渡

所
得

割
3
/5
 

2/
5
 

◎
税

額
控

除
(
配

当
控

除
）

 

課
税
所
得
金
額
 

1
,
00
0
万
円

 

以
下

の
部
分

 

1
,0
0
0万

円
 

超
の
部

分
 

種
類
 

市
民
税
 

府
民
税
 

市
民
税
 

府
民
税
 

利
益

の
配
当

等
 

1
.6
%

1
.2
%

0
.
8%

0
.
6%

外
貨
建
等
以
外
の
証
券
投
資
信
託

0
.8
%

0
.6
%

0
.
4%

0
.
3%

外
貨
建
等
証
券
投
資
信
託
 

0
.4
%

0
.3
%

0
.
2%

0.
1
5%

◎
税
額
控
除
（
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
）
 

前
年
分
の
所
得
税
に
お
い
て
平
成
21
年
か
ら
令
和
3年

ま
で
の
入
居
に
係
る
住
宅
借
入

金
等
特
別
控
除
の
適
用
を
受
け
た
場
合
､①

か
ら
②
を
控
除
し
た
金
額
(前

年
分
の
所
得
税

に
係
る
課
税
総
所
得
金
額
等
の
1
00
分
の
5に

相
当
す
る
金
額
(9
7,
50
0円

を
限
度
)を

超
え

る
場
合
に
は
、
当
該
金
額
)に

下
欄
の
割
合
を
乗
じ
た
金
額
 

 
た
だ
し
､居

住
年
が
平
成
2
6年

か
ら
令
和
3年

ま
で
で
あ
っ
て
､特

定
取
得
に
該
当
す
る

場
合
に
は
､｢
1
00
分
の
5｣
を
｢1
00
分
の
7
｣と

､｢
9
7,
50
0円

｣を
｢1
36
,5
00
円
｣と

し
て
計
算

し
た
金
額
 

①
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
額
(特

定
増
改
築
等
に
係
る
住

宅
借
入
金
等
の
金
額
又
は
平
成
19
年
若
し
く
は
平
成
2
0年

の
居
住
年
に
係
る
住
宅
借

入
金
等
の
金
額
を
有
す
る
場
合
に
は
､
当
該
金
額
が
な
か
っ
た
も
の
と
し
て
計
算
し

た
金
額
) 

②
前
年
分
の
所
得
税
の
額
(住

宅
借
入
金
等
特
別
控
除
等
適
用
前
の
金
額
)

市
民
税

 
3/
5
 

府
民
税
 

2
/
5 

◎
税
額
控

除
(
配

当
割

額
又

は
株

式
等

譲
渡

所
得

割
額

の
控

除
）

 

区
分

 
市
民
税

 
府
民
税

 

配
当

割
又

は
株

式
等

譲
渡

所
得

割
3
/5
 

2/
5
 

◎
税
額
控

除
(
寄
附
金
税
額
控
除
）
 

前
年

中
に

次
に

掲
げ

る
寄

附
金

を
支

出
し

、
合

計
額

（
寄
附

金
の

合
計

額
が

総
所

得
金

額
の

合
計

額
の

3
0
％

を
超

え
る

場
合

に
は

当
該

3
0
％

に
相

当
す

る
金

額
）

が
２

千
円

を
超

え
る

場
合

に
は

、
そ

の
超

え
る

金
額

の
府

民
税

は
４

％
、

市
民

税
は

６
％

に
相

当
す

る
金

額
 

１
 

都
道

府
県

、
市

町
村

又
は

特
別

区
に

対
す

る
寄

附
金
 

２
 

住
所

地
の

道
府

県
共

同
募

金
会

又
は

日
本

赤
十

字
社

の
支

部
に

対
す

る
寄

附
金

 

３
 

所
得

税
法

等
に

規
定

さ
れ

る
寄

附
金

控
除

の
対

象
の

う
ち

、
住

民
の

福
祉

の
増

進
に

寄
与

す
る

寄
附

金
と

し
て

住
所

地
の

道
府

県
又

は
市

町
村

の
条

例
で

定
め

る
も

の
 

４
 

特
定

非
営

利
活

動
法

人
に

対
す

る
寄

附
金

の
う

ち
、

住
民

の
福

祉
の

増
進

に
寄

与
す

る
寄

附
金

と
し

て
住

所
地

の
道

府
県

又
は

市
町

村
の

条
例

で
定

め
る

も
の

 

た
だ

し
、

１
の

寄
附

金
が

２
千

円
を

超
え

る
場

合
は

、
そ

の
超

え
る

金
額

に
、

下
表

の
左

欄
の

区
分

に
応

じ
て

右
欄

の
割

合
を

乗
じ

て
得

た
額

の
府

民
税

は
５

分
の

２
、

市
民

税
は

５
分

の
３

に
相

当
す

る
金

額
を

さ
ら

に
加

算
し

た
金

額
（

所
得

割
の

2
0
％

に
相

当
す

る
金

額
を

超
え

る
と

き
は

、
そ

の
2
0
％

に
相

当

す
る

金
額

）
 

課
税
総

所
得

金
額
か

ら
人
的
控
除
差

調
整
額
を

控
除

し
た
金

額
 

割
合
 

0
円

以
上

19
5
万

円
以
下
 

８
４
．
８
９
５
%

1
9
5
万
円
超
3
3
0
万
円

以
下
 

７
９
．
７
９
%

3
3
0
万
円
超
6
9
5
万
円

以
下
 

６
９
．
５
８
%

6
9
5
万
円
超
9
0
0
万
円

以
下
 

６
６
．
５
１
７
%

90
0
万

円
超

1,
8
0
0万

円
以
下
 

５
６
．
３
０
７
%

1
,8
0
0
万
円

超
4
,
00
0
万

円
以
下
 

４
９
．
１
６
%

4
,
00
0
万
円

超
 

４
４
．
０
５
５
%

0円
未
満

（
課
税
山
林
所
得
金
額
及
び
課
税
退
職
所
得
金
額
を
有
し
な
い
場

合
）

９
０
%

0円
未
満
（
課
税
山
林
所
得
金
額
又
は
課
税
退
職
所
得
金
額
を
有
す
る
場
合
）

地
方
税
法
に
定
め
る
割
合

◎
税
額
控

除
(
寄
附
金
税
額
控
除
）
 

前
年

中
に

次
に

掲
げ

る
寄

附
金

を
支

出
し

、
合

計
額

（
寄
附

金
の

合
計

額
が

総
所

得
金

額
の

合
計

額
の

3
0
％

を
超

え
る

場
合

に
は

当
該

3
0
％

に
相

当
す

る
金

額
）

が
２

千
円

を
超

え
る

場
合

に
は

、
そ

の
超

え
る

金
額

の
府

民
税

は
４

％
、

市
民

税
は

６
％

に
相

当
す

る
金

額
 

１
 

都
道

府
県

、
市

町
村

又
は

特
別

区
に

対
す

る
寄

附
金
 

２
 

住
所

地
の

道
府

県
共

同
募

金
会

又
は

日
本

赤
十

字
社

の
支

部
に

対
す

る
寄

附
金

 

３
 

所
得

税
法

等
に

規
定

さ
れ

る
寄

附
金

控
除

の
対

象
の

う
ち

、
住

民
の

福
祉

の
増

進
に

寄
与

す
る

寄
附

金
と

し
て

住
所

地
の

道
府

県
又

は
市

町
村

の
条

例
で

定
め

る
も

の
 

４
 

特
定

非
営

利
活

動
法

人
に

対
す

る
寄

附
金

の
う

ち
、

住
民

の
福

祉
の

増
進

に
寄

与
す

る
寄

附
金

と
し

て
住

所
地

の
道

府
県

又
は

市
町

村
の

条
例

で
定

め
る

も
の

 

た
だ

し
、

１
の

寄
附

金
が

２
千

円
を

超
え

る
場

合
は

、
そ

の
超

え
る

金
額

に
、

下
表

の
左

欄
の

区
分

に
応

じ
て

右
欄

の
割

合
を

乗
じ

て
得

た
額

の
府

民
税

は
５

分
の

２
、

市
民

税
は

５
分

の
３

に
相

当
す

る
金

額
を

さ
ら

に
加

算
し

た
金

額
（

所
得

割
の

2
0
％

に
相

当
す

る
金

額
を

超
え

る
と

き
は

、
そ

の
2
0
％

に
相

当

す
る

金
額

）
 

課
税
総

所
得

金
額
か

ら
人
的
控
除
差

調
整
額
を

控
除

し
た
金

額
 

割
合
 

0
円

以
上

19
5
万

円
以
下
 

８
４
．
８
９
５
%

1
9
5
万
円
超
3
3
0
万
円

以
下
 

７
９
．
７
９
%

3
3
0
万
円
超
6
9
5
万
円

以
下
 

６
９
．
５
８
%

6
9
5
万
円
超
9
0
0
万
円

以
下
 

６
６
．
５
１
７
%

90
0
万

円
超

1,
8
0
0万

円
以
下
 

５
６
．
３
０
７
%

1
,8
0
0
万
円

超
4
,
00
0
万

円
以
下
 

４
９
．
１
６
%

4
,
00
0
万
円

超
 

４
４
．
０
５
５
%

0円
未
満

（
課
税
山
林
所
得
金
額
及
び
課
税
退
職
所
得
金
額
を
有
し
な
い
場

合
）

９
０
%

0円
未
満
（
課
税
山
林
所
得
金
額
又
は
課
税
退
職
所
得
金
額
を
有
す
る
場
合
） 

地
方
税
法
に
定
め
る
割
合
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 様式第４７号を次のように改める。 

様式第４７号 

(表) 

通知書番号 

  年度 市民税・府民税税額変更（納税）通知書 

 あなたの市・府民税額を、地方税法、市税条例および府税条例の規定により変更しましたので通知いたします。 

綾部市長          印  

◎市・府民税変更（決定）の明細 

賦 課 年 度 単位(円) 

種 類 変更前 変更(決定)後 差引増減 種 類 変更前 変更(決定)後 差引増減 

所
得
金
額
の
内
訳
①

総
所
得
金
額

給与
収入金額 課

税
標
準
額
③

総所得       

所得金額 短期譲渡所得       

雑 

公的年金収入金額 長期譲渡所得       

公的年金所得金額 山林・退職所得       

その他の雑所得 その他の所得       

営業等所得 

算
出
所
得

割
額
④

総所得 
市民税 

農業所得 府民税 

不動産所得 短期譲 

渡所得 

市民税       

配当所得 府民税       

利子所得       長期譲 

渡所得 

市民税       

総合譲渡・一時 府民税       
分

離

所

得

金

額

短期譲渡所得 
山林所得 

市民税 

長期譲渡所得 府民税       

土地等 その他 

の所得 

市民税       

株式等・先物・分離配当 府民税       

山林所得       
税額控除⑤ 

市民税       

その他の所得 府民税       

前年繰越損失 住宅借入金等

特別税額控除

市民税       

合 計 所 得 金 額       府民税 

控

除

金

額

の

内

訳

②

雑損 
均等割額⑥ 

市民税 

医療費       府民税       

社会保険・小規模       
年 税 額⑦ 

生命保険料 

地震保険料 所得割より控除できなかっ

た配割・株割控除額 障・寡・勤 

配偶者・配偶者特別       普通徴収合計充当額 

扶養       特別徴収合計充当額       

基礎       

所得控除の合計 

◎ 充当前の納付額及び納期限                            単位(円) ◎ 

期 別 変 更 前 変更(決定)後 差 引 増 減 納 期 限 

◎特別徴収を行う公的年金の支払者の名称 

公的年金の種類  

支払者の名称  

◎ 充当後の納付額及び納期限  単位（円） 

法人番号  

期 別 変 更 前 変更(決定)後 差 引 増 減 納 期 限  ◎今年度の公的年金からの特別徴収額   単位（円） 

徴収月 変更前 変更（決定）後 差引増減 

  ◎来年度の公的年金からの仮特別徴収額  単位（円） 

◎変更（決定）の理由等 徴収月 変更前 変更（決定）後 差引増減
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（裏） 

こ の 税 金 の 課 税 の 根 拠 な ど に つ い て 

 この「納税通知書」による    年度分の市民税及び府民税の課税の根拠等は次のとおりです。 

1 課税の根拠  地方税法、綾部市市税条例及び京都府府税条例の規定によって課されたものです。 

2 納税義務者      年1月1日現在、市内に住所を有する個人又は市内に事務所、事業所若しくは家屋敷を有し市内に住所を有しない個人です。 

3 税 率  均等割  市民税  3,500円    府民税  2,100円（府民税均等割額のうち600円は豊かな森を育てる府民税分） 

        所得割  市民税  6％      府民税  4％ （総合課税分） 

○分離課税による所得割の税率 ○配当控除 

区 分 市民税 府民税  課税所得金額

種 類 

1,000万円以下の部分 1,000万円超の部分

課 税 長 期 譲 渡 所 得 金 額 3.0％ 2.0％ 市民税 府民税 市民税 府民税

課 税 短 期 譲 渡 所 得 金 額 5.4％ 3.6％ 利 益 の 配 当 等 1.6％ 1.2％ 0.8％ 0.6％

一 般 株 式 等 の 譲 渡 3.0％ 2.0％ 証 券

投資信託等

外貨建等証券投資信託以外 0.8％ 0.6％ 0.4％ 0.3％

上 場 株 式 等 の 譲 渡 3.0％ 2.0％ 外 貨 建 等 証 券 投 資 信 託 0.4％ 0.3％ 0.2％ 0.15％

上 場 株 式 等 の 配 当 所 得 等 3.0％ 2.0％
 ○寄附金税額控除 
  ①1月1日現在の住所地の都道府県共同募金会又は日本赤十字社に対する寄附金 
  （①の寄附金額－2千円）×10％ 
  ②都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金 
  （ＡとＢの合計額を税額控除) 
   Ａ（②の寄附金額－2千円）×10％ 
   Ｂ（②の寄附金額－2千円）×〔90－（0～45）×1.021〕％ 
 ※Ｂの下線部は、寄附者に適用される所得税の限界税率 
 ※Ｂの額については、個人住民税所得割額の2割を限度 
  ③京都府、綾部市が条例で指定する団体に対する寄附金 
  京都府（③の寄附金額－2千円）×4％ 
  綾部市（③の寄附金額－2千円）×6％ 
 ※京都府、綾部市ともに条例指定している場合は 
  （③の寄附金額－2千円）×10％ 
 （注）寄附金税額控除の対象となる寄附金の額の合計額は、総所得金額等の30％が

上限となります。 

 ○調整控除 
  ①合計課税所得金額が200万円以下の場合 
  ア又はイのいずれか少ない金額の5％（市民税3％、府民税2％) 
   ア 人的控除額の差の合計額 
   イ 合計課税所得金額 
  ②合計課税所得金額が200万円を超える場合 

アからイを控除した金額（5万円未満の場合は、5万円）の5％

（市民税3％、府民税2％）
   ア 人的控除額の差の合計額 
   イ 合計課税所得金額から200万円を控除した金額 

先 物 取 引 3.0％ 2.0％

○配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除 

区 分 市民税 府民税  

配当割額又は株式等譲渡所得割額 3/5 2/5 

（注）配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除がある場合は、
算出税額から控除されます。（差引年税額下欄に控除額を
記載しています。） 

○住宅借入金等特別税額控除 
 前年分の所得税において平成21年から令和3年までの入居
に係る住宅借入金等特別控除の適用を受けた場合、①から②
を控除した金額（前年分の所得税に係る課税総所得金額等の
100分の5に相当する金額（97,500円を限度）を超える場合に
は、当該金額）に下欄の割合を乗じた金額 
ただし、居住年が平成26年から令和3年までであって、特定
取得に該当する場合には、「100分の5」を「100分の7」と
「97,500円」を「136,500円」として計算した金額 

①前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増
改築等に係る住宅借入金等の金額又は平成19年若しくは
平成20年の居住年に係る住宅借入金等の金額を有する場
合には、当該金額がなかったものとして計算した金額） 

 ②前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

市民税 3/5 府民税 2/5 

4 納 期 

期 別 納 期 納 期 限 

第 1 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 2 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 3 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 4 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

  （注）市・府民税額が5,600円以下の場合の納期は、第1期分（全期分）のみとなります。 

5 延滞金、督促手数料 
  納期限までに税金を納められないと、次のような余分の負担がかかります。 
  延滞金……… 納期限の翌日から完納の日までの期間の日数に応じ年14.6％（納期限の翌日から1月を経過する日までの期間については、年7.3％）

の割合（当該年の前年に租税特別措置法第93条第2項の規定により告示された割合に年1％の割合を加算した割合（以下「特例基準割
合」という。）が年7.3％の割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6％の割
合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合とし、年7.3％の割合にあっては当該特
例基準割合に年1％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合）とします。）で計
算した金額。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合です。 

  督促手数料… 督促状1通につき100円 
6 滞納 処 分 
  督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに納められないと財産の差押えなど滞納処分が行われます。（地方税法第331条第1項第1号） 
7 不服の申立て 
  この納税通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に市長に対して審査請求をすることが
できます。この普通徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して、６か月以内に市を
被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 
  なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があっ
た日から３か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③
その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 
8 納付 場 所 
  ○綾部市役所○京都銀行○京都北都信用金庫○京都丹の国農業協同組合○ゆうちょ銀行・郵便局○近畿労働金庫○関西みらい銀行福知山支店 
  ○下記のコンビニエンスストア全国各店舗でも納付できます。 
   （50音順） 
  ○下記のスマートフォンアプリでも納付できます。 
   （50音順） 
9 お問い合わせ先等 
  綾部市  部  課  担当 
  ・住所、氏名等の間違いやご不明な点がありましたらご連絡ください。 
  ・領収書は5年間保存してください。 
  ・この通知書では納付できません。 
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 様式第４８号を次のように改める。 

様式第４８号 

(表) 

通知書番号 

  年度 市民税・府民税徴収方法変更通知書 

 あなたの市・府民税額を、地方税法、市税条例および府税条例の規定により変更しましたので通知いたします。 

綾部市長          印  

◎市・府民税変更（決定）の明細 

賦 課 年 度 単位(円) 

種 類 変更前 変更(決定)後 差引増減 種 類 変更前 変更(決定)後 差引増減 

所
得
金
額
の
内
訳
①

総
所
得
金
額

給与
収入金額 課

税
標
準
額
③

総所得       

所得金額 短期譲渡所得       

雑 

公的年金収入金額 長期譲渡所得       

公的年金所得金額 山林・退職所得       

その他の雑所得 その他の所得       

営業等所得 

算
出
所
得

割
額
④

総所得 
市民税 

農業所得 府民税 

不動産所得 短期譲 

渡所得 

市民税       

配当所得 府民税       

利子所得       長期譲 

渡所得 

市民税       

総合譲渡・一時 府民税       
分

離

所

得

金

額

短期譲渡所得 
山林所得 

市民税 

長期譲渡所得 府民税       

土地等 その他 

の所得 

市民税       

株式等・先物・分離配当 府民税       

山林所得       
税額控除⑤ 

市民税       

その他の所得 府民税       

前年繰越損失 住宅借入金等

特別税額控除

市民税       

合 計 所 得 金 額       府民税 

控

除

金

額

の

内

訳

②

雑損 
均等割額⑥ 

市民税 

医療費       府民税       

社会保険・小規模       
年 税 額⑦ 

生命保険料 

地震保険料 所得割より控除できなかっ

た配割・株割控除額 障・寡・勤 

配偶者・配偶者特別       普通徴収合計充当額 

扶養       特別徴収合計充当額       

基礎       

所得控除の合計 

◎ 充当前の納付額及び納期限                            単位(円) ◎ 

期 別 変 更 前 変更(決定)後 差 引 増 減 納 期 限 

◎特別徴収を行う公的年金の支払者の名称 

公的年金の種類  

支払者の名称  

◎ 充当後の納付額及び納期限 単位（円） 

法人番号  

期 別 変 更 前 変更(決定)後 差 引 増 減 納 期 限  ◎今年度の公的年金からの特別徴収額   単位（円） 

徴収月 変更前 変更（決定）後 差引増減 

  ◎来年度の公的年金からの仮特別徴収額  単位（円） 

◎変更（決定）の理由等 徴収月 変更前 変更（決定）後 差引増減
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（裏） 

こ の 税 金 の 課 税 の 根 拠 な ど に つ い て 

 この「納税通知書」による    年度分の市民税及び府民税の課税の根拠等は次のとおりです。 

1 課税の根拠  地方税法、綾部市市税条例及び京都府府税条例の規定によって課されたものです。 

2 納税義務者      年1月1日現在、市内に住所を有する個人又は市内に事務所、事業所若しくは家屋敷を有し市内に住所を有しない個人です。 

3 税 率  均等割  市民税  3,500円    府民税  2,100円（府民税均等割額のうち600円は豊かな森を育てる府民税分） 

        所得割  市民税  6％      府民税  4％ （総合課税分） 

○分離課税による所得割の税率 ○配当控除 

区 分 市民税 府民税  課税所得金額

種 類 

1,000万円以下の部分 1,000万円超の部分

課 税 長 期 譲 渡 所 得 金 額 3.0％ 2.0％ 市民税 府民税 市民税 府民税

課 税 短 期 譲 渡 所 得 金 額 5.4％ 3.6％ 利 益 の 配 当 等 1.6％ 1.2％ 0.8％ 0.6％

一 般 株 式 等 の 譲 渡 3.0％ 2.0％ 証 券

投資信託等

外貨建等証券投資信託以外 0.8％ 0.6％ 0.4％ 0.3％

上 場 株 式 等 の 譲 渡 3.0％ 2.0％ 外 貨 建 等 証 券 投 資 信 託 0.4％ 0.3％ 0.2％ 0.15％

上 場 株 式 等 の 配 当 所 得 等 3.0％ 2.0％
 ○寄附金税額控除 
  ①1月1日現在の住所地の都道府県共同募金会又は日本赤十字社に対する寄附金 
  （①の寄附金額－2千円）×10％ 
  ②都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金 
  （ＡとＢの合計額を税額控除) 
   Ａ（②の寄附金額－2千円）×10％ 
   Ｂ（②の寄附金額－2千円）×〔90－（0～45）×1.021〕％ 
 ※Ｂの下線部は、寄附者に適用される所得税の限界税率 
 ※Ｂの額については、個人住民税所得割額の2割を限度 
  ③京都府、綾部市が条例で指定する団体に対する寄附金 
  京都府（③の寄附金額－2千円）×4％ 
  綾部市（③の寄附金額－2千円）×6％ 
 ※京都府、綾部市ともに条例指定している場合は 
  （③の寄附金額－2千円）×10％ 
 （注）寄附金税額控除の対象となる寄附金の額の合計額は、総所得金額等の30％が

上限となります。 

 ○調整控除 
  ①合計課税所得金額が200万円以下の場合 
  ア又はイのいずれか少ない金額の5％（市民税3％、府民税2％) 
   ア 人的控除額の差の合計額 
   イ 合計課税所得金額 
  ②合計課税所得金額が200万円を超える場合 

アからイを控除した金額（5万円未満の場合は、5万円）の5％

（市民税3％、府民税2％）
   ア 人的控除額の差の合計額 
   イ 合計課税所得金額から200万円を控除した金額 

先 物 取 引 3.0％ 2.0％

○配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除 

区 分 市民税 府民税  

配当割額又は株式等譲渡所得割額 3/5 2/5 

（注）配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除がある場合は、
算出税額から控除されます。（差引年税額下欄に控除額を
記載しています。） 

○住宅借入金等特別税額控除 
 前年分の所得税において平成21年から令和3年までの入居
に係る住宅借入金等特別控除の適用を受けた場合、①から②
を控除した金額（前年分の所得税に係る課税総所得金額等の1
00分の5に相当する金額（97,500円を限度）を超える場合には、
当該金額）に下欄の割合を乗じた金額 
ただし、居住年が平成26年から令和3年までであって、特定
取得に該当する場合には、「100分の5」を「100分の7」と
「97,500円」を「136,500円」として計算した金額 

①前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増
改築等に係る住宅借入金等の金額又は平成19年若しくは
平成20年の居住年に係る住宅借入金等の金額を有する場
合には、当該金額がなかったものとして計算した金額） 

 ②前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

市民税 3/5 府民税 2/5 

4 納 期 

期 別 納 期 納 期 限 

第 1 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 2 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 3 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

第 4 期分          年  月  日から  年  月  日まで   年  月  日 

  （注）市・府民税額が5,600円以下の場合の納期は、第1期分（全期分）のみとなります。 

5 延滞金、督促手数料 
  納期限までに税金を納められないと、次のような余分の負担がかかります。 
  延滞金……… 納期限の翌日から完納の日までの期間の日数に応じ年14.6％（納期限の翌日から1月を経過する日までの期間については、年7.3％）

の割合（当該年の前年に租税特別措置法第93条第2項の規定により告示された割合に年1％の割合を加算した割合（以下「特例基準割
合」という。）が年7.3％の割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6％の割
合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合とし、年7.3％の割合にあっては当該特
例基準割合に年1％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合）とします。）で計
算した金額。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合です。 

  督促手数料… 督促状1通につき100円 
6 滞納 処 分 
  督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに納められないと財産の差押えなど滞納処分が行われます。（地方税法第331条第1項第1号） 
7 不服の申立て 
  この納税通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に市長に対して審査請求をすることが
できます。この普通徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して、６か月以内に市を
被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 
  なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があっ
た日から３か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③
その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 
8 納付 場 所 
  ○綾部市役所○京都銀行○京都北都信用金庫○京都丹の国農業協同組合○ゆうちょ銀行・郵便局○近畿労働金庫○関西みらい銀行福知山支店 
  ○下記のコンビニエンスストア全国各店舗でも納付できます。 
   （50音順） 
  ○下記のスマートフォンアプリでも納付できます。 
   （50音順） 
9 お問い合わせ先等 
  綾部市  部  課  担当 
  ・住所、氏名等の間違いやご不明な点がありましたらご連絡ください。 
  ・領収書は5年間保存してください。 
  ・この通知書では納付できません。 
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 様式第５５号を次のように改める。 

様式第５５号 

年  月  日  

 綾部市長        様  

住  所              

氏  名            

電話番号              

個人（法人）番号          

固定資産非課税適用申告書 

 下記の固定資産は、地方税法第３４８条       に該当するので、非課税の適用

を受けたく綾部市市税条例第      の規定により申告します。 

記 

１ 土地（１）所在地  綾部市      町      番地 

       地 目          面積       ㎡ 

    （２）所有者  住所 

            氏名 

    （３）用 途 

 家屋（１）所在地  綾部市      町      番地 

       構造及び種類        床面積     ㎡ 

    （２）所有者  住所 

            氏名 

    （３）用 途 

  償却資産 所在地  綾部市      町      番地 

       種 類     数 量     価格 

       用 途 

２ 設立及び区域変更年月日       年  月  日 

３ その用に供し始めた時期       年  月  日 

４ 上記の固定資産が法人等の所有でないので別紙のとおり無料使用の証明書を添付

します。 
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)
 

 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

綾
部
市
長
 
 
 
 
様
 

 
 
 
 
次
の
と
お
り
申
告
(
報
告
)
及
び
申
請
し
ま
す
。
 

申
告
の
理
由
 

種
別
 

標
識
番
号
 

新
規
 

変
更
 

原
動
機
付
自
転
車
 

小
型
特
殊
自
動
車
 

□
 
購
入
 

□
 
譲
受
け
 

□
 
転
入
 

□
 
そ
の
他
 

 
 
(
 
 
 
)

□
 
所
有
者
 

□
 
使
用
者
 

□
 
住
所
 

□
 
標
識
番
号

□
 
そ
の
他
 

 
 
(
 
 
 
)

□
 
第
一
種
 
(
0
.0
5L
以
下
)

□
 
第
二
種
乙
 (
0.
09
L以

下
)

□
 
第
二
種
甲
 (
0.
12
5L
以
下
)

□
 
ミ
ニ
カ
ー
 

□
 
農
耕
作
業
用
 

□
 
そ
の
他
 

 
 
(
 
 
 
 
 
)

納
税

義
務

発
生

年
月

日
年
 
 
月
 
 
日
 

旧
標

識
番

号

納 税 ( 申 告 ・ 報 告 ) 義 務 者

所 有 者

住
所

又
は

所
在

地

〒
 

所
有
形
態
 

 
 
 
１
 
自
己
所
有
 
２
 
所
有
権
留
保
 
３
 
商
品
車
 
 
４
 
リ
ー
ス
車
 

 
 
 
５
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

主
た
る
定
置
場
 

＊
(
 

)
内

は
旧

主
た

る

定
置

場
所

在
の

市
町

村

名
を
記
入
 

１
 
左
記
所
有
者
の
住
所
又
は
所
在
地
と
同
じ
 
 
 
 
 
 
（
 
 
 
 
 
 
 
）

(
フ

リ
ガ

ナ
)

氏
名

又
は

名
称

印
 
 
 

２
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 

型
式
及
び
年
式
 

原
動
機
の
型
式
 

生
年

月
日

年
 
 
月
 
 
日
 

電
話

番
号

型

年
式

使 用 者

住
所

又
は

所
在

地

〒
 

車
台

番
号
 

型
式
認
定
番
号
 

総
排
気
量
又
は
定
格
出
力
 

L
 

K
W

(
フ

リ
ガ

ナ
)

氏
名

又
は

名
称

印
 
 
 

譲 渡
販 売

 
 
 
上
記
原
動
機
付
自
転
車
・
小
型
特
殊
自
動
車
を
販
売
又
は
譲
渡
し
た
こ
と
を
証
明
し
ま
す
。

年
 
 
月
 
 
日
 
 

 
住
所
又
は
所
在
地
 

 
氏

名
又

は
名

称
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 

 
電

話
番

号
 

生
年

月
日

年
 
 
月
 
 
日
 

電
話

番
号

届 出 者

住
所

又
は

所
在

地

〒
 

証 明 書
(
フ

リ
ガ

ナ
)

氏
名

又
は

名
称

電
話

番
号
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様
式
第
５
９
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

様
式
第
５
９
号
 

軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）
廃
車
申
告
書
兼
標
識
返
納
書
 

(
原
動
機
付
自
転
車
・
小
型
特
殊
自
動
車
)
 

 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

綾
部
市
長
 
 
 
 
様
 

 
次
の
と
お
り
申
告
及
び
標
識
の
返
納
を
し
ま
す
。
 

申
告
の
理
由
 

種
別
 

廃
車
 

原
動
機
付
自
転
車
 

小
型
特
殊
自
動
車
 

□
 
廃
棄
 

□
 
譲
渡
 

□
 
転
出
 

□
 
盗
難
・
紛
失
 

□
 
そ
の
他
 

 
 
(
 
 
 
) 

□
 

第
一

種
 

(
0
.
0
5
L
以

下
)

□
 

第
二

種
乙

 
(
0
.
0
9
L
以
下
)

□
 

第
二
種
甲
 
(
0
.
1
2
5
L
以
下
)

□
 
ミ
ニ
カ
ー
 

□
 
農
耕
作
業
用
 

□
 
そ
の
他
 

 
 
(
 
 
 
 
 
) 

標
識
番
号
 

廃
車

年
月

日
年
 
 
月
 
 
日
 

納 税 義 務 者

所 有 者

住
所

又
は

所
在

地

〒
 

主
た

る
定

置
場

１
 
左
記
所
有
者
の
住
所
又
は
所
在
地
と
同
じ
 

２
 

車
名
 

型
式
及
び
年
式
 

原
動
機
の
型
式
番
号
 

(
フ

リ
ガ

ナ
)

氏
名

又
は

名
称

 
 

型
 

年
式

印
 
 
 

車
台
番
号
 

型
式
認
定
番
号
 

総
排
気
量
又
は
定
格
出
力
 

生
年

月
日

年
 
 
月
 
 
日

電
話

番
号

L
 

K
W

使 用 者

住
所

又
は

所
在

地

〒
 

標
識
返
納
の
有
無
 

標
識
返
納
が
な
い
場
合
そ
の
理
由
 

１
 
有
 

２
 
無
 

イ
 
盗
難
 
 
ロ
 
紛
失
 
 
ハ
 
破
損
 
 
ニ
 
そ
の
他
(
 
 
 
 
 
 
 
)
 

 
 
(
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
)
 

(
フ

リ
ガ

ナ
)

氏
名

又
は

名
称

印
 
 
 

盗 難 届 出

届
出

年
月

日
年
 
月
 
日
 

被
害
年
月
日
 

年
 
月
 
日
 

生
年

月
日

年
 
 
月
 
 
日

電
話

番
号

届 出 者

住
所

又
は

所
在

地

〒
 

届
出

警
察

署
警
察
署
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
交
番
・
駐
在
所
 
 

受
理

番
号

(
フ

リ
ガ

ナ
)

氏
名

又
は

名
称

電
話

番
号
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 様式第６０号を次のように改める。 

様式第６０号 

（表） 

世 帯 識 別

            様 

  年度 軽自動車税（種別割）納税通知書 

    年度の軽自動車税（種別割）を下記のとおり決定したので通知します。 

     年  月  日 

綾部市長          □印

標 識 番 号 種 別 税 額 所 有 者 名 通 知 書 番 号 

円

円

円

円

円

円

円

合 計          台          円         ／ ページ 

納期限の日に下記口座から振り替えさせていただきます。 

金融機関名 期 別 年度 全期分 

支 店 名 納期限 年  月  日 

口 座 番 号 種 別

口座名義人

納

付

場

所

綾部市役所 指定金融機関 京都銀行 

収納代理金融機関 
京都北都信用金庫 京都丹の国農業協同組合 近畿労働金庫 

関西みらい銀行福知山支店 ゆうちょ銀行・郵便局 

コンビニエンスストア 

スマートフォンアプリ 
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（裏） 

こ の 税 金 の 課 税 の 根 拠 な ど に つ い て 

この「納税通知書」による  年度分の軽自動車税（種別割）の課税の根拠等は次のとおりです。 

１．課税の根拠 

  この税金は、地方税法及び綾部市市税条例の規定に基づいて原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自動車に

対し、別表により  年４月１日の所有者に課せられます。 

２．申 告 

  廃車・購入又は機械・所有者の変更等があったときは、市税条例の規定による申告をしてください。 

３．延滞金、督促手数料 

  納期限までに税金を納められないと、次のような余分の負担がかかります。 

  延滞金………納期限の翌日から完納の日までの期間の日数に応じ、年１４．６％（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間

については、年７．３％）の割合（当該年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割合に年

１％の割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年７．３％の割合に満たない場合には、その年（以下

「特例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６％の割合にあっては当該特例基準割合適用年における特

例基準割合に年７．３％の割合を加算した割合とし、年７．３％の割合にあっては当該特例基準割合に年１％の割合

を加算した割合（当該加算した割合が年７．３％の割合を超える場合には、年７．３％の割合）とします。）で計算し

た金額。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合です。 

  督促手数料…督促状（納付書）１通につき１００円 

４．滞 納 処 分 

  督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに納められないと財産の差押えなど滞納処分が行われます。（地方税法第

４６３条の２７第１項第１号） 

５．不服の申立て 

  この納税通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に市長に対して審査請

求をすることができます。また、この処分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に、市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

  なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、

①審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避

けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴

えを提起することができます。 

６．減 免 

  障害者手帳等の交付を受けている方は、減免になる場合がありますので、納期限（  年 月 日）までに申請してください。 

  ※軽自動車税（種別割）の減免を受けている方が普通自動車に乗り換えられた場合、同一年度内に自動車税種別割の減免を受ける

ことはできませんので、ご注意ください。 

７．お問い合わせ先等 

  綾部市  部  課  担当 

   ・住所、氏名（名称）等の間違いやご不明な点がありましたらご連絡ください。 

   ・領収書は５年間保存してください。 

   ・この通知書では納付できません。 

（別表） 

 ◆原動機付自転車及び二輪車等の税率  ◆三輪及び四輪の軽自動車の税率 

 ◆三輪及び四輪の軽自動車の軽減税率 
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 様式第６１号を次のように改める。 

様式第６１号 

通知書番号

                様

年度 軽自動車税（種別割） 税額変更（決定）通知書

 あなたの軽自動車税（種別割）額を、下記のとおり変更（決定）しましたので通知します。

年  月  日

綾部市長        □印

◎ 軽自動車税（種別割）変更（決定）の明細

賦 課 年 度         年度

登録年月日     年  月  日

廃車年月日     年  月  日

標 識 番 号

種 別

税

額

変 更 前              円

変 更 後              円

差引増減              円

変更（決定）

の理由等

納期限日     年  月  日

 この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して

３か月以内に市長に対して審査請求をすることができます。また、この処分の取消しを求める

訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、市を

被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。

 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ

とができないこととされていますが、①審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がな

いとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処

分の取消しの訴えを提起することができます。
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 様式第６２号を次のように改める。 

様式第６２号 

原動機付自転車・小型特殊自動車課税非課税申請書 

種 類 車 名 車体番号 総排気量 標識番号 

備品台帳登録事項 保管責任者 

登 録 
取扱責任者 

登録番号 
使 用 者 

購入期日 
使用の目的 

購入先 

 上記のとおり、地方税法第443条に該当し公用又は公共の用に供するものですから軽自動車税（種

別割）について非課税とされるよう申請します。 

        年  月  日 

 綾部市長          様 

（請求人）           

官公署名            

氏 名            

 備 考   １ 請求人は所属長とし、公印を押してください。 

        ２ 保管責任者、取扱責任者及び使用者は、官公署、所属課名を記入してください。 

        ３ 使用の目的は、具体的に記入してください。 
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 様式第６４号を次のように改める。 

様式第６４号 

原動機付自転車等標識 

1
0
0
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
 

綾 部 市 

(記 号・番 号) 

  170 ミ リ メ ー ト ル 

（備 考） 

  １ 標識の他の塗色は、次による。 

   （イ） 市税条例第７０条第１号アの原動機付自転車にあっては、白色 

   （ロ） 市税条例第７０条第１号イの原動機付自転車にあっては、薄黄色 

   （ハ） 市税条例第７０条第１号ウの原動機付自転車にあっては、薄桃色 

   （ニ） 市税条例第７０条第１号エの原動機付自転車にあっては、薄青色 

   （ホ） 市税条例第７０条第２号イの小型特殊自動車のうち農耕作業用にあっては、白色 

   （ヘ） 市税条例第７０条第２号イの小型特殊自動車のうち農耕作業用以外のものにあっては、緑色 

  ２ 標識の文字の塗色は、次による。 

   （イ） 軽自動車税（種別割）が課される原動機付自転車及び小型特殊自動車にあっては、濃紺色 
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 様式第６５号を次のように改める。 

様式第６５号 

軽自動車税（種別割）減免申請書 

    〔身体障害者用・戦傷病者用・知的障害者用・精神障害者用〕 

    〔常時介護者運転用(身体障害者・戦傷病者・知的障害者・精神障害者〕 

年  月  日 

綾部市長          様 

住 所

申請者(納税義務者)   氏 名 印 

電話番号

個人(法人)番号

標識番号 取得年月日 

年    月    日

種別 用途 車名 型式 

車体番号 乗車定員 

     人(     人) 

排気量 

cc

定置場(使用の本拠の位置) 

所有者住所 氏名 

運転者住所 氏名 

運転免許 

 種類          番号 

免許の条件 

交付年月日 

年    月    日

有効期限 

年    月    日

障害者住所 氏名 

障害者手帳の種類・番号(身障・戦

傷・療育・精神) 

    府・市        号 

交付年月日 

年   月   日

生年月日 

年   月   日

障害名、傷病名 障害、傷病の程度 

級・症

減免を受けようとする理由 

    ［                                           ］ 

現在受けている減免の状況(該当の番号を○で囲んでください。) 

① 軽自動車税（種別割）の減免を受けている。   (標識番号             ) 

② 自動車税種別割の減免を受けている。      (標識番号             ) 

◎ 障害者以外の方が所有又は運転する場合は、『使用状況に関する事項』も記入してください。 
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使用状況に関する事項 

氏 名 勤 務 先 
 障害者

との続柄
生 活 状 況 

障害者 勤務先・学校(施設)名 

本人 

単身で生活している 

単身で生活していない 

申請者 勤務先   生計を一にしている 

生計を異にしている 

運転者 勤務先   生計を一にしている 

生計を異にしている 

障害者のために軽自動車等を使用する内容 左以外のために軽自動車等を使用する内容 

使
用
の
目
的

使
用
す
る
区
間

使
用
時
間

１日  平均       約       時間       分 

上記のうち障害者等のために使用する時間 

１日  平均       約       時間       分 

 上記のとおり専ら障害者のために軽自動車等を使用します。 

運転者  氏名               印 
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   附 則

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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綾部市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第２５号 

綾部市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

綾部市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和４９年綾部市規則第１２号）の

一部を次のように改正する。 

第６条第１項第４号中「保証人」を「保証人を立てる場合は、保証人」に改める。 

第９条中「保証人の連署した」を削り、「資金借用書」の次に「（保証人を立てる場合

は、保証人の連署した借用書）」を加え、「及び保証人」を削り、「証明書」の次に

「（保証人を立てる場合は、借受人及び保証人の印鑑証明書）」を加える。 

第１５条第２項に次の１号を加える。 

（３）借受人が破産手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けたことを証する書類 

 様式第４号中 

「 

１年賦  ２半年賦  を 

                     」 

「 

１年賦  ２半年賦  ３月賦 に、 

                     」 

「連帯保証人          印」を「保 証 人          印」に改め

る。 

 様式第５号中 

「 

様式第５号（第８条関係） 

 第     号 

     年  月  日 

綾部市長          印  

        様 

を 

」  

「 
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様式第５号（第８条関係）  

第     号 

年  月  日 

         様 

綾部市長          印  

に、 

」  

「年 賦   半年賦」を「年賦  半年賦  月賦」に、「３パーセント」を「１．５

パーセント」に改める。 

 様式第７号中「３パーセント」を「１．５パーセント」に、「年 賦、半年賦」を「年

賦  半年賦  月賦」に改める。 

 様式第９号中「連帯保証人」を「保 証 人」に、 

「              「 

１ 年賦  ２ 半年賦 を 
１ 年賦  ２ 半年賦 

３ 月賦 
 に改める。 

             」              」 

 様式第１５号中 

「          「 

年賦・半年賦 を 
年賦・半年賦・

月賦 
 に改める。 

         」          」 

 様式第１６号中 

「 

様式第１６号（第１５条関係） 

 第     号 

     年  月  日 

綾部市長          印  

        様 

を 

」  

「 

様式第１６号（第１５条関係）  

第     号 

年  月  日 

         様 

綾部市長          印  

に、 

」  
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「１０．７５パーセント」を「５パーセント」に改める。 

様式第１７号中 

「 

様式第１７号（第１５条関係） 

 第     号 

     年  月  日 

綾部市長          印  

        様 

を 

」  

「 

様式第１７号（第１５条関係）  

第     号 

年  月  日 

         様 

綾部市長          印  

に、 

」  

「１０．７５パーセント」を「５パーセント」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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綾部市浄化槽の設置等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第２６号 

綾部市浄化槽の設置等に関する規則の一部を改正する規則 

綾部市浄化槽の設置等に関する規則（平成１２年綾部市規則第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表第３中「別記第２号様式」を「様式第２号」に、 

「 

６ 法第１１条の２に

規定する浄化槽廃止

の報告

浄化槽使用廃止届出書（様式第７号） 正本１部

副本１部 を

」  

「 

６ 法第１１条の２第

１項に規定する浄化

槽休止の届出

浄化槽使用休止届出書（様式第７号） 正本１部

副本１部

に

７ 法第１１条の２第

２項に規定する浄化

槽使用再開の届出

浄化槽使用再開届出書（様式第８号） 正本１部

副本１部

８ 法第１１条の３に

規定する浄化槽廃止

の届出

浄化槽使用廃止届出書（様式第９号） 正本１部

副本１部

」  

改める。 

 様式第７号中「浄 化 槽 使 用 廃 止 届 出 書」を「浄化槽使用廃止届出書」に、「浄

化槽法第１１条の２」を「浄化槽法第１１条の３」に改め、同様式を様式第９号とし、様

式第６号の次に次の２様式を加える。 
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様式第７号（第６条関係） 

年  月  日  

 綾部市長         様 

浄化槽管理者の住  所                 

氏  名            ○印

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号                 

浄化槽使用休止届出書 

 浄化槽の使用の休止に当たって当該浄化槽の清掃をしたので、浄化槽法第１１条の２第

１項の規定により次のとおり届け出ます。 

１ 設置場所の地名地番 

２ 処 理 の 対 象 ①し尿のみ   ②し尿及び雑排水 

３ 清 掃 の 年 月 日      年  月  日 

４ 休 止 の 予 定 年 月 日      年  月  日 

５ 休 止 の 理 由 

６ 再 開 の 予 定 年 月 日 

７ 消 毒 剤 の 撤 去 

撤去の実施年月日     年  月  日 

撤去を実施した者の 

氏 名 又 は 名 称 

※ 事 務 処 理 欄 

（注） 

１ ※欄には、記載しないでください。 

２ ２欄は、該当する事項を○で囲んでください。 

３ ４欄は、電気の供給を停止する予定の年月日、給水を停止する予定の年月日等を記載

してください。 

４ 記名押印に代えて、署名することができます。
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様式第８号（第６条関係） 

年  月  日  

 綾部市長         様 

浄化槽管理者の住  所                 

氏  名            ○印

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号                 

浄化槽使用再開届出書 

 浄化槽の使用を再開したので、浄化槽法第１１条の２第２項の規定により次のとおり届

け出ます。 

１ 設置場所の地名地番 

２ 処 理 の 対 象 ①し尿のみ   ②し尿及び雑排水 

３ 使 用 再 開 年 月 日      年  月  日 

４ 再 開 の 理 由 

※ 事 務 処 理 欄 

（注） 

１ ※欄には、記載しないでください。 

２ ２欄は、該当する事項を○で囲んでください。 

３ 記名押印に代えて、署名することができます。 
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   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 綾部市工場設置奨励条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第２７号 

綾部市工場設置奨励条例施行規則の一部を改正する規則 

 綾部市工場設置奨励条例施行規則（昭和６１年綾部市規則第８号）の一部を次のように

改正する。 

 様式第１号中「閲覧」を「利用」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市営住宅設置及び管理条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和２年３月２ ７日

綾部市長 山 崎 善 也

綾部市規則第２ ８号

綾部市営住宅設置及び管理条例施行規則の一部を改正する規則

綾部市営住宅設置及び管理条例施行規則（ 平成９年綾部市規則第５ ４号） の一部を次の

ように改正する。

第５条を次のように改める。

第５条 削除

第１ ０条第３項中「 市長が適当と認める連帯保証人の署名する」 を削る。

別表中

「

昭和３ ９年 木造平家建て １ ， ０ ０ ０
を

昭和４ ２年 木造平家建て １ ， ０ ０ ０

」

「

昭和４ ２年 木造平家建て １ ， ０ ０ ０ に、

」

「

昭和４ ６年 木造平家建て １ ， ０ ０ ０
を

１ ， ５ ０ ０

」

「

昭和４ ６年 木造平家建て １ ， ０ ０ ０ に、

」

「

昭和５ ６年 木造平家又は２階建て ２ ， ５ ０ ０

を昭和５ ７年 木造平家又は２階建て ２ ， ５ ０ ０

２ ， ２ ０ ０

」

「

昭和５ ６年 木造平家建て ２ ， ５ ０ ０
に

昭和５ ７年 木造平家建て ２ ， ５ ０ ０
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」

改める。

様式第３号を次のように改める。

様式第３号 削除

様式第４号中

「

住

宅

に

困

っ

て

い

る

具

体

的
事
情

を

連
帯
保
証
人

（
自

筆
）

氏 名 印 続 柄 現 住 所 勤務先及び職業 月 平 均 所 得

」

「

住

宅

に

困

っ

て

い

る

具

体

的
事
情 に、

」

「

２ 保証人は、入居契約の際の保証人と同一とし、申込人と同程度以上の収入があり、

保証能力を有する人としてく ださい。

３ 同居親族が婚約者である場合は、第三者の婚約証明書を添付してく ださい。

４ 立退要求を受けている場合は、家主の立退証明書を添付してく ださい。

５ 調査の結果、入居資格に該当しないとき、又は、記載事項に偽りがあるときは、申

込書は無効とします。

を

」

「

２ 同居親族が婚約者である場合は、第三者の婚約証明書を添付してく ださい。

３ 立退要求を受けている場合は、家主の立退証明書を添付してく ださい。

４ 調査の結果、入居資格に該当しないとき、又は、記載事項に偽りがあるときは、申

込書は無効とします。

に

」

改める。

様式第６号中

「
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連

帯

保

証

人

現住所 氏 名 ㊞

生年月日 年 月 日

を
現住所 氏 名 ㊞

生年月日 年 月 日

※ 保証人は、独立の生計を営み入居者と同程度以上の収入のあるものでなければならな

い。

」

削る。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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綾部市病院事業会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第２９号 

綾部市病院事業会計規則の一部を改正する規則 

 綾部市病院事業会計規則（平成２６年綾部市規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 別表勘定科目表費用勘定の表中 

「 

   賃金 臨時職員の賃金 

を 報酬 臨時又は嘱託員等に対する報

酬 

」  

「 

   報酬 臨時的任用職員、会計年度任

用職員等の報酬 
に 

」  

改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の別表の規定は、令和２年度以後の年度の予算及び決算につい

て適用し、令和元年度の予算及び決算については、なお従前の例による。 
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綾部市告示第１６号 

 農林水産業間接補助事業補助金交付要綱（平成２４年綾部市告示第１４５号）の一部を

次のように改正する。 

  令和２年３月４日 

綾部市長 山 崎 善 也  

別表機構集積協力金交付事業の項を次のように改める。 

機構集積協力金交付事業 農地集積・集約化対策事業実施要綱（平成２６年２

月６日付け２５経営第３１３９号農林水産事務次官

依命通知）別記２－１を準用し、市長が必要と認め

る額 

   附 則 

 この告示は、令和２年３月４日から施行し、改正後の農林水産業間接補助事業補助金交

付要綱の規定は、令和元年度分の補助金から適用する。 
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綾部市告示第１７号

綾部市国民健康保険被保険者証の無効について

 綾部市国民健康保険条例施行規則（平成８年綾部市規則第１５号）第２０条の規定に基づ

き、次の綾部市国民健康保険被保険者証は無効とする。

  令和２年３月５日

                          綾部市長 山 崎 善 也

証交付年月日 証記号・番号 生年月日

平成３０年 ４月 １日 綾０３０１－６１００３ 昭和２３年 ７月２９日

平成３０年 ４月 １日 綾０４０８－５２００５ 昭和２２年 ３月２４日

平成３０年 ９月１０日 綾０８３５－２５０１２ 平成 ６年 ９月１８日

平成３０年 ４月 １日 綾０９０８－３１０１４ 昭和２３年１１月 １日

平成３０年 ４月 １日 綾１０１３－２３００２ 昭和２４年 ９月３０日

平成３０年 ４月 ２日 綾１１０５－２１００４ 昭和３３年 ２月 ９日
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綾部市告示第１８号 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の５の２及び綾部市市税条例（昭和

３７年綾部市条例第１３号）第８条の２第１項の規定に基づき、同法第３１７条の２及び

同条例第２６条の規定に基づく市民税の申告について、その期限を令和２年４月１６日ま

で延長する。 

令和２年３月５日 

綾部市長 山 崎 善 也  
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綾部市告示第１９号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者について、指定特

定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の指定等に関する規則（平成２４年綾部

市規則第６号。以下「規則」という。）の規定により指定したので、規則第４条の規定に

より、次のとおり公示する。 

  令和２年３月１７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 事 業 者 の 名 称  特定非営利活動法人自立支援センターいかるがの郷 

２ 事務所の所在地  綾部市味方町アミダジ１２番地の１ 

３ 事 業 所 の 名 称  就労生活支援センターいかるが 

４ 事業所の所在地  綾部市味方町アミダジ１１番地 

５ 指 定 年 月 日  令和２年４月１日 

６ 事 業 の 種 類  指定計画相談支援 

７ 主 た る 対 象 者  限定なし 

８ 事 業 所 番 号  指定計画相談支援  ２６３１８００２０４ 
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綾部市告示第２０号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者及び児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第１項第１号に規定する指定障害児相談支

援事業者について、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の指定等に関

する規則（平成２４年綾部市規則第６号。以下「規則」という。）の規定により指定した

ので、規則第４条の規定により、次のとおり公示する。 

  令和２年３月１７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 事 業 者 の 名 称  社会福祉法人 綾部福祉会 

２ 事務所の所在地  綾部市物部町博労坂２６番地 

３ 事 業 所 の 名 称  生活支援センター「えがお」 

４ 事業所の所在地  綾部市青野町西青野１８番地 

５ 指 定 年 月 日  令和２年４月１日 

６ 事 業 の 種 類  指定計画相談支援、指定障害児相談支援 

７ 主 た る 対 象 者  限定なし 

８ 事 業 所 番 号  指定計画相談支援  ２６３１８００２１２ 

           指定障害児相談支援 ２６７１８０００２３ 
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綾部市告示第２１号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者及び児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第１項第１号に規定する指定障害児相談支

援事業者について、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の指定等に関

する規則（平成２４年綾部市規則第６号。以下「規則」という。）の規定により指定した

ので、規則第４条の規定により、次のとおり公示する。 

  令和２年３月１７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 事 業 者 の 名 称  社会福祉法人 綾部市社会福祉協議会 

２ 事務所の所在地  綾部市川糸町南古屋敷５番地の１ 

３ 事 業 所 の 名 称  あやべ生活サポートセンター・相談支援事業所 

４ 事業所の所在地  綾部市川糸町南古屋敷５番地の１ 

５ 指 定 年 月 日  令和２年４月１日 

６ 事 業 の 種 類  指定計画相談支援、指定障害児相談支援 

７ 主 た る 対 象 者  限定なし 

８ 事 業 所 番 号  指定計画相談支援  ２６３１８００２２０ 

           指定障害児相談支援 ２６７１８０００３１ 
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綾部市告示第２２号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者及び児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第１項第１号に規定する指定障害児相談支

援事業者について、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の指定等に関

する規則（平成２４年綾部市規則第６号。以下「規則」という。）の規定により指定した

ので、規則第４条の規定により、次のとおり公示する。 

  令和２年３月１７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 事 業 者 の 名 称  社会福祉法人 京都聴覚言語障害者福祉協会 

２ 事務所の所在地  京都市中京区西ノ京東中合町２番地 

３ 事 業 所 の 名 称  綾部市聴覚言語障害者支援センター 

４ 事業所の所在地  綾部市青野町西青野１８番地 

５ 指 定 年 月 日  令和２年４月１日 

６ 事 業 の 種 類  指定計画相談支援、指定障害児相談支援 

７ 主 た る 対 象 者  限定なし 

８ 事 業 所 番 号  指定計画相談支援  ２６３１８００２３８ 

           指定障害児相談支援 ２６７１８０００４９ 
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綾部市告示第２３号 

 次の指定地域密着型サービス事業者から介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２

項の規定による事業を廃止する旨の届出があったので、第７８条の１１の規定により、次のとおり告

示する。 

 令和２年３月２５日 

綾部市長 山 崎 善 也     

１ 申請者の名称  社会福祉法人松寿苑 

２ サービスの種類  認知症対応型通所介護 

           介護予防認知症対応型通所介護 

３ 事業所の名称  うえすぎ松寿苑デイサービスセンター 

４ 事業所の所在地  京都府綾部市上杉町花ノ木２番地３ 

５ 指定事業所番号  ２６９１８０００１１ 

６ 廃止の年月日  令和２年３月３１日 
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綾部市告示第２４号 

 次の指定地域密着型サービス事業者から介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２

項の規定による事業を廃止する旨の届出があったので、第７８条の１１の規定により、次のとおり告

示する。 

 令和２年３月２５日 

綾部市長 山 崎 善 也     

１ 申請者の名称  社会福祉法人松寿苑 

２ サービスの種類  認知症対応型共同生活介護 

           介護予防認知症対応型共同生活介護 

３ 事業所の名称  グループホームうえすぎ 

４ 事業所の所在地  京都府綾部市上杉町花ノ木２番地３ 

５ 指定事業所番号  ２６９１８０００１１ 

６ 廃止の年月日  令和２年３月３１日 

　告　示　

93



綾部市告示第２５号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１６条第３項の規定に基づき、令和２年度

土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿を次により縦覧に供する。

令和２年３月２５日

綾部市長 山 崎 善 也

１ 縦覧の場所   綾部市役所企画総務部税務課

２ 縦覧の期間   令和２年４月１日から令和２年６月１日まで（日曜日、土曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日を除く。）

３ 縦覧の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで

　告　示　

94



綾部市告示第２６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、令和２年３

月綾部市議会定例会において議決を経た予算の要領を次のとおり公表する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也       

 １ 令和２年度綾部市一般会計予算 

 ２ 令和２年度綾部市市立診療所等特別会計予算 

 ３ 令和２年度綾部市農林業者労働災害共済特別会計予算 

 ４ 令和２年度綾部市国民健康保険特別会計予算 

 ５ 令和２年度綾部市介護保険特別会計予算 

 ６ 令和２年度綾部市後期高齢者医療特別会計予算 

 ７ 令和２年度綾部市駐車場特別会計予算 

 ８ 令和２年度綾部市住宅・工業団地事業特別会計予算 

 ９ 令和２年度綾部市上水道事業会計予算 

 １０ 令和２年度綾部市下水道事業会計予算 

 １１ 令和２年度綾部市病院事業会計予算 

 １２ 令和元年度綾部市一般会計補正予算（第５号） 

 １３ 令和元年度綾部市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

 １４ 令和元年度綾部市介護保険特別会計補正予算（第４号） 

 １５ 令和元年度綾部市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 １６ 令和元年度綾部市住宅・工業団地事業特別会計補正予算（第２号） 

１７ 令和元年度綾部市上水道事業会計補正予算（第２号） 

 １８ 令和元年度綾部市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 １９ 令和元年度綾部市病院事業会計補正予算（第２号） 

（以下掲示済） 
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綾部市告示第２７号

綾部市介護職員研修受講支援事業補助金交付要綱を次のように定める。

令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市介護職員研修受講支援事業補助金交付要綱

（趣旨） 

第１条 市内の介護事業所等に従事しようとする人材の確保及び介護職員のキャリアアッ

プを図り、介護事業所等における運営の安定と介護技術の向上を支援するため、予算の

範囲内において綾部市介護職員研修受講支援事業補助金（以下「補助金」という。）を

交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）初任者研修 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第２２条の２３

第１項の介護職員初任者研修課程をいう。 

（２）実務者研修 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第４０条第

２項第２号に規定する文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校又は都道府県

知事の指定した養成施設が行う介護福祉士として必要な知識及び技能を習得するこ

とを目的とした研修をいう。 

（３）介護事業所等 市内に所在する介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定に基

づく指定居宅サービス事業所、指定地域密着型サービス事業所、介護保険施設、指定

介護予防サービス事業所又は指定地域密着型介護予防サービス事業所をいう。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付対象となる経費は、次の各号のいずれかに該当する者に係る初任者

研修又は実務者研修（以下「介護職員研修」という。）の受講料とする。 

（１）介護職員研修受講開始時点において介護事業所等に勤務している介護職員で、介護

職員研修を修了後も引き続き３か月以上勤務した者（以下「研修受講職員」という。） 

（２）介護職員研修を修了後、３か月以内に介護職員として介護事業所等に就職（他の介

護事業所等からの異動又は転職を除く。）し、引き続き３か月以上勤務した者（以下

「研修受講者」という。） 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号に掲

げる者とする。ただし、本事業と同趣旨の事業による補助金等の交付を受けている、受

けた、又は受ける予定である者は、補助対象者としない。 
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（１）研修受講職員に係る受講料を支払った（当該受講料相当額の全額を補填した、又は

補填する予定である場合を含む。）介護事業所等を運営する法人 

（２）介護職員研修の受講料を支払った（当該受講料相当額の一部について介護事業所等

を運営する法人の補填を受けた、又は受ける予定である場合を含む。）研修受講職員 

（３）介護職員研修の受講料を支払った研修受講者 

２ 研修受講職員及び研修受講者のいずれも補助金の申請時点において正職員（正規雇用

の者で、雇用期間を限定することなく雇用されている者。以下「正職員」という。）で

あること。 

 （補助金の額） 

第５条 第３条の経費に対する補助金の額は、研修受講職員又は研修受講者１人につき、

当該経費の２分の１又は１０万円のいずれか低い額（その額に１，０００円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、研修受講職員が前条第１項第２号の補填を受けた、又は受

ける予定である場合において、当該補填額（補填予定額を含む。）と前項の補助金の額

の合計額が、当該研修受講職員が支払った受講料の額を超えるときは、当該補助金の額

から当該超過額を差し引いた額を補助金の額とする。 

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、綾部市介護職

員研修受講支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、次の各号に

掲げる補助対象者の区分に応じ、当該各号に定める期間に市長に提出しなければならな

い。

（１）第４条第１項第１号又は第２号に規定する補助対象者 研修受講職員が介護職員研

修を修了した日後３か月を経過した日から１年以内

（２）第４条第１項第３号に規定する補助対象者 補助対象者が介護事業所等に就職した

日後３か月を経過した日から１年以内

（補助金の交付決定）

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付の可否

を決定し、綾部市介護職員研修受講支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第

２号）により、申請者に通知するものとする。

（申請内容の変更）

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、申請書の内容に変更が生じたときは、綾部市介護職員研修受講支援事業補助金変更

交付申請書（様式第３号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。

（補助金の返還等）

第９条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）補助金の申請に関し、偽りその他不正の行為があったと認めたとき。

（２）その他市長が必要と認めたとき。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合にお
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いて、既に補助金が交付されているときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずること

ができる。

３ 市長は、前２項の規定により交付決定者に損害が生じることがあってもその賠償の責

めを負わない。

（その他）

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。

附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行し、同日以後に介護職員研修を修了する者に係

る受講料から適用する。
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様式第１号（その１個人用）（第６条関係）

年  月  日 

 綾部市長         様

申請者 住所           

氏名          

綾部市介護職員研修受講支援事業補助金交付申請書（個人用）

 綾部市介護職員研修受講支援事業補助金の交付を受けたいので、綾部市介護職員研修受

講支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、次のとおり申請します。

１ 交付申請額 金          円

２ 添付書類

（１）研修受講職員又は研修受講者が受講料を支払ったことが確認できる書類（研修実施

機関が発行した領収書の写し等）

（２）研修を修了したことを証明する書類（研修実施機関が交付した研修修了証明書の写

し等）

（３）事業説明書 別紙１－１（その１個人用）のとおり
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３ 事業所証明欄（現在お勤めの事業所がご記入ください。）

氏 名 採用年月日 勤 務 先

    年  月  日                円

受講研修名 受講料補填

有・予定（      円）／ 無

 上記の者を    年  月  日から採用し、現在正職員として勤務していることを

証明します。

     年  月  日

法 人 所 在 地                  

法 人 名                  

代表者役職・氏名                 
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別紙１－１（その１個人用）

綾部市介護職員研修受講支援事業説明書（個人用）

１ 申請者

氏  名 生年月日

住  所

電話番号

勤 務 先

２ 受講した研修

受講研修名

実施機関名

研 修 期 間 年  月  日  ～    年  月  日

３ 申請額 

①受 講 料                     円

②受 講 料 の １ ／ ２ の 額                     円

③事業主による受講料の

一 部 補 填 の 有 無

有 ・ 予定 ／ 無

有・予定の場合

                    円

④申請額（上限１０万円）

                    円

（①受講料の１／２の額と１０万円を比較し、少

ない方の額を記載してください。ただし、その額

と③の額の合計が①を超える場合は、超過額を差

し引いた額を記載してください。

※①受講料－③補填額が④申請額の上限です。）

⑤別 事 業 に よ る

補 助 金 等 の 有 無

有 ・ 無

有の場合

名称（        ）        円
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様式第１号（その２法人用）（第６条関係）

年  月  日 

 綾部市長         様

申請者 法 人 所 在 地                  

法 人 名                  

代表者役職・氏名                 

綾部市介護職員研修受講支援事業補助金交付申請書（法人用）

 綾部市介護職員研修受講支援事業補助金の交付を受けたいので、綾部市介護職員研修受

講支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、次のとおり申請します。

１ 交付申請額 金          円

２ 添付書類

（１）研修受講職員又は法人が受講料を支払ったことが確認できる書類（研修実施機関が

発行した領収書の写し等）

（２）研修受講職員が支払った受講料相当額の全額を法人が補填した場合、研修受講職員

の受領書の写し等

（３）研修を修了したことを証明する書類（研修実施機関が交付した研修修了証明書の写

し等）

（４）事業説明書 別紙１－１（その２法人用）のとおり
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３ 事業所証明欄

番号 氏 名 採用年月日 勤 務 先 受講研修名

１ 年 月 日

２ 年 月 日

３ 年 月 日

４ 年 月 日

５ 年 月 日

６ 年 月 日

７ 年 月 日

８ 年 月 日

９ 年 月 日

１０ 年 月 日

１１ 年 月 日

１２ 年 月 日

１３ 年 月 日

１４ 年 月 日

１５ 年 月 日

 上記のとおり採用し、現在正職員として勤務していることを証明します。

     年  月  日

法 人 所 在 地                  

法 人 名                  

代表者役職・氏名                 
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別紙１－１（その２法人用）

綾部市介護職員研修受講支援事業説明書（法人用）

１ 対象職員一覧

番号 氏 名 受講研修名
受講料×１／２

（上限１０万円）
勤 務 先

１        円

２        円

３        円

４        円

５        円

６        円

７ 円

８ 円

９ 円

１０ 円

１１ 円

１２ 円

１３ 円

１４ 円

１５ 円

合計        円

※詳細は別添のとおり
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別添

番号

１ 研修受講職員

氏  名 生年月日

勤 務 先

２ 受講した研修

受講研修名

実施機関名

研 修 期 間 年  月  日  ～   年  月  日

３ 申請額 

①受 講 料                     円

②受 講 料 の １ ／ ２                     円

③申請額（上限１０万円）

                    円

（①受講料の１／２の額と１０万円を比較し、少

ない方の額を記載してください。）

④別 事 業 に よ る

補 助 金 等 の 有 無

有 ・ 無

有の場合

名称（        ）        円
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様式第２号（第７条関係）

第     号 

年  月  日 

          様

綾部市長         □印

綾部市介護職員研修受講支援事業補助金交付（不交付）決定通知書

     年  月  日付けで交付申請のあった綾部市介護職員研修受講支援事業補助

金については、下記のとおり決定しましたので綾部市介護職員研修受講支援事業補助金交

付要綱第７条の規定に基づき、通知します。

記

交 付 補助金交付決定額          円

不 交 付

（理由）

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６０日以内に、綾部市長に対して異議申立てをすることができます（なお、決定があった

ことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、決定があった日の翌日から起

算して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。

 また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となり

ます。）、提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内であっても、決定のあった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の

取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
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様式第３号（その１個人用）（第８条関係）

年  月  日 

 綾部市長         様

申請者 住所           

氏名          

綾部市介護職員研修受講支援事業補助金変更交付申請書

     年  月  日付け    第   号で交付の決定を受けた綾部市介護職員

研修受講支援事業補助金の申請内容を変更したいので、綾部市介護職員研修受講支援事業

補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容

３ 既交付決定額           円

４ 変更交付申請額          円

５ 添付書類 変更内容が確認できる書類
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様式第３号（その２法人用）（第８条関係）

年  月  日 

 綾部市長         様

申請者 法 人 所 在 地                  

法 人 名                  

代表者役職・氏名                 

綾部市介護職員研修受講支援事業補助金変更交付申請書

     年  月  日付け    第   号で交付の決定を受けた綾部市介護職員

研修受講支援事業補助金の申請内容を変更したいので、綾部市介護職員研修受講支援事業

補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容

３ 既交付決定額           円

４ 変更交付申請額          円

５ 添付書類 変更内容が確認できる書類
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綾部市告示第２８号

綾部市子ども家庭総合支援拠点事業実施要綱を次のように定める。

令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市子ども家庭総合支援拠点事業実施要綱 

（趣旨）

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１０条の２の規定及び

市区町村子ども家庭総合支援拠点設置運営要綱（平成２９年３月３１日付雇児発

０３３１第４９号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「国支援拠点設置運営

要綱」という。）に基づき、子ども（満１８歳に満たない者をいう。以下同じ。）及び

その家庭（里親及び養子縁組を含む。以下同じ。）並びに妊産婦等の福祉に関し、実情

の把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の必要な支援を

行うために市が設置する拠点（以下「支援拠点」という。）の運営に関し、必要な事項

を定めるものとする。

（実施主体）

第２条 支援拠点の実施主体は、綾部市とし、その所管は、児童福祉担当課とする。

（対象者）

第３条 支援拠点の業務対象者は、市内に居住するすべての子ども及びその家庭並びに妊

産婦等とする。

（業務内容）

第４条 支援拠点の業務内容は、次のとおりとする。

（１）国支援拠点設置運営要綱４の（１）に規定する子ども家庭支援全般に係る業務

（２）国支援拠点設置運営要綱４の（２）に規定する要支援児童及び要保護児童等並びに

特定妊婦等への支援業務

（３）国支援拠点設置運営要綱４の（３）に規定する関係機関との連絡調整業務

（４）国支援拠点設置運営要綱４の（４）に規定するその他の必要な支援業務

（職員の配置）

第５条 支援拠点の職員は、国支援拠点設置運営要綱に基づき配置するものとする。

（委任）

第６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和２年４月１日から施行する。
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綾部市告示第２９号 

 綾部市特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス利用支援事業実施要綱を

次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス 

利用支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校

及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（令和２年２月２８日付元

文科初第１５８５号文部科学事務次官通知）に基づき実施される小学校・中学校・高等

学校・特別支援学校の一斉臨時休業に伴い、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第６条の２の２第４号に定める放課後等デイサービス（以下「放課後等デイサービス」

という。）を利用した際の利用料相当額を助成することにより、利用者の負担軽減を図

ることを目的とする。 

（対象利用料等） 

第２条 助成の対象となる利用料は令和２年３月１日から同年３月３１日までの間に利用

した放課後等デイサービスに係る利用料（実費負担額を除く。）とする。 

２ 助成金の額は、前項の利用料とする。 

（事業の実施方法） 

第３条 放課後等デイサービスの提供事業者は、当該放課後等デイサービスの利用者に前

条第１項に規定する利用料の支払いを求めないものとし、市長は、当該利用料を当該事

業者に助成することにより事業を実施するものとする。 

２ 前項の助成を受けるにあたり、放課後等デイサービスの提供事業者は前項の利用者及

び利用料を市長に報告するものとする。 

（その他） 

第４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この告示は、令和２年３月２７日から施行し、令和２年３月１日から適用する。 

２ この告示は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。 
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綾部市告示第３０号 

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費用助成事業実施要綱を次のように定める。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費用助成事業実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、骨髄移植、化学療法等の医療行為（以下「骨髄移植等」という。）

により、接種済みの定期予防接種（予防接種法（昭和２３年法律第６８号。以下

「法」という。）第５条第１項で定める定期の予防接種をいう。以下同じ。）の効果

が期待できず、当該定期予防接種の再接種（以下「再接種」という。）が必要である

と医師に判断された者に対し、再接種に要する費用の全部又は一部を、予算の範囲内

において助成することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （助成対象者等） 

第２条 助成金の交付の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

（１）骨髄移植等により接種済みの定期予防接種の効果が期待できないと医師に判断され

ていること。 

（２）前号の事由により再接種を受けようとしていること。 

（３）第５条の規定による認定申請日、再接種を受ける日及び第８条第１項の規定による

交付申請日において本市に住所を有していること。 

（４）再接種日において２０歳未満であること。 

（５）接種済みの定期予防接種の接種回数及び接種間隔が、予防接種実施規則（昭和３３

年厚生省令第２７号。以下「実施規則」という。）の規定に適合するものであるこ

と。 

２ 再接種に係る医療機関は、日本国内にあるものに限る。 

（再接種の種類） 

第３条 助成の対象となる再接種は、次の各号のいずれにも該当するものとする。ただ

し、第１０条に規定する助成金の交付を受けた対象者が、再度、同一ワクチンについ

て第６条に規定する綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成対象認定通知書に記

載した接種回数を超えて受けた再接種については、助成対象としない。 

（１）法第２条第２項に規定するＡ類疾病に係るものであること。 

（２）使用するワクチンが、実施規則の規定に適合するものであること。 

（３）医師が必要と認めるものであること。 

（助成金額） 
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第４条 助成金の額は、当該再接種に要した経費とし、再接種日の属する年度における予

防接種委託契約の単価を上限とする。ただし、次に掲げる経費は含まないものとす

る。 

（１）骨髄移植等により抗体価が消失し、又は低下したことを確認するために実施する抗

体検査に要する経費 

（２）再接種が必要である旨の医師意見書作成に要する経費 

（３）前２号又は再接種のために医療機関を受診する際の交通費 

（助成対象認定申請） 

第５条 助成を受けようとする対象者又はその保護者（以下「認定申請者」という。）

は、当該対象者が再接種を受ける前にあらかじめ綾部市骨髄移植後等の予防接種再接

種費助成対象認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し、助

成の対象であることについて認定を受けなければならない。 

（１）綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成事業に係る医師意見書（様式第２号） 

（２）母子健康手帳（骨髄移植その他の理由が生じる以前の定期予防接種の履歴が確認で

きるもの）又は当該履歴が確認できる書類の写し 

（認定決定等） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上、認定の可否を決定

し、綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成対象認定通知書（様式第３号）又は

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成対象不認定通知書（様式第４号）により

認定申請者に通知するものとする。 

（実施方法） 

第７条 第５条の認定を受けた対象者（以下「認定者」という。）は、医療機関において

再接種を受け、当該再接種費用の実費を当該医療機関に支払うものとする。 

（交付申請） 

第８条 認定者又はその保護者（以下「交付申請者」という。）は、綾部市骨髄移植後等

の予防接種再接種費助成金交付申請書（様式第５号）に、次に掲げる書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

（１）再接種費用に係る領収書（被接種者の氏名、再接種の種類、再接種を受けた日、金

額及び医療機関名が記載されているもの） 

（２）再接種の内容が記録されている書類（母子健康手帳の写し等） 

２ 前項の申請は、再接種を受けた年度内に提出しなければならない。 

（助成金の交付決定等） 

第９条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上、交付の可否を決定

し、綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成金交付決定通知書（様式第６号）又

は綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成金不交付決定通知書（様式第７号）に

より、交付申請者に通知するものとする。 

（助成金の請求及び交付） 

第１０条 前条の交付決定を受けた者は、市長に請求書を提出するものとし、市長はこれ

に基づき速やかに助成金を交付するものとする。 
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（助成金の返還） 

第１１条 市長は、偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けた者に対して、当該

助成金の全部又は一部を返還させるものとする。 

（実施上の留意事項） 

第１２条 本要綱の実施に当たっては、申請者のプライバシーの保護について、十分留意

しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係）

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成対象認定申請書 

年   月   日 

綾部市長         様 

申請者氏名（保護者等）          ○印

住所                        

接種対象者との続柄                 

電話番号                      

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成事業実施要綱第５条の規定に基づき、助成

の対象認定を申請します。 

ふ り が な

要 再 接 種 者 氏 名

生  年  月  日      年   月   日   

住 所

接種予定医療機関

医療機関名 

所 在 地 

電 話 番 号 

申請者確認書類：運転免許証・健康保険証・その他（       ） 

※ 添付書類 

１ 綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成事業に係る医師意見書（様式第２号） 

２ 母子健康手帳（骨髄移植その他の理由が生じる以前の定期予防接種の履歴が確認でき

るもの）又は当該履歴が確認できる書類の写し 
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様式第２号（第５条関係） 

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成事業に係る医師意見書 

骨髄移植後等の医療行為により、接種済みの定期予防接種の抗体を失った下記の者につ

いて、この度、予防接種の再接種が可能な状態と認められると判断します。 

なお、再接種の必要性及び副反応については十分に説明し、対象者又は保護者も了承し

ています。 

要再接種者氏名 生 年 月 日

住 所  

接種済みの定期

予防接種の効果

が期待できない

と判断する理由

及び治療の経過等

疾病の名称その他必要な情報を記入してください。 

（疾病の名称） 

（治療の経過） 

①骨髄移植を受けた日   年  月  日 

②ＧＶＨＤの有無 

③免疫抑制剤の使用状況 

④その他特記事項 

再 接 種 を 行 う

予防接種の種類

接 種 予 定

医 療 機 関

医療機関名 

所 在 地 

電 話 番 号 

記載年月日    年  月  日

医療機関名 

所 在 地 

電 話 番 号 

医師氏名            ○印

　告　示　

115



様式第３号（第６条関係） 

  第     号 

年  月  日 

            様 

綾部市長           □印

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成対象認定通知書 

     年  月  日付けで申請のありました綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種

費助成対象認定申請について、綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成事業実施要綱

第６条の規定に基づき、下記のとおり認定しましたので通知します。 

記 

認 定 日 年  月  日 

ふ り が な 

要再接種者氏名 

生 年 月 日 年  月  日 

住  所  

予防接種の種類 

と 接 種 回 数 

※ 本認定の有効期限は、認定日以降の最初の３月３１日までとなります。  
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様式第４号（第６条関係）

  第     号 

年  月  日 

          様 

綾部市長           □印

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成対象不認定通知書 

     年  月  日付けで申請のありました綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種

費助成対象認定申請について、下記のとおり認定しないことを決定しましたので、綾部市

骨髄移植後等の予防接種再接種費助成事業実施要綱第６条の規定に基づき通知します。 

記 

要再接種者氏名 

不認定の理由 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

３か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算

して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）、

提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、決定のあった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起することができなくなります。）。 
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様式第５号（第８条関係）

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成金交付申請書

年  月  日

綾部市長          様 

申請者 住  所                  

    氏 名         ○印  （続柄  ） 

    電話番号                  

下記のとおり、予防接種再接種費助成金の交付を申請します。 

被接種者住所 

ふ り が な 

被接種者氏名 
生 年 月 日     年  月  日

接 種 日 予防接種の種類 回数 接種に要した費用 接種医療機関 

    年  月  日 円

年  月  日 円

年  月  日 円

年  月  日 円

年  月  日 円

年  月  日 円

年  月  日 円

年  月  日 円

年  月  日 円

※ 添付書類 

１ 再接種費用に係る領収書（被接種者の氏名、再接種の種類、再接種を受けた日、金額

及び医療機関名が記載されているもの） 

２ 再接種の内容が記録されている書類（母子健康手帳の写し等） 
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様式第６号（第９条関係）

  第     号 

年  月  日 

          様 

綾部市長           □印

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成金交付決定通知書 

     年  月  日付けで申請のありました予防接種再接種費助成金について、下

記のとおり決定しましたので、綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成事業実施要綱

第９条の規定に基づき交付決定しましたので通知します。 

記 

被接種者氏名 

交付対象となる予防接種 

交付決定額            円 

※ 虚偽その他の不正な手段により交付を受けた場合、本市が交付した助成金の全部又は

一部の返還を命ずることがあります。 
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様式第７号（第９条関係）

      第     号 

年  月  日 

          様 

綾部市長           □印

綾部市骨髄移植後等の予防接種再接種費助成金不交付決定通知書 

     年  月  日付けで申請のありました予防接種再接種費助成金について、綾

部市骨髄移植後等の予防接種費助成事業実施要綱第９条の規定に基づき下記のとおり交付

しないことを決定しましたので通知します。 

記 

被接種者氏名 

不交付の理由 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算

して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

 また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）、

提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、決定のあった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起することができなくなります。）。
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綾部市告示第３１号 

綾部市新型コロナウイルス緊急補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市新型コロナウイルス緊急補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の発生による影響を受け、売上げが減少

するなど、業況が悪化している中小企業者等を支援するため、予算の範囲内におい

て、京都府による新型コロナウイルス対応緊急資金等の制度融資利用時に必要となる

信用保証料（以下「信用保証料」という。）の一部を補助することについて、必要な事

項を定めるものとする。 

（補助対象信用保証料） 

第２条 補助金の交付対象となる信用保証料は、次に掲げる保証制度に係る信用保証料と

する。 

（１）セーフティネット保証４号 

（２）セーフティネット保証５号 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）前条の保証制度に基づき特定中小企業者である旨の市長の認定を受けて京都信用保

証協会の保証付き制度融資を利用して運転資金の融資を受けた者 

（２）市税の滞納がない者 

（３）この要綱による補助を受けたことがない者 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、第２条に規定する信用保証料の額の範囲内の額とする。 

２ 補助金の額は、１事業者につき４０万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、第３条第１号の制度融資に基づく貸付実行

日（以下「貸付実行日」という。）の翌月末までに綾部市新型コロナウイルス緊急補助

金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、速やかにその内容を審査の

上、交付の可否を決定し、綾部市新型コロナウイルス緊急補助金交付（不交付）決定

通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（補助金の返還等） 
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第７条 市長は、補助金の交付を受けた者が貸付実行日から１年以内に繰り上げ返済等に

より信用保証料の返戻を受けた場合において、返戻後の信用保証料の額が交付決定額

を下回るときは、その差額の返還を命じることができる。 

２ 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定

を取り消し、又は既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）この要綱の規定に違反したとき。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

１ この告示は、令和２年４月１日から施行し、同年２月１８日以後に発生した信用保証

料に係る申請から適用する。 

２ この告示は、令和２年１０月３１日限り、その効力を失う。 
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様式第１号（第５条関係） 

年  月  日  

綾部市長         様 

申請者（会社名及び代表名）      

所在地               

名 称               

氏 名            ○印

綾部市新型コロナウイルス緊急補助金交付申請書 

綾部市新型コロナウイルス緊急補助金交付要綱第５条の規定に基づき、関係書類を添え

て下記のとおり補助金の交付を申請します。 

なお、綾部市が綾部市新型コロナウイルス緊急補助金の交付決定に必要な市税の情報を

利用することに同意します。 

記 

交付申請額          円 

１ 利用した対象保証制度（該当制度を丸印で囲んでください。） 

・セーフティネット保証４号 

・セーフティネット保証５号 

２ 融資内容 

  貸付実行日        年  月  日 

  貸付実行額              円 

３ 添付書類 

・金融機関からの貸付実行額が確認できる書類 

・京都信用保証協会に対する信用保証料の確認ができる書類 

・承諾書（別紙） 

　告　示　

123



別紙 

承 諾 書 

綾部市新型コロナウイルス緊急補助金交付要綱に基づく交付申請に当たり、交付対象と

なる借入金に係る情報について、綾部市へ提供することを承諾します。 

     年  月  日 

（金融機関名） 

               御中 

申請者（会社名及び代表名）      

所在地               

名 称               

代表者            ○印
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様式第２号（第６条関係） 

第     号  

 年  月  日  

          様 

綾部市長         □印

綾部市新型コロナウイルス緊急補助金交付（不交付）決定通知書 

年  月  日付けで申請のありました綾部市新型コロナウイルス緊急補助金

交付要綱に基づく補助金につきましては、下記のとおり決定しましたので、綾部市新型 

コロナウイルス緊急補助金交付要綱第６条の規定により通知します。 

ただし、貸付実行日から１年以内に繰り上げ返済等により信用保証料の額が交付決定額

を下回った場合には、その差額を返還してください。 

記 

交 付 交付決定額                        円 

不 交 付

（理由） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）、

提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、決定のあった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起することができなくなります。）。
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綾部市告示第３２号

 綾部市中山間地域等直接支払交付金交付要綱を次のように定める。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市中山間地域等直接支払交付金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成２６年法

律第７８号）に基づく中山間地域における水源のかん養機能、自然環境の保全機能等の

多面的機能を確保するため、中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成１２年４月１

日付け１２構改Ｂ第３８号農林水産事務次官依命通知。以下「要領」という。）に基づ

く事業を実施する協定に対し、予算の範囲内において交付金を交付することについて、

必要な事項を定めるものとする。

（交付金の額）

第２条 交付金の額は、要領第６の３に規定する額とする。

（交付の申請）

第３条 交付金の交付を受けようとする協定の代表者（以下「代表者」という。）は、綾

部市中山間地域等直接支払交付金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、市

長に提出しなければならない。

（交付の決定）

第４条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときはその内容を審査し、適当と認

めたときは、綾部市中山間地域等直接支払交付金交付（不交付）決定通知書（様式第２

号）により、代表者に通知する。

（変更の承認申請）

第５条 代表者は、交付の決定を受けた後において、第３条の申請内容を変更しようとす

るときは、綾部市中山間地域等直接支払交付金変更承認申請書（様式第３号）に必要な

書類を添えて市長に提出し、その承認を得なければならない。

（交付金の概算払）

第６条 市長は、特に必要と認めたときは、交付決定額の全部又は一部について、交付金

の概算払をすることができる。

２ 交付金の概算払を受けようとする代表者は、綾部市中山間地域等直接支払交付金概算

払請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。

（実績報告）

第７条 交付金の交付決定を受けた代表者は、当該事業完了後速やかに、綾部市中山間地

域等直接支払交付金実績報告書（様式第５号）に必要な書類を添えて、市長に提出しな
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ければならない。

（証拠書類等の保管）

第８条 代表者は、交付金に関する書類を整備し、かつ、その使途等を帳簿及び領収書等

で明らかにしておくとともに、交付金に係る関係書類を交付金の交付を受けた日が属す

る会計年度の翌年度から起算して１０年間保管しなければならない。

 （交付金の返還）

第９条 交付金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、市長は交付

金の全部又は一部の返還を命ずることができる。

（１）当該事業の交付要件を満たさないことが判明した場合。

（２）当該事業の経理状況が不適当と認められるとき。

（３）交付金を目的外に使用したとき、若しくは不当に使用したと認められるとき又は使

用しなかったとき。

（４）虚偽の申請その他不正の手段により交付金の交付を受けたとき。

（委任）

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和２年４月１日から施行する。
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様式第１号（第３条関係）      （表面）

年  月  日 

綾部市長         様

協 定 名               

代表者住所               

代表者氏名            

綾部市中山間地域等直接支払交付金交付申請書

 綾部市中山間地域等直接支払交付金の交付を受けたいので、綾部市中山間地域等直接支

払交付金交付要綱第３条の規定により、下記のとおり申請します。

記

  交付申請額                    円
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（裏面）

収支計算書

収入の部

区 分 予 算 額 明 細

交 付 金 円

借 入 金 円

前 年 度 繰 越 金 円

前 年 度 積 立 繰 越 金 円

地 元 負 担 金 円

合 計 円

支出の部

区 分 予 算 額 明 細

個 人 配 分 円

共 同 取 組 活 動 円

借 入 金 返 済 円

繰 越 金 円

積 立 金 円

合 計 円
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様式第２号（第４条関係）

第     号 

年  月  日 

          様

綾部市長           □印

綾部市中山間地域等直接支払交付金交付（不交付）決定通知書

     年  月  日付けで申請のありました綾部市中山間地域等直接支払交付金に

つきましては、下記のとおり決定しましたので、綾部市中山間地域等直接支払交付金交付

要綱第４条の規定により通知します。

記

交 付 交付決定額                    円

不 交 付

（理由）

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算

して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）

提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、決定のあった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起することができなくなります。）。
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様式第３号（第５条関係）      （表面）

年  月  日 

綾部市長         様

協 定 名               

代表者住所               

代表者氏名            

綾部市中山間地域等直接支払交付金変更承認申請書

     年  月  日付け    第    号で交付決定を受けた綾部市中山間地

域等直接支払交付金について、下記のとおり変更したいので、綾部市中山間地域等直接支

払交付金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１ 変更交付申請額                    円

２ 変更・中止の理由
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（裏面）

収支計算書

収入の部

区 分 予 算 額 明 細

交 付 金 円

借 入 金 円

前 年 度 繰 越 金 円

前 年 度 積 立 繰 越 金 円

地 元 負 担 金 円

合 計 円

支出の部

区 分 予 算 額 明 細

個 人 配 分 円

共 同 取 組 活 動 円

借 入 金 返 済 円

繰 越 金 円

積 立 金 円

合 計 円
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様式第４号（第６条関係）

年  月  日 

綾部市長         様

協 定 名               

代表者住所               

代表者氏名            

綾部市中山間地域等直接支払交付金概算払請求書

     年  月  日付け     第   号で交付決定を受けた綾部市中山間地

域等直接支払交付金の概算払を受けたいので、綾部市中山間地域等直接支払交付金交付要

綱第６条の規定により、下記のとおり請求します。

記

１ 請求金額                    円

２ 請求金額の内訳

年  月  日現在

区   分
交付決定額

①

既 受 領 額

②

請  求  額

③
残 高

①－（②＋③）
金  額

交付決定額

に 占 め る

割 合

中山間地域等

直接支払交付金
円 円 円 ％ 円

３ 事業完了予定年月日         年  月  日
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様式第５号（第７条関係）

年  月  日 

綾部市長         様

協 定 名               

代表者住所               

代表者氏名            

綾部市中山間地域等直接支払交付金実績報告書

     年  月  日付け    第    号で交付決定を受けた綾部市中山間地

域等直接支払交付金について、綾部市中山間地域等直接支払交付金交付要綱第７条の規定

により、実績を別紙のとおり報告します。
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別紙

１ 事業完了年月日           年  月  日

２ 収支計算

収入の部

区 分 予 算 額 精 算 額 明 細

交 付 金 円 円

借 入 金 円 円

前 年 度 繰 越 金 円 円

前 年 度 積 立 繰 越 金 円 円

地 元 負 担 金 円 円

合 計 円 円

支出の部

区 分 予 算 額 精 算 額 明 細

個 人 配 分 円 円

共 同 取 組 活 動 円 円

借 入 金 返 済 円 円

繰 越 金 円 円

積 立 金 円 円

合 計 円 円
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綾部市告示第３３号 

 農業制度資金償還助成金交付要綱を次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

農業制度資金償還助成金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、京都府が農業者に貸し付けた農業制度資金の償還金助成を行うにあ

たり、京都府が定める農業者経営復興特別支援資金等償還金助成事業実施要領及び京都

府就農研修資金償還金助成事業実施要領に基づき、予算の範囲内において助成金を交付

することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（助成対象事業） 

第２条 助成金の交付の対象となる事業は、別表に定める事業とする。 

（助成金の交付申請） 

第３条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、農業制度資金

償還助成金交付申請書（様式第１号）又は京都府が定める助成金交付申請書に必要な書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（助成金の交付決定） 

第４条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上、助成金の交付を決定

し、農業制度資金償還助成金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により、申請者

に通知するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第５条 市長は、助成金の交付申請を行った者が虚偽の申請その他の不正な手段により助

成金の交付決定を受け、又は助成金の交付を受けたときは、その決定を取り消し、又は

既に交付した助成金の全部又は一部を返還させるものとする。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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別表（第２条関係） 

補助対象事業 補助基準等 

農業者経営復興特別支援資金等償還金助成

事業 

償還額の２／３以内 

京都府就農研修資金償還金助成事業 償還額の２／３以内 
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様式第１号（第３条関係） 

年  月  日 

綾部市長         様 

住所 

氏名           ○印

農業制度資金償還助成金交付申請書 

（    年度                   事業） 

 農業制度資金償還助成金交付要綱第３条の規定により、下記のとおり助成金の交付を申

請します。 

記 

 交付申請額                    円 
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様式第２号（第４条関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

綾部市長           □印

農業制度資金償還助成金交付（不交付）決定通知書 

     年  月  日 付けで交付申 請のあ りました農業制度資金償還助成金

（    年度                   事業）につきましては、下記の

とおり決定しましたので、農業制度資金償還助成金交付要綱第４条の規定により通知しま

す。 

記

交 付 交付決定額                    円

不 交 付

（理由）

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

３か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算

して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）、

提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、決定のあった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起することができなくなります。）。 
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綾部市告示第３４号 

 農林漁業振興補助金交付要綱（昭和５７年綾部市告示第５３号）の一部を次のように改

正する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

 別表第１中 

「 

あやべふるさと作物育成事業 
同一茶園で３年間 
１０アールにつき 

年２０,０００円以内

を

就農支援資金償還金助成事業 償還金の１００％以内 

担い手養成実践農場
整備支援事業 

研修用農地
整備事業 

１か所につき １００,０００円以内

研修用機械
等整備事業

研修者１人当たり２０,０００円に研修月数
を乗じて得た額以内 

研修用施設
整備事業 

研修者１人当たり５０,０００円に研修月数
を乗じて得た額以内 

」  

「 

あやべふるさと作物育成事業 
同一茶園で３年間 
１０アールにつき 

年２０,０００円以内

に、

担い手養成実践農場
整備支援事業 

研修用農地
整備事業 

１か所につき １００,０００円以内

 研修用機械
等整備事業

研修者１人当たり２０,０００円に研修月数
を乗じて得た額以内 

研修用施設
整備事業 

研修者１人当たり５０,０００円に研修月数
を乗じて得た額以内 

地域営農継続支援
事業 

地域後継者
確保支援事
業 

補 助 対 象 経 費 の ３ 分 の ２ 以 内 （ 上 限 額
１，５００，０００円） 

半農半Ｘ営
農活動支援
事業 

小型農業用機械整備支
援事業 

補助対象経費の３分
の２以内（上限額
１，０００，０００
円） 

耕作放棄地
再生・営農
条件整備支
援事業 

補助対象経費の１０分の７以内（上限額
７００，０００円） 
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」  

「 

 あやべの米づくり支援事業 １０アールにつき ５，０００円以内

を 

 中山間地域等直接支払事業 １０ア

ールに

つき 

田 急傾斜 21,000円 

（８０％ 16,800円） 

緩傾斜 8,000円 

（８０％ 6,400円） 

規模拡大 1,500円 

土地利用調整 500円 

小規模・高齢化集落支援 4,500円 

法人設立 

特定農業法人 1,000円 

農業生産法人 600円 

畑 急傾斜 11,500円 

（８０％ 9,200円） 

緩傾斜 3,500円 

（８０％ 2,800円） 

規模拡大 500円 

土地利用調整 500円 

小規模・高齢化集落支援 1,800円 

法人設立 

特定農業法人 750円 

農業生産法人 500円 

」  

「 

 あやべの米づくり支援事業 １０アールにつき ５，０００円以内 に 

」  

改める。 

附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市告示第３５号 

綾部市婚活支援事業費補助金交付要綱（平成２５年綾部市告示第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

 附則第２項中「平成３２年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に改める。 

   附 則 

この告示は、令和２年３月２７日から施行する。
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綾部市告示第３６号

 綾部市ＵＩターン介護人材確保事業補助金交付要綱（平成２４年綾部市告示第１３２

号）の一部を次のように改正する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

 題名中「ＵＩターン介護人材」を「ＵＩターン福祉人材」に改める。

 第１条中「介護人材の確保」を「福祉人材の確保」に改め、「介護事業所」の次に「、

障害福祉サービス事業所、障害児福祉サービス事業所又は保育所等（以下「介護事業所等」

という。）」を加え、「ＵＩターン介護人材」を「ＵＩターン福祉人材」に改める。

 第２条第１号中「介護事業所」を「介護事業所等」に改め、同条中第６号を第９号とし、

第３号から第５号までを３号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の３号を加える。 

（３）障害福祉サービス事業所等 サービス事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第３６条第１項に規定する

サービス事業所）、指定障害者支援施設（同法第２９条に規定する障害者支援施設）、

一般相談支援事業所（同法第５１条の１９第１項に規定する一般相談支援事業所）及

び特定相談支援事業所（同法第５１条の２０第１項に規定する特定相談支援事業所）

をいう。 

（４）障害児福祉サービス事業所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づく障

害児通所支援事業所をいう。 

（５）保育所等 保育所（児童福祉法第３９条に規定する業務を目的とする施設であって、

同法第３５条第４項の許可を得ているもの）及び認定こども園（就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第

２条第６項に規定する認定こども園）をいう。 

 第３条中「支払う者」の次に「（以下「家賃支払者」という。）」を加え、同条第２号

を次のように改める。 

（２）別表の左欄に掲げる場合について、それぞれ同表の右欄に掲げる者 

 第３条第３号を削る。 

第４条第１項中「介護事業所」を「介護事業所等」に改める。 

第５条、第６条、第７条第１項及び第８条中「ＵＩターン介護人材」を「ＵＩターン福

祉人材」に改める。 

附則の次に次の別表を加える。 
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 様式第１号中「ＵＩターン介護人材」を「ＵＩターン福祉人材」に改め、「及び市税の

納入状況」を削る。

 様式第２号から様式第４号までの規定中「ＵＩターン介護人材」を「ＵＩターン福祉人

材」に改める。

   附 則

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。
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別表（第３条関係） 

家賃支払者が介護事業所に就職した場合 看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、介護福祉士若しくは介護支援専門員の

資格を有する者又は介護職員実務者研修、

介護職員初任者研修若しくは生活援助従

事者研修修了者であって、平成２４年４月

１日以後に介護事業所に正職員として就

職したもの 

家賃支払者が障害福祉サービス事業所等

に就職した場合 

看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、介護福祉士、社会福祉士若しくは精神

保健福祉士の資格を有する者又は相談支

援専門員初任者研修、介護職員実務者研

修、介護職員初任者研修若しくは生活援助

従事者研修修了者であって、令和２年４月

１日以後に障害福祉サービス事業所に正

職員として就職したもの 

家賃支払者が障害児福祉サービス事業所

に就職した場合 

看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、保育士又は児童指導員であって、令和

２年４月１日以後に障害児福祉サービス

事業所に正職員として就職したもの 

家賃支払者が保育所等に就職した場合 保育士、保育教諭、管理栄養士、栄養士で

あって、令和２年４月１日以後に保育所等

（公立園を除く。）に正職員として就職し

たもの 
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綾部市告示第３７号 

 綾部市未熟児養育医療給付要綱（平成２５年綾部市告示第５２号）の一部を次のように

改正する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也 

第３条中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

別表を次のように改める。 

別表（第１０条関係） 

徴収基準額表 

階層 

区分 
世帯の階層（細）区分 

１人又は２人以上

の場合の１人目の

徴収基準月額 

２人目以降の徴

収基準月額 

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による被保護世帯（単給世帯を含

む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）による支

援給付受給世帯 

０円 ０円

Ｂ Ａ階層を除き、当該年度分の市町村民税

非課税世帯 
 ２，６００円   ２６０円

Ｃ Ａ階層を除き、当該年度分の市町村民税

均等割の額のみの課税世帯 
 ５，４００円   ５４０円

Ｄ１ Ａ 階 層 、

Ｂ 階 層 及

び Ｃ 階 層

を 除 き 、

当 該 年 度

分 の 市 町

村 民 税 課

税世帯 

所得割の年額 

１５，０００円以下 
 ７，９００円   ７９０円

Ｄ２ １５，００１円以上 

２１，０００円以下 
１０，８００円 １，０８０円

Ｄ３ ２１，００１円以上 

５１，０００円以下 
１６，２００円 １，６２０円

Ｄ４ ５１，００１円以上 

８７，０００円以下 
２２，４００円 ２，２４０円

Ｄ５ ８７，００１円以上 

１７１，３００円以下 
３４，８００円 ３，４８０円

Ｄ６ １７１，３０１円以上 

２５２，１００円以下 
４９，４００円 ４，９４０円

　告　示　

146



Ｄ７  ２５２，１０１円以上 

３４２，１００円以下 
６５，０００円 ６，５００円

Ｄ８ ３４２，１０１円以上 

４５０，１００円以下 
８２，４００円 ８，２４０円

Ｄ９ ４５０，１０１円以上 

５７９，０００円以下 
１０２，０００円 １０，２００円

Ｄ１０ ５７９，００１円以上 

７００，９００円以下 
１２３，４００円 １２，３４０円

Ｄ１１ ７００，９０１円以上 

８４９，０００円以下 
１４７，０００円 １４，７００円

Ｄ１２ ８４９，００１円以上 

１，０４１，０００円以下 
１７２，５００円 １７，２５０円

Ｄ１３ １，０４１，００１円以上 

１，２２２，５００円以下 
１９９，９００円 １９，９９０円

Ｄ１４ １，２２２，５０１円以上 

１，４２３，５００円以下 
２２９，４００円 ２２，９４０円

Ｄ１５ １，４２３，５０１円以上 全額 左の徴収基準月

額の１０パーセ

ント。 

ただし、その額

が２６，３００円

に満たない場合

は、２６，３００

円 

備考 １ 階層区分の認定 

（１）認定の原則 

階層区分の認定は、当該児童の属する世帯の構成員及びそれ以外の者で現

に児童を扶養しているもののうち、当該児童の扶養義務者のすべての者の市

町村民税所得割の額の合算額に基づいて行うものとする。 

（２）用語の定義 

ア この表において、「児童の属する世帯」とは、当該児童と生計を一に

する世帯をいい、当該児童と扶養義務者が世帯を一にしていない場合で

あっても適当と認められる場合を含むものとする。 

イ この表において、「扶養義務者」とは、民法（明治２９年法律第８９

号）第８７７条に規定する扶養義務者（ただし、就学児童、乳幼児等

１８歳未満の兄弟姉妹で未就業の者は、原則として扶養義務者としての

取扱いはしないものとする。）をいう。ただし、児童と世帯を一にしな

い扶養義務者については、現に児童に対して扶養を履行している者のほ
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かは、認定に際して扶養義務者としての取扱いを行わないものとする。 

ウ この表において、「均等割」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、「所得割」

とは、同項第２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、

同法第３１４条の７及び第３１４条の８並びに附則第５条第３項、第５

条の４第６項及び第５条の４の２第６項の規定は適用しないものとす

る。）の額をいう。 

エ この表において、「全額」とは、当該児童の措置に要した費用総額か

ら医療保険各法及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平成１０年法律第１１４号）による負担額を差し引いた残りの

額をいう。 

２ 徴収金額（月額）の決定の特例 

（１）同一世帯から２人以上の児童が給付を受ける場合には、当該各児童につ

き、徴収金額（月額）を算定するものとする。この場合において、当該児

童のうち、徴収基準月額の最も多額な児童以外の児童についてはこの表に

定める「２人目以降の徴収基準月額」により算定するものとする。 

（２）入院期間が１月未満のものについては、「徴収基準月額」につき、更に

日割計算によって決定する。ただし、Ｄ１５階層に属する世帯について

は、この限りでない。 

徴収基準月額× 
その月の入院期間 

その月の実日数 

（３）当該年度の市町村民税の課税状況が判明しない場合の取扱いについて

は、これが判明するまでの期間は前年度の市町村民税によることとする。 

（４）所得割の額を算定する場合には、児童等及びその児童等の属する世帯の

扶養義務者が指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２

条の１９第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の区域内に住所を有する

者であるときは、これらの者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有

する者とみなして、所得割の額を算定するものとする。 

（５）児童に扶養義務者がないときは、徴収金額（月額）の決定は行わないも

のとする。ただし、当該児童本人に市町村民税が課せられている場合は、

本人に対し、扶養義務者に準じて徴収金額（月額）を決定するものとす

る。 

（６）災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場合に

は、市長はその状況等を勘案して実情に即した取扱いをすることができ

る。 

（７）Ｂ階層に属する世帯のうち、保護者の申請に基づき特に困窮していると

市長が認めた世帯については、Ａ階層に属する世帯と同様の取扱いとす

る。 
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（８）次のアからウまでのいずれかに該当する者については、地方税法第２９２

条第１項第１１号に規定する寡婦又は同項第１２号に規定する寡夫とみな

し、その者の前年の所得（地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する

所得金額の合計額。１月から６月までの間の利用においては、前々年とす

る。以下同じ。）が同法第２９５条第１項第２号の規定に該当するとき

は、市町村民税非課税として取扱う。 

また、上記により寡婦又は寡夫とみなした者であって、市町村民税非課

税として取り扱う者以外の者については、１の（２）のウにおける所得割

の額を計算する場合には、総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の

合計額から、ア又はウに該当する場合にあっては２６万円を、イに該当す

る場合にあっては３０万円を控除するものとする。 

ア 婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしていないも

ののうち、扶養親族その他その者と生計を一にする子（前年の所得が所

得税法第８６条第１項の規定により控除される額（以下「基礎控除額」

という。）以下である子（他の者の同一生計配偶者又は扶養親族である

者を除く。以下同じ。））を有するもの（イに掲げる者を除く。） 

イ アに掲げる者のうち、扶養親族である子を有し、かつ、前年の所得が

５００万円以下であるもの 

ウ 婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻をしていないも

ののうち、その者と生計を一にする子（前年の所得が基礎控除額以下で

ある子）を有し、前年の所得が５００万円以下であるもの 

 なお、上記のアからウまでのいずれかに該当する者は、その旨を記載し

た申請書（様式第１２号）を提出するものとする。 

様式第３号中 

「        「

所 得

税 額
を 

所 得

割 額
に、 

」        」

「

（１）生活保護（生活扶助のほか医療扶助等を受けている場合も含みます。）又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律による支援給付を受けている場合、受給を証明する居住地の福

祉事務所長の証明書 

（２）（１）の場合を除いて本年度（不明のときは前年度）の市町村民税が課税されていな

いか免除になっている場合、市町村民税の非課税又は免除を証明する市町村長の証明

書 

（３）（１）又は（２）の場合を除いて前年分（不明のときは前々年分）の所得税が課税さ

れていない場合、所得税の非課税であることを証明する確定申告書の控又は所得税の

を 

　告　示　

149



源泉徴収票及び市町村民税の課税に関する市町村長の証明書 

（４）前年分（不明のときは前々年分）の所得税が課税されている場合は、所得税の課税

額について証明する確定申告書の控又は所得税の源泉徴収票 

」  

「

・生活保護（生活扶助のほか医療扶助等を受けている場合も含みます。）又は中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律による支援給付を受けている場合、受給を証明する居住地の福祉事務

所長の証明書 

に 

」 

改める。

附 則 

 この告示は、令和２年３月２７日から施行し、令和元年１２月２７日以後の給付申請か

ら適用する。 
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綾部市告示第３８号

 綾部市妊婦健康診査実施要綱（平成９年綾部市告示第４６号）の一部を次のように改正

する。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

 第５条第１項第１号中「１４枚」の次に「（多胎妊娠の場合は、２０枚）」を加え、同項

第７号中「１枚」を「４枚（多胎妊娠の場合は、７枚）」に改める。

   附 則

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。
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綾部市告示第３９号 

綾部市産後ケア事業実施要綱（平成３０年綾部市告示第３６号）の一部を次のように改

正する。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

 第４条各号列記以外の部分を次のように改める。 

  前項に規定する心身のケア、育児支援等は次のとおりとする。 

 第４条第４号中「沐
もく

浴」を「もく浴」に改め、同条を同条第２項とし、同項の前に次の

１項を加える。 

 事業の内容は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

（１）宿泊型 医療機関において、母及びその子を宿泊させ、休養の機会を提供するとと

もに、心身のケア、育児支援等を実施するもの 

（２）デイサービス型 医療機関において、母及びその子を通所させ、休養の機会を提供

するとともに、心身のケア、育児支援等を実施するもの 

 第５条を次のように改める。 

（利用期間） 

第５条 事業の利用期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期間とする。 

（１）宿泊型 利用開始時刻から２４時間以内を１日とし、原則として７日以内 

（２）デイサービス型 利用開始時刻から６時間以内を１日とし、原則として７日以内 

２ 市長は、前項各号に規定する期間について、特に必要があると認めた場合は、期間を

延長することができる。 

 第８条第１項を次のように改める。 

 前条の規定により当該事業の利用決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める費用を医療機関に直接支払わなければなら

ない。 

（１）宿泊型 １日当たり９，０００円 

（２）デイサービス型 １日当たり４，５００円 

様式第１号中 

「 

希望する支援  を 

」  

「 

希望する事業 □ 宿泊型       □ デイサービス型 に 
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」 

改める。 

様式第２号中 

「 

利用者負担額 

□ 無料 

を □ １日当たり９，０００円 

※ 負担費用は、利用終了時に医療機関に直接お支払い願います。

」  

「 

利用者負担額 

□ 無料 

□ 宿泊型 １日当たり９，０００円 

□ デイサービス型 １日当たり４,５００円  

※ 負担費用は、利用終了時に医療機関に直接お支払い願います。

に 

」  

改める。 

様式第３号中 

「 

区 分 □ 変更      □ 中止 を 

」 

「 

利 用 事 業 □ 宿泊型     □ デイサービス型 

に 

区 分 □ 変更      □ 中止 

」 

改める。 

様式第４号中 

「 

利 用 者

氏 名
母  

生年月日
母 年 月 日

子  子 年 月 日

住 所
母   

子 □ 母と同じ。  
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理 由

を

」  

「 

利 用 者

氏 名
母  

生年月日
母 年 月 日

に

子  子 年 月 日

住 所
母  

子 □ 母と同じ。 

利 用 事 業 □ 宿泊型       □ デイサービス型 

理 由

」  

改める。 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市告示第４０号 

 農林水産業間接補助事業補助金交付要綱（平成２４年綾部市告示第１４５号）の一部を

次のように改正する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

別表農業経営の法人化等支援事業の項を削り、同表に次のように加える。 

集落営農法人経営力強化事業 交付対象地１０アール当たり９，０００円 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市告示第４１号 

あやべ桜が丘団地新築促進補助金交付要綱（平成２３年綾部市告示第１６号）の一部を

次のように改正する。 

 令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

附則第２項中「平成３２年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

   附 則 

 この告示は、令和２年３月２７日から施行する。 
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綾部市告示第４３号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１１条第１項の規定に基づき、令和２年度

固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録したので、同条第２項の規定により公示する。

令和２年３月３１日

綾部市長 山 崎 善 也
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綾部市告示第４４号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条及び第１０条の規定に基づき、道路を次の

ように認定する。 

なお、その関係図面は下記のとおり一般の縦覧に供する。 

  令和２年３月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 縦覧場所   綾部市役所（建設部建設課管理担当） 

２ 縦覧期間   令和２年３月３１日から令和２年４月１４日まで 

（閉庁日は除く） 

３ 縦覧時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

４ 認定する路線 

整理番号 路  線  名 
起      点 

終      点 
重要な経過地 

１４５１ 高 津 西 地 線 
高津町西地３９番４ 

高津町西地３５番 
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綾部市告示第４５号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次

のように決定する。 

 なお、その関係図面は、下記のとおり一般の縦覧に供する。 

  令和２年３月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 縦覧場所   綾部市役所（建設部建設課管理担当） 

２ 縦覧期間   令和２年３月３１日から令和２年４月１４日まで 

（閉庁日は除く） 

３ 縦覧時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

４ 決定する路線の区域 

整理番号 路  線  名 区      間 
敷地の幅員 

（メートル）

延 長 

（メートル）

１４５１ 高 津 西 地 線 
高津町西地３９番４ 

高津町西地３５番 

最大  5.69 

最小  5.00 
26.40 
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綾部市告示第４６号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、令和２年３月 

３１日から次の道路の供用を開始する。 

 なお、その関係図面は、下記のとおり一般の縦覧に供する。 

  令和２年３月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 縦覧場所    綾部市役所（建設部建設課管理担当） 

２ 縦覧期間    令和２年３月３１日から令和２年４月１４日まで 

（閉庁日は除く） 

３ 縦覧時間    午前８時３０分から午後５時１５分まで 

４ 供用開始する路線の区間 

整理番号 路 線 名 区           間 

１４５１ 高 津 西 地 線 高津町西地３９番４ 高津町西地３５番 
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綾部市告示第４７号 

 綾部市廃棄物の減量化及び適正処理等に関する条例（平成９年綾部市条例第７号）第９条第１項

の規定に基づき、令和２年度綾部市一般廃棄物処理計画を次のように定める。

令和２年３月３１日

綾部市長  山 崎 善 也 

１ 一般廃棄物処理計画の基本計画

廃棄物を適正に処理し、生活環境を清潔にすることにより、市民の生活環境の保全及び公衆衛

生の向上を図る。

２ 計画処理区域

綾部市全域を計画処理区域とする。

３ 一般廃棄物の排出の状況

区 分 内 訳 数 量

ごみ関係

可 燃 ご み ７，４００  ｔ

不 燃 ご み ９５０  ｔ

資 源 物（び  ん） ２８０  ｔ

〃  （缶    類） ７０  ｔ

〃  （ペットボトル） ９０  ｔ

〃  （白色トレー） ２  ｔ

〃  （衣 類） １８０  ｔ

粗大ごみ ７００  ｔ

家 電 ４ 品 目 ６０  件

有害ごみ（乾電池・蛍光管） ２０  ｔ

泥 ３０  ｔ

計 ９，７２２  ｔ

し尿関係

し     尿 ６，５００  kl 

し尿浄化槽汚泥 １３，７００  kl 

        計 ２０，２００  kl 

４ 一般廃棄物の処理主体

区 分 内 訳 収 集 運 搬 中 間 処 理 最 終 処 分

ごみ関係

可 燃 ご み 綾部市（委託） 綾部市（直営・委託）

不 燃 ご み 綾部市（委託） 綾部市（直営・委託）

資 源 物（び  ん） 綾部市（委託） 綾部市(売却・委託) 

〃  （缶    類） 綾部市（委託） 綾部市（委託） 綾部市（売却）

〃  （ペットボトル） 綾部市（委託） 綾部市（委託） 綾部市（委託）

〃  （白色トレー） 綾部市（委託） 綾部市（委託）

〃  （衣 類） 綾部市（委託） 綾部市（委託） 綾部市（委託）

粗大ごみ 綾部市（直営） 綾部市（直営・委託）

家 電 ４ 品 目 綾部市（直営） 製 造 業 者

有害ごみ（乾電池・蛍光管） 綾部市（委託） 綾部市（委託）

泥 綾部市（直営） 綾部市（直営）

有害鳥獣 福知山市（直営） 福知山市（直営） 綾部市（直営・委託）

野生動物 綾部市（委託） 猪名川町（委託） 綾部市（直営・委託）

事業系一般廃棄物 事 業 者 綾部市（直営・委託）

し尿関係
し       尿 綾部市（委託） 綾部市（委託） 綾部市（直営・委託）

浄 化 槽 汚 泥 許 可 業 者 綾部市（委託） 綾部市（直営・委託）

ごみ及びし尿の収集委託業者は、株式会社エフ・イーサービス及び早田グループ株式会社の

２業者とする。
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５ 処理計画

【ごみ関係】

（１）ごみの排出抑制・再資源化計画

   ア 排出抑制の方法

（ア）分別収集の徹底

（イ）地域集団回収の促進

   イ 再資源化の数量及び方法

区 分 数 量 方 法

び ん ２８０  ｔ 売却・処理委託

缶 類 ７０  ｔ 売却

ペットボトル ９０  ｔ 売却・処理委託

白色トレー   ２  ｔ 処理委託

衣 類 １８０  ｔ 処理委託

集団回収 １，０００  ｔ 各地域で実施

計 １，６２２  ｔ

 （２）収集・運搬計画

   ア 収集・運搬する廃棄物の量

区 分 数 量

可 燃 ご み ５，４００  ｔ

不 燃 ご み ４４０  ｔ

資 源 物（び  ん） ２８０  ｔ

〃  （缶    類） ７０  ｔ

〃  （ペットボトル） ９０  ｔ

〃  （白色トレー） ２  ｔ

〃  （衣 類） １２０  ｔ

粗大ごみ ６０  ｔ

家 電 ４ 品 目 ３０  件

有害ごみ（乾電池・蛍光管） ２０  ｔ

泥 ３０  ｔ

計              ６，５１２ ｔ

 イ 収集区域の範囲及び収集回数

      可 燃 ご み   別表１         不 燃 ご み   別表２

      衣  類  別表３         資 源 物   別表４

      有 害 ご み   別表４         粗 大 ご み   別表５

      家電４品目   別表５     泥    別表６

   ウ 収集の方法

      可 燃 ご み   ステーション方式    不 燃 ご み   ステーション方式

      衣 類   ステーション方式    資 源 物   ステーション方式

      有 害 ご み   ステーション方式    粗 大 ご み   戸別収集方式

家電４品目 戸別収集方式  泥     戸別収集方式

 （３） 中間処理計画

   ア 処理施設の概要

      施 設 名   綾部市クリーンセンター

      所 在 地   綾部市野田町須知山１１０番地の１０

      型 式   固形燃料製造施設    可燃ごみ固形燃料化方式

      公 称 能 力   固形燃料製造施設    ５０ｔ／１６ｈ
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   イ 搬入される廃棄物の搬入者別の内訳量

搬 入 者 数 量

株式会社 エフ・イーサービス ２，７００ｔ

早田グループ 株式会社 ２，７００ｔ

直接搬入 ２，０００ｔ

計 ７，４００ｔ

   ウ 製造するごみ固形燃料の量    ４，０００ｔ

   エ 搬出するごみ、固形燃料の搬出先等    

搬出するごみ、固形燃料 搬  出  量 搬  出  先

ごみ固形燃料 ４，０００ｔ 兵庫県姫路市

木  類 ２００ｔ 三重県伊賀市

布 団 類 １００ｔ 三重県伊賀市

有害鳥獣 ５０ｔ 京都府福知山市

野生動物  ４ｔ 兵庫県猪名川町

刈 草・街路樹 １００ｔ 三重県伊賀市

 （４）最終処分計画

   ア 最終処分場の概要

     ①処 分 場 名   綾部市最終処分場

      所 在 地   綾部市野田町須知山１１０番地の１０

      全 体 容 量    ７８，０００ｍ３

      残 余 容 量       ５００ｍ３

     ②処 分 場 名   綾部市第 2最終処分場

      所 在 地   綾部市野田町須知山３３番１

      全 体 容 量    ４６，０００ｍ３

      残 余 容 量    ４１，０００ｍ３

   イ 搬入される廃棄物の搬入者別の内訳量及び年間埋立量

区 分 数 量

株式会社 エフ・イーサービス ２２０ｔ

早田グループ 株式会社 ２２０ｔ

直

営

覆 土 ５００ｔ

中間処理残渣 ５００ｔ

汚泥残渣 ７０ｔ

粗大ごみ ６０ｔ

泥 ３０ｔ

直 接 搬 入 ５１０ｔ

福知山市（中間処理残渣） ５ｔ 

年 間 埋 立 容 量 ３，５００ｍ３

   ウ 埋立計画

      埋立方法  セル方式
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【し尿関係】

（１）収集・運搬計画

   ア 収集・運搬する廃棄物の量

区 分 数 量

し 尿 ６，５００  kl 

浄 化 槽 汚 泥 １３，７００  kl 

計 ２０，２００  kl 

   イ 収集区域の範囲及び収集回数

      し 尿 く み 取 り   別表 ７～８

      浄 化 槽 汚 泥   綾部市全域随時

   ウ 収集の方法

      戸別収集方式

（２）中間処理計画

   ア 処理施設の概要

      施 設 名   綾部市衛生公苑

      所 在 地   綾部市里町久田２１番地の１７

      型 式   好気性消化処理方式

      公 称 能 力   ６０kl／日

   イ 搬入される廃棄物の搬入者別の内訳量

搬 入 者 数 量

株式会社エフ・イーサービス １０，６００  kl 

早 田 グ ル ー プ 株 式 会 社 ９，６００  kl 

計 ２０，２００  kl 

   ウ 残渣の量及び処分方法

      残 渣 の 量    ６０ｍ３

      処 分 方 法   埋立処分

【生活排水処理】

 浄化槽で処理する区域及び人口

  市内一円   ６，９２６人 

 集落排水で処理する区域及び人口

  西八田 東八田 物部東部 志賀郷 豊里東部 口上林 高槻 山家 吉美 物部 高谷

地区     

       ４，５１８人

 コミニティ・プラントで処理をする区域及び人口

  栗橋地区      ９８人 

 下水道で処理する区域及び人口  

  中筋・綾部・吉美地区の一部  １６，２４０人

【その他】

 住民に対する広報・啓発活動

※ 年間の収集日程表及びごみ分別表（別紙 9）を各戸配布

６ 処理計画適用開始期日

令和２年４月１日
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綾部市告示第４９号 

 くらしの資金償還金の収納事務を次の者に委託したので、地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第１５８条第２項及び綾部市会計規則第３３条第２項（昭和５７年綾部

市規則第２号）の規定に基づき告示する。 

  令和２年４月１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

 １ 委託先 

氏   名 住   所 

株式会社京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町７００

番地 

地銀ネットワークサービス 

株式会社 
東京都中央区日本橋本石町４丁目６番７号 

国分グローサーズチェーン 

株式会社 
東京都江東区木場５－１０－１１ 

株式会社しんきん情報サービス 東京都港区港南１丁目８番２７号 

株式会社セイコーマート 
北海道札幌市中央区南９条西５丁目４２１ 

番地 

株式会社セブン－イレブン・ 

ジャパン 
東京都千代田区二番町８番地８ 

株式会社ファミリーマート 東京都港区芝浦三丁目１番２１号 

株式会社ポプラ 
広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６６５

番地の１ 

ミニストップ株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 

山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町３丁目１０番１号 

株式会社ローソン 東京都品川区大崎１丁目１１番２号 

 ２ 委託の期間 

   令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 
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綾部市告示第５０号 

 綾部市要保護者入院患者介護経費援助費支給要綱（昭和５５年綾部市告示第１号）は、

廃止する。 

  令和２年４月１日 

綾部市長 山 崎 善 也  
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綾部市告示第５１号

　　綾部市指定ごみ袋の取扱販売業務を次の者に委託したので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定に基づき告示する。

綾部市長　　　山　崎　善　也

１　令和２年度　取扱販売店等の名称・所在地

取 扱 販 売 店 等 の 名 称 所 在 地

綾部市役所共済組合売店 綾部市若竹町８番地の１

雨林たばこ店 綾部市田野町風久呂１番地の３

京都丹の国農業協同組合　本店 綾部市宮代町前田２０番地

ウエルシア綾部宮代店 綾部市宮代町宮ノ下１２番地の１

丸金屋酒店 綾部市相生町２３番地の４

有限会社　お酒のヒラタ 綾部市駅前通１７番地

フレッシュバザール綾部幸通り店 綾部市幸通り２３番地

バザールタウン綾部アスパ館 綾部市綾中町花ノ木３０番地

バザールタウン綾部ストック館 綾部市西町三丁目

マツモトあやべ店 綾部市宮代町宮ノ下１６番地の２

生鮮＆業務スーパー青野店 綾部市青野町高田７６番地

エフエッチ商店 綾部市青野町西ノ後１５番地の１３

仁丹堂薬局 綾部市相生町３０番地の６

生活雑貨みつおき 綾部市西町二丁目１１５番地

セブン‐イレブン綾部井倉町店 綾部市井倉町南大町２番地

髙山荒物商店 綾部市田町３７番地

ファミリーマート綾部駅前通店 綾部市駅前通３９番地の２

松田紙店 綾部市西町二丁目９３番地

ミニストップ綾部井倉店 綾部市井倉町西田５番地の２

ローソン綾部高東分校前店 綾部市川糸町南古屋敷２０番地の４

株式会社　オオツキ綾部店 綾部市味方町アミダジ１４番地の１

ワインショップ高本 綾部市本町四丁目１番地の５

株式会社　古和田電機商会 綾部市駅前通５番地の４

株式会社　サンコード 綾部市井倉町樋ノ元９番地

株式会社　ジュンテンドー綾部店 綾部市青野町西中居３０番地

有限会社　佐々木酒店 綾部市西町二丁目９８番地

寿産業有限会社 綾部市青野町舘ノ後５６番地

モリモト薬局 綾部市西町一丁目４７番地

モリモト薬局Rivi店 綾部市青野町西ノ後４３番地

ローソン綾部西町店 綾部市西町三丁目北大坪１９番地

ココカラファイン綾部店 綾部市西町三丁目北大坪１９番地

株式会社　藤善綾部店 綾部市青野町東青野５９番地

　　　令和２年４月１日
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取 扱 販 売 店 等 の 名 称 所 在 地

生鮮＆業務スーパー綾部店 綾部市大島町ニ反目９番地の１

ＡＲワーク株式会社 綾部市安場町打越２番地の３

きもの・婦人服　はむろ 綾部市岡町弓場４番地の１

ゴダイドラッグ綾部店 綾部市大島町畠田１０番地の４

セブン‐イレブン綾部高津店 綾部市高津町三反田８番地の１

セブン‐イレブン綾部大島町店 綾部市大島町沓田１番地の１８

ドラッグユタカ綾部店 綾部市大島町南和田１１番地

ディスカウントドラッグコスモス綾部店 綾部市上延町八反３７番地の１

マルゼンしかた 綾部市里町西ノ糸１１番地の６

京都丹の国農業協同組合綾部広域営農経済センター 綾部市里町敷田１番地

京都生活協同組合中丹支部 綾部市桜が丘三丁目５番地の２

三ツ丸ストア　下八田店 綾部市下八田町下沢１１番地の３

ＮＰＯ法人　西八田ふれあいサロン 綾部市岡安町大道１６番地

ファミリーマート綾部下八田店 綾部市下八田町大坪８番地

ローソン綾部渕垣店 綾部市渕垣町高野２３番地の１

株式会社　コメリハードアンドグリーン綾部店 綾部市下八田町堂ノ下１３番地の１

八木株式会社綾部営業所 綾部市渕垣町古川１２番地

セブン-イレブン綾部下八田店 綾部市下八田町角田１９番地の１

黒谷和紙協同組合 綾部市黒谷町東谷３番地

ふれあい弥仙の里 綾部市於与岐町宮ノ下１７番地

片山商店 綾部市広瀬町宮ノ前７番地

山家ふれあいの駅運営委員会 綾部市上原町戸尻８番地の５、８番地の６

いこいの村栗の木寮 綾部市十倉名畑町久瀬谷２番地

たかお商店 綾部市十倉名畑町欠戸１８番地の６

大島ストアー 綾部市豊里町福垣１５３番地

だるまや 綾部市豊里町福垣１５５番地

横田商店 綾部市舘町下舘５８番地の２

株式会社　清水設備工業 綾部市栗町ウケ川３０番地

有限会社　空山の里 綾部市鍛治屋町花ノ木６番地の４

京美堂 綾部市物部町南前田１８番地

京都丹の国農業協同組合綾部西部地域農業振興係 綾部市新庄町太ヶ鼻８番地

山本商店 綾部市志賀郷町成田１５番地

志賀郷地域振興協議会 綾部市志賀郷町北町１７番地

五泉の里 綾部市五泉町西巻４９番地の３

京都丹の国農業協同組合綾部東部地域農業振興係 綾部市睦合町井谷１４番地

福井薬店 綾部市五津合町荒木４７番地の１

大石商店 綾部市故屋岡町小中下１番地の２

小西商店 綾部市故屋岡町小中下２２番地

株式会社　緑土 綾部市睦寄町在の向１０番地
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綾部市告示第５２号

 綾部市し尿くみ取券売りさばき業務を次の者に委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１５８条第２項の規定に基づき告示する。

 令和２年４月１日

                              綾部市長 山 崎 善 也

１ 委託先氏名・住所

氏    名 住        所

村 上 芳 朗 広小路二丁目１３－３ 

平 田 和 生 駅前通１７ 

岸 見 金 一 相生町２３－４ 

林  多 嘉 子 月見町上正屋３３ 

四 方 和佳子 神宮寺町西谷３ 

安 村 弘 子 寺町堂ノ前９－１ 

  ツ バ メ 会 井倉町樋ノ元１４－１ 

山 内 みや子 青野町西ノ後１５－１３ 

若 宮 酒 造 ㈱  味方町薬師前４ 

雨 林 洋 子 田野町風久呂１－３ 

八 田 邦 子 綾部市味方町薬師谷３００－４１ 

改 森 基 二 西町二丁目１１５ 

高 本 裕 幸 本町四丁目１－５ 

木 下 和 美 本町七丁目６９ 

荻 野 義 則 西町一丁目５７－１ 

村 上 敏 夫 大島町沓田１１－３ 

羽 室   至 岡町弓場４－１ 

清 水 由美子 栗町ウケ川３０ 

喫 茶  ２ ４  小貝町新八２１ 

四 方 善 次 里町西ノ糸１１－６ 

有限会社空山の里 鍛治屋町花ノ木６－４ 

豊里地区自治会連合会事務所 栗町大野１－２０２ 

西八田地区自治会連合会事務所 岡安町岡２２－１ 

東八田地区自治会連合会事務所 梅迫町溝尻１－１６ 

山家地区自治会連合会事務所 鷹栖町豊後田３２ 

物部地区自治会連合会事務所 物部町東野４６－１ 

志賀郷地区自治会連合会事務所 志賀郷町北町１７ 

口上林地区自治会連合会事務所 武吉町中井根３５ 

中上林地域振興協議会 八津合町縄手１ 

奥上林地域振興協議会 故屋岡町三反田１５ 
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氏    名 住        所

綾 部 会 館 味方町石風呂５０－５ 

栗文化センター 栗町相定４７－３ 

２ 委託期間  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで。
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綾部市告示第５３号

 綾部市立病院の診療費並びに付随する経費の徴収及び収納事務を次の者に委託したの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定に基づき告

示する。

  令和２年４月１日

綾部市長 山 崎 善 也

１ 委託先

氏   名 住   所

公益財団法人 綾部市医療公社 京都府綾部市青野町大塚２０番地の１

２ 委託の期間

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで
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綾部市告示第５４号

 犬の登録並びに狂犬病予防注射済票交付手数料の徴収及び収納事務を次の者に委託し

たので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定に基づ

き告示する。

  令和２年４月１日

綾部市長 山 崎 善 也

１ 委託先

  住 所 京都市下京区西七条掛越町６５番地

  氏 名 公益社団法人 京都府獣医師会

       会長理事  清 水 弘 司

２ 委託の期間

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで
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綾部市告示第５７号 

 市府民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険料、市営住宅使用料、放課後学級負

担金、後期高齢者医療保険料、保育所保育料、介護保険料、簡易水道使用料、公共下水道

使用料、農業集落排水施設使用料、浄化槽使用料及び上水道使用料の収納事務を次の者に

委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項及び第 

１５８条の２第６項、国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第２９条の 

２３第１項、高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）第 

３３条第１項、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第４４条第１項、介護保険

法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４５条の７第１項、地方公営企業法施行令（昭

和２７年政令第４０３号）第２６条の４第１項並びに綾部市会計規則第３３条第２項（昭

和５７年綾部市規則第２号）の規定に基づき告示する。 

  令和２年４月１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

 １ 委託先 

氏   名 住   所 

株式会社京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町７００

番地 

地銀ネットワークサービス 

株式会社 
東京都中央区日本橋本石町４丁目６番７号 

国分グローサーズチェーン 

株式会社 
東京都江東区木場５－１０－１１ 

株式会社しんきん情報サービス 東京都港区港南１丁目８番２７号 

株式会社セイコーマート 
北海道札幌市中央区南９条西５丁目４２１ 

番地 

株式会社セブン－イレブン・ 

ジャパン 
東京都千代田区二番町８番地８ 

株式会社ファミリーマート 東京都港区芝浦三丁目１番２１号 

株式会社ポプラ 
広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６６５

番地の１ 

ミニストップ株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 

山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町３丁目１０番１号 

株式会社ローソン 東京都品川区大崎１丁目１１番２号 
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PayPay 株式会社 
東京都千代田区紀尾井町１番３号 

東京ガーデンテラス紀尾井町 紀尾井タワー 

LINE Pay 株式会社 
東京都新宿区新宿四丁目１番６号 

JR 新宿ミライナタワー23 階 

 ２ 委託の期間 

   令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 
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綾部市訓令甲第８号

庁 中 一 般 

 綾部市職員人事評価実施規程を次のように定める。

  令和２年３月２７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市職員人事評価実施規程 

（趣旨） 

第１条 職員の人事評価については、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）に定めるもののほか、この訓令に定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）人事評価 職務行動評価及び目標達成努力評価を、人事評価シートを用いて行うこ

とをいう。 

（２）職務行動評価 評価項目に基づき、職務遂行の過程において発揮された職員の能力

を客観的に評価することをいう。 

（３）目標達成努力評価 あらかじめ職員が上司と組織目標を確認し、その組織目標に基

づいて職員個人が設定した目標について、目標を達成するに当たり挙げた業績を客観

的に評価することをいう。 

（４）人事評価シート 人事評価の対象となる期間（以下「評価対象期間」という。）に

おける職員の勤務成績を示すものとして、市長が別に定める様式をいう。 

（被評価者） 

第３条 人事評価の対象となる職員（以下「被評価者」という。）は、法第３条第２項に

規定する一般職の職員とする。ただし、この訓令による人事評価の実施が困難であると

市長が認める職員については、人事評価の対象としないことができる。 

（評価者） 

第４条 人事評価の１次評価者及び２次評価者（以下これらを「評価者」という。）は、

市長が別に定める。 

 （評価補助者） 

第５条 １次評価者は、被評価者と勤務場所が離れている等、直接評価を行うことが難し

いときは、市長の承認を受けて評価補助者を設定することができるものとする。 

（評価者研修の実施） 

第６条 市長は、評価者に対して、評価能力向上のために必要な研修を適宜実施するもの
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とする。 

 （評価対象期間） 

第７条 評価対象期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期間とする。 

（１）前期 毎年４月１日から９月３０日まで 

（２）後期 毎年１０月１日から翌年３月３１日まで 

（目標の設定） 

第８条 １次評価者は、目標達成努力評価の評価対象期間の期首において、被評価者と面

談を行い、組織目標に照らして適切な目標及びその達成基準等を定めるものとする。 

 （自己評価の実施等） 

第９条 １次評価者は、評価の実施に際し、被評価者に対し、あらかじめ、評価対象期間

において発揮した能力及び挙げた業績に関する被評価者自らの認識その他評価の参考と

なるべき事項について、自己評価を行わせる。 

２ １次評価者は、前項に規定する自己評価後、被評価者と面談を行い、被評価者の認識

等について、その内容を確認するものとする。 

 （評価の実施等） 

第１０条 １次評価者は、被評価者の発揮した能力及び挙げた業績について評価点を付す

ことにより評価を行うものとする。 

２ ２次評価者は、１次評価者の評価について、不均衡があるかどうかという観点から審

査を行い、２次評価者としての評価点を付すことにより評価を行うものとする。 

３ 綾部市人事管理委員会規程（昭和３５年綾部市訓令甲第５号）第１条に定める人事管

理委員会（以下「人事管理委員会」という。）は、１次評価者及び２次評価者の評価が

適当である旨の確認を行うものとする。

 （結果の開示） 

第１１条 １次評価者は、人事評価の結果を当該被評価者に開示するものとする。 

２ １次評価者は、前項の開示後、被評価者と面談を行い、人事評価の結果及びその根拠

となる事実に基づき指導及び助言を行うものとする。 

３ １次評価者は、被評価者が遠隔地に勤務していること等により前項の面談により難い

場合には、電話その他の通信手段による交信を行うことにより、同項の面談に代えるこ

とができる。 

 （人事評価シートの保管） 

第１２条 人事評価シートは、人事評価を実施した年度の翌年度から起算して５年間、人

事担当課において保管するものとする。 

 （人事評価の活用） 

第１３条 市長は、人事評価の結果を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活

用するものとする。 

２ 評価者は、人事評価を職員の人材育成に積極的に活用するよう努めるものとする。 

 （苦情相談及び処理） 

第１４条 第１１条第１項の規定に基づき開示された人事評価の結果に関する被評価者の

苦情に対しては、次の各号のとおり対応するものとする。 
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（１）苦情相談は、被評価者の申出に基づき、人事担当課が対応する。 

（２）苦情処理は、被評価者の書面による申出に基づき、人事管理委員会が対応する。 

（３）苦情処理の申出は、人事評価の結果が開示された日の翌日から起算して７日以内に

限り申し出ることができるものとする。 

 （不利益な取扱いの禁止） 

第１５条 市長は、職員が苦情相談又は苦情処理の申出を行ったことを理由に、当該職員

に対して不利益な取扱いをしてはならない。 

（秘密の保持） 

第１６条 苦情相談又は苦情処理の申出に関わった職員は、苦情相談又は苦情処理の申出

があった事実及び当該内容その他職務上知り得た秘密を保持しなければならない。 

 （その他） 

第１７条 この訓令に定めるもののほか、人事評価の実施に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

   附 則 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市訓令甲第９号 

庁 中 一 般  

 綾部市会計管理者の権限に属する事務の専決等に関する規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市会計管理者の権限に属する事務の専決等に関する規程の一部を 

改正する訓令 

 綾部市会計管理者の権限に属する事務の専決等に関する規程（平成２１年綾部市訓令甲

第１号）の一部を次のように改正する。 

 別表中「、賃金」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓令による改正後の別表の規定は、令和２年度以後の年度の予算に係る支払につ

いて適用し、令和元年度の予算に係る支払については、なお従前の例による。 
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綾部市訓令甲第１０号 

庁 中 一 般  

 綾部市職員の再任用に関する事務取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市職員の再任用に関する事務取扱規程の一部を改正する訓令 

 綾部市職員の再任用に関する事務取扱規程（平成２９年綾部市訓令甲第１０号）の一部

を次のように改正する。 

 第１１条第１項第１号中「勤務評定結果」を「人事評価結果」に改める。 

   附 則 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市公告第１５号 

 令和２年２月２８日付けで綾部市名誉市民の選定について議会の同意を得たので、綾部

市名誉市民条例（昭和３７年綾部市条例第１２号）第３条第２項の規定に基づき、その事

績の概要を下記のとおり公表する。 

 令和２年３月６日 

綾部市長 山 崎 善 也 

記 

１ 氏 名  由 良 源太郎 

２ 事 績 

（１）昭和４３年１２月に育英資金に２００万円、社会福祉事業に５０万円、体育振興に

５０万円の合計３００万円を寄附していただいた。さらに、平成２８年５月には紫水

ヶ丘公園に「河津桜」２１２本の植樹など６７１万円相当、翌年の平成２９年４月に

も同５０本の植樹など１９３万円相当を寄贈していただき、本市の都市公園及び環境

整備にも多大な貢献をされた。また、令和元年１０月には地域振興にと約３億４千万

円相当の私財を寄附していただいた。 

（２）昭和４２年４月、前身の産婦人科由良病院を継承し、由良産婦人科・小児科医院を

同年５月に開設されて以後、本市における周産期医療の中核として、昼夜を問わず診

療に当たられ、特に平成９年から綾部市立病院に産婦人科ができるまでの５年間は本

市唯一の産婦人科医院として、地域の周産期医療に尽力された。現在も女性のトータ

ルライフをサポートし、地域住民の健康と安心を提供する同医院の名誉院長を務めら

れ、地域保健医療に多大な貢献をされている。 

（３）昭和６３年６月から平成８年６月までの８年間、綾部商工会議所の会頭を務めら

れ、本市の産業近代化ビジョンに基づき、商店街をはじめとした中心市街地の近代化

を進めるべく西町アイタウンの整備に尽力されるなど、本市の商工振興の発展に貢献

いただいた。 

以上、本市の地域医療や福祉、さらには地域の振興と発展に惜しみない支援をして

いただいた志と功績、また、その人柄は綾部市民が高く評価し慕うところである。 
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綾部市公告第１６号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年３月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済）
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綾部市公告第１７号

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、綾部市市民環境部市民・国保課にお

いて保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。

 ここに、地方税法第２０条の２の規定により公告する。

  令和２年３月１６日

                           綾部市長 山 崎 善 也

  （以下掲示済）
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綾部市公告第１８号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年３月１９日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済） 
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綾部市公告第１９号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年３月２６日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済）
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様式第１５号（第１１条関係）

綾部市公告第２０号

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２条第２項に規

定する特定空家等であると認められる次の建築物について、その所有者又は管理者（以下、

「所有者等」という。）を確知できないため、同法第１４条第１０項の規定により公告する。

  令和２年３月２７日

                        綾部市長 山 崎 善 也 印

記

１ 対象となる特定空家等

   所在地 綾部市鷹栖町坂牧３２番地１

   用 途 倉庫（登記簿による）

２ 所有者等が行うべき措置の内容

   早急に解体除却等の抜本的な解決を図られたい。

３ 必要な措置を命ずべき理由

   倒壊の危険性が極めて高く、公道の往来や通学路の安全に影響を生じている。

４ 措置の期限

令和２年４月９日

  期限までに措置が行われない場合は、市長又は市長が命じた者若しくは委任した者（以

下、「市長等」という。）が措置を行う。

５ 動産等の取り扱い

  市長等が当該建築物の除却を行うときは、建築物の内部及びその敷地に残置されてい

る動産等を撤去処分する。

  動産等について権利を主張しようとする者は、措置の期限までに運び出し、又はその

物を指定して保管若しくは引き渡すよう下記問い合わせ先へ通知すること。

６ 問い合わせ先

  綾部市若竹町８番地の１ 綾部市役所

建設部建築課住宅・空家等対策担当

    （０７７３）４２－４２８４
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綾部市公告第２１号

予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第３条の規定に基づく下記の定期予防接種を実施するので、予防接種

法施行令（昭和２３年政令第１９７号）第５条の規定に基づき公告する。

令和２年４月１日

綾部市長  山 崎 善 也 

１．接種実施期間  令和２年４月１日～令和３年３月３１日

２．個別接種対象年齢

予防接種名 対 象

四種混合（DPT-IPV）１期 生後３か月から生後９０か月に至るまでの間にある者

二種混合（DT） １期 生後３か月から生後９０か月に至るまでの間にある者

二種混合（DT） １１歳以上１３歳未満の者

不活化ポリオ単独（IPV） 生後３か月から生後９０か月に至るまでの間にある者

麻しん・風しん
第１期 生後１２か月から生後２４か月に至るまでの間にある者

第２期 ５歳以上７歳未満で小学校就学前の１年間にある者

風しん
第５期 風しん抗体保有率が低い昭和３７年４月２日～昭和５４年４月１日生

まれの男性

日本脳炎

第１期 生後３６か月から生後９０か月に至るまでの間にある者

第２期 ９歳以上１３歳未満

特例措置 平成１９年４月２日～平成２１年１０月１日生で９歳以上１３歳未満の者

平成７年４月２日～平成１９年４月１日生れで２０歳未満の者

結核（BCG） １歳に至るまでの間にある者

ヒブ感染症 生後２か月から生後６０か月に至るまでの間にある者

小児の肺炎球菌感染症 生後２か月から生後６０か月に至るまでの間にある者

子宮頸がん予防ワクチン 小学校６年生～高校１年生に相当する年齢の女子

水痘 生後１２か月から生後３６か月に至るまでの間にある者

Ｂ型肝炎 １歳に至るまでの間にある者

３．個別接種実施医療機関    結核（BCG）接種は（＊）のついた医療機関のみで実施。

医療機関名 所在地 電話番号 接種医師 備   考

綾部市立病院（＊） 青野町 ４３－０１２３

茂原 慶一、大内 一孝

山岡 沙矢子、島川 麗、

河辺 泰宏

子宮頸がん予防ワクチンは

産婦人科医（荻野 嘉夫、

野口 敏史、辻 哲朗、

渡辺 喜信）

京都協立病院（＊） 高津町
４２－０４４０

４２－００２５
（小児科直通）

玉本 晃、奥原 賢二 

玉木 千里、 

大久保医院 本町８丁目 ４２－１１９０ 大久保 茂樹

二種・四種混合・不活化ポリ

オ・子宮頸がんは実施してい

ない。

白波瀬医院 岡町 ４３－０１７７ 白波瀬 均

ヒブ・肺炎球菌・四種混合・

不活化ポリオ・Ｂ型肝炎・麻

しん風しん 1 期・水痘・子宮

頸がんは実施していない。

西村医院 栗町 ４７－０３２１ 西村 康
子宮頸がん・不活化ポリオ・

Ｂ型肝炎は実施していない。

野間医院八田診療所 上杉町 ４４－０００１ 野間 俊二

ヒブ・肺炎球菌・不活化ポリ

オ・B 型肝炎・子宮頸がんは

実施していない。

畑内科医院 青野町 ４３－２３３４ 畑  雅之
不活化ポリオは実施してい

ない。

由良産婦人科小児科医院 本町１丁目 ４２－２５２８ 由良 源太郎、由良 茂夫

不活化ポリオ・二種混合・日

本脳炎２期と特例措置は実

施していない。

横山医院 若松町 ４２－１０７３ 横山 容尚
子宮頸がんは実施していな

い。
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綾部市公告第２２号 

 予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第５条の規定に基づき成人用肺炎球菌予防接種を実施するの

で、予防接種法施行令（昭和２３年政令１９７号）第５条の規定に基づき公告する。 

令和２年４月１日 

                              綾部市長  山 崎  善 也  

１ 実施期間   令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

２ 自己負担   自己負担 ４，０００円 

※令和２年度については、７５歳以上の方は、２，０００円 

※ただし、市民税非課税世帯、生活保護法による被保護世帯については免除制度があり

ますが、事前の手続きが必要です。 

３ 対  象   下記の生年月日の方 

昭和３０年４月２日～昭和３１年４月１日生の方 昭和１０年４月２日～昭和１１年４月１日生の方 

昭和２５年４月２日～昭和２６年４月１日生の方 昭和 ５年４月２日～昭和 ６年４月１日生の方 

昭和２０年４月２日～昭和２１年４月１日生の方 大正１４年４月２日～大正１５年４月１日生の方 

昭和１５年４月２日～昭和１６年４月１日生の方 大正 ９年４月２日～大正１０年４月１日生の方 

４ 実施医療機関 

名称 所在地 

綾部市立病院 青野町大塚２０－１ 

綾部ルネス病院 大島町二反田７－１６ 

京都協立病院 高津町三反田１ 

綾部市志賀郷診療所 志賀郷町北町１９－２ 

あやべ協立診療所 駅前１ 

大久保医院 本町８丁目１１５ 

米谷外科整形外科医院 田町１３ 

米谷医院口上林診療所 十倉名畑町欠戸１８－６ 

白波瀬医院 岡町鳥居２７－３ 

志賀整形外科クリニック 宮代町１５ 

中島整形外科医院 幸通９ 

西村医院 栗町小東４－３ 

野間医院八田診療所 上杉町渋市２ 

畑内科医院 青野町高田９１ 

安村外科内科診療所 井倉町大将軍３７ 

柳川整形外科医院 大島町二反田７－２０ 

山下整形外科医院 青野町西青野２８－３ 

横山医院 若松町庵ノ上５８－１０ 
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綾部市公告第２３号 

 綾部市営住宅の入居者を次のとおり公募します。 

  令和２年４月１日 

                       綾部市長 山 崎 善 也 

１ 募集内容（市営住宅入居者募集） 

  募集団地一覧に掲載した住宅に入居していただくものです。 

２ 募集団地一覧 

（２ＬＤＫ 世帯用） 

団地名 

（建設年） 
所 在 地 構 造 間 取 り 募集戸数 家賃月額（円） 

ボヌール 

（Ｈ２９）
味方町 軽量鉄骨造 ２ＬＤＫ １戸 ２１，２００～ 

ル・ボナー 

（Ｈ３０）
味方町 軽量鉄骨造 ２ＬＤＫ １戸 ２１，２００～ 

※今回の募集団地は、民間の借上型市営住宅です。以下の要件を含みます。 

 ①入居期間はボヌールは最長１７年間、ル・ボナーは最長１８年間です。 

 ②家賃の他に、共益費として毎月６,０００円が必要です。 

③駐車場を希望される場合、別途契約が必要です。【１台につき毎月３，０００

円（税別）】 

・公共料金（電気・ガス・水道等）は自己負担となります。 

・ペット等の飼育はできません。 

・家賃月額は、入居者の収入や住宅の規模、経過年数、立地条件などに応じて、

毎年度算定します。 

３ 申込用紙配布期間 

  令和２年４月１日（水）から４月３０日（木）まで ※土･日・祝日を除く 

４ 申込受付期間 

  令和２年４月２０日（月）から４月３０（木）まで ※土･日・祝日を除く   

  午前９時～正午、午後１時～午後５時まで（２３、３０日（木）は午後７時

まで） 
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５ 申込受付及び問い合わせ先 

  綾部市建設部建築課住宅・空家等対策担当 ４２－３２８０（内線３３３） 

                      ４２－４２８４（直通電話） 

６ 申込資格 

次の条件すべてに該当する方でなければ、申込資格はありません。 

（１）現に住宅に困窮している方。 

（２）市内に住所若しくは勤務先を有する方又は新たに市内に居住することが必

要な方。 

（３）申込人と入居しようとする方が親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情のある方又は、婚約者を含む。）であること。 

（４）申込人及び入居しようとする親族が暴力団員でないこと。 

（５）申込人及び入居しようとする親族が市町村税を滞納していないこと。 

（６）申込人及び入居しようとする親族の収入月額が､158,000円以下（裁量階層

に該当する世帯は214,000円以下）であること。 

※ 申込人及び入居しようとする親族の年間所得金額から、１０ページの「控除の種

類及び控除額一覧」に掲げる要件に応じた控除額を控除し、１２カ月で除したもの

が収入月額となります。詳しくは、６～７ページの「収入月額の算定方法」参照 

※ 裁量階層とは、９ページの「裁量階層について」に掲げる要件に該当する世

帯のことです。 

（その他） 

・家族を不自然に分割した申込みは認めません。 

・申込後において、申込書記載の同居親族の変更（出生・死亡の場合を除く。）

は認めません。 

・入居決定者は、市営住宅の賃貸借契約を締結するとき、緊急時の対応等のため

「緊急連絡先」の報告をお願いします（同居者以外）。 

７ 申込方法 

次の書類を申込受付期間内に市役所建築課へ提出してください。なお、郵送で

の受付はできません。 

①綾部市営住宅入居申込書（様式第４号）  

市役所建築課で募集案内書と一緒に配布します。 

②世帯全員の住民票（市役所市民・国保課で発行：３００円） 

申込人の世帯全員の住民票（世帯主名と続柄が表示されたもの） 
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※ 内縁の配偶者については、住民票の続柄が未届の夫又は未届の妻であることが

必要です（「同居人」は不可）。 

③平成３１度課税証明書（市役所市民・国保課で発行：３００円］ 

申込人及び入居しようとする親族全員の平成３１度課税証明書等（次項参照） 

　公　告　

199



4

（１）給与所得の方 

現 在 の 職 場 収 入 の 計 算 期 間  証 明 書 の 種 類  

平成３１年１月１日以前か

ら引き続き勤務している方 

平成３１年１月１日から 

同年１２月３１日まで 

・平成３１年度課税証明書 

・令和元年分源泉徴収票 

※両方提出してください。 

平成３１年１月２日以降に

就職し、１年以上経ってい

る方 

申込み月の前月からさかの

ぼった１年間 
・平成３１年度課税証明書 

・給与支払証明書（別紙） 

※両方提出してください。 
勤務してから１年未満の方 

就職した月から申込み月の前

月まで（２カ月以上の実績が

ない方は連絡してくださ

い。） 

（２）事業収入の方 

現 在 の 職 場 収 入 の 計 算 期 間  証 明 書 の 種 類  

平成３１年１月１日以前か

ら引き続き営業している方 

平成３１年１月１日から 

同年１２月３１日まで 

令和元年分の所得税の確定

申告書（控）（税務署の受

付印のあるもの） 

平成３１年１月２日以降に

開業し、１年以上経ってい

る方 

申込み月の前月からさかの

ぼった１年間 
・平成３１年度課税証明書 

・営業実績証明書（別紙） 

※両方提出してください。 
開業してから１年未満の方 

開業した月から申込み月の前

月まで（２カ月以上の実績が

ない方は連絡してくださ

い。） 

（３）年金収入の方 

現 在 の 職 場 収 入 の 計 算 期 間  証 明 書 の 種 類 

平成３１年１月１日以前から引

き続き年金を受給している方 

平成３１年１月１日から 

同年１２月３１日 
・平成３１年度課税証明書 

・年金振込通知書（はが

き）又は年金証書の写し 

※両方提出してください。 
平成３１年１月２日以降に

年金を受給されている方 
直近の年金月額×１２カ月 

（４）収入のない方 

  次に掲げる証明書類のいずれかを提出してください。 

  ①雇用保険受給資格者証または離職票 

  ②退職証明書 

  ③生活保護を受けている方は、生活保護受給者証 

④市税の完納証明書（市役所市民・国保課で発行：３００円） 

申込人及び入居しようとする親族全員の完納証明書 
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⑤その他の必要な書類 

（１）身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、戦傷病者手帳など

を所持している方は提示してください。 

（２）単身で申込む方で、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護

を必要とする場合は、事前に相談してください。 

（３）扶養控除関係に変更のあった方 

   令和２年１月１日以降に控除関係の変更のあった方は、変更のあったこと

の分かる書類（国民健康保険以外の健康保険証など）を提示してください。 

（４）立ち退き要求により申込みをされる方 

   家主の立ち退き要求書を提出してください。 

   ※家主の記名押印、日付、立ち退き要求の理由、期日などを記入。 

（５）婚約者と申込みをされる方は、別紙「婚約証明書」又は結婚式場等の予約

証明書を提出してください。 

【提出書類の注意事項】 

申込人の同一世帯以外の方が、住民票・課税証明書・完納証明書の発行を申請される場合

は、申込人の委任状が必要となります。（親子であっても世帯が違う場合は申込人の委任状

が必要。）また、住民票については、本人が申請する場合でも、本人確認の書類（運転免許

証等）が必要となります。※委任状は市民・国保課にあります。（任意で作成も可） 

提出していただいた書類はお返しできませんのでご了承ください。また、その他必要に応

じて、別途に書類を提示又は提出していただく場合があります。 

８ 入 居 者 の 決 定 

  類審査後、入居者選考委員会の審査及び抽選（入居資格者が募集戸数を超え

た場合）を行い、入居者を決定します（必要があれば申込人の自宅に訪問する

等の実情調査を行います）。 

９ 抽選会（入居資格者が募集戸数を超えた場合） 

  令和２年５月２７日（水）予定 

10 入居予定日 

  令和２年７月１日（水） 
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収 入 月 額 の 算 定 方 法 

【収入月額の求め方】 

  年間所得金額－(38万円×同居・別居扶養親族等の数)－該当控除額  
                 12                 

【年間所得金額の求め方】 

① 給与所得者の場合 

  次表により「年間収入金額」から「年間所得金額」を算出します。 

年 間 収 入 金 額 年 間 所 得 金 額 

651,000円未満 0円 

651,000円以上～1,619,000円未満 年間収入金額－650,000円 

1,619,000円以上～1,620,000円未満 969,000円 

1,620,000円以上～1,622,000円未満 970,000円 

1,622,000円以上～1,624,000円未満 972,000円 

1,624,000円以上～1,628,000円未満 974,000円 

1,628,000円以上～1,800,000円未満 ※端数整理後の年間収入金額×0.6 

1,800,000円以上～3,600,000円未満 ※端数整理後の年間収入金額×0.7－180,000円 

3,600,000円以上～6,600,000円未満 ※端数整理後の年間収入金額×0.8－540,000円 

6,600,000円以上～10,000,000円未満 年間収入金額×0.9－1,200,000円 

※端数整理後の年間収入金額 

年間収入金額を4,000で除し、出た数の小数点以下を切捨て4,000を乗ずる。 

 【例】年間収入金額2,859,999円の年間所得金額 

    2,859,999円÷4,000＝714.999…（小数点以下切捨て） 

 714×4,000＝2,856,000円←端数整理後の年間収入金額 

  2,856,000円×0.7－180,000円＝1,819,200円 

   なお、平成３１年１月２日以降に勤務された方は「給与支払証明書」を勤務先の会社印

押印の上、提出してください。また、退職された方は、元の勤務先が発行した退職証明書

等、退職を証明できるものを提出してください。 

 〔就職後１年未満の方の年間総収入金額算出方法〕 

勤務した翌月から申込月の前月までの総収入金額－賞与 
  勤務した翌月から申込月の前月までの月数 

×12＋賞与＝推定年間総収入金
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② 事業所得者の場合 

  年間収入金額から必要経費を控除した額です。 

  なお、平成３１年１月２日以降に開業された方は別紙「営業実績明細書」を提出してくだ

さい。 

〔開業後１年未満の方の年間収入金額算出方法〕 

開業月の翌月から申込月の前月までの総収入金額－必要経費  
開業月の翌月から申込月の前月までの月数 

③ 年金所得者の場合 

  次表により「年間年金収入金額」から「年間年金所得金額」を算出します。 

受給者の年齢 年間年金収入金額（Ａ） 年間年金所得金額 

65歳未満 

700,000円以下 0円 

700,000円を超え1,300,000円以下 （Ａ）－700,000円 

1,300,000円を超え4,100,000円以下 （Ａ）×0.75－375,000円 

4,100,000円を超え7,700,000円以下 （Ａ）×0.85－785,000円 

7,700,000円を超える場合 （Ａ）×0.95－1,555,000円 

65歳以上 

1,200,000円以下 0円 

1,200,000円を超え3,300,000円以下 （Ａ）－1,200,000円 

3,300,000円を超え4,100,000円以下 （Ａ）×0.75－375,000円 

4,100,000円を超え7,700,000円以下 （Ａ）×0.85－785,000円 

7,700,000円を超える場合 （Ａ）×0.95－1,555,000円 

※申込人の年間所得金額は、入居しようとする親族の所得も含みます。 

【例】申込人の同居親族が妻と子1人の場合 

申込人（世帯主）の年間所得金額＝1 , 6 0 0 , 0 0 0円 

同居親族（妻）の年間所得金額＝800,000円 

同居親族（子）の年間所得金額＝0円 

申込人の年間所得金額（合算）：1,600,000円＋800,000円＝2,400,000円

×12＝推定年間収入金額
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基 準 早 見 表 

年間収入金額ベースによる基準早見表（同居親族に申込人は含みません。） 

（年間収入金額ベース） 

種 別 
入居収入 

基 準 額 

同 居 親 族 及 び 別 居 の 扶 養 親 族 数  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

一 般 

申込者 

158,000円

以 下 

0円 

～ 

2,967,999円 

0円 

～ 

3,511,999円 

0円 

～ 

3,995,999円 

0円 

～ 

4,471,999円 

0円 

～ 

4,947,999円 

0円 

～ 

5,423,999円 

裁量階層 

申 込 者 

214,000円

以 下 

0円 

～ 

3,887,999円 

0円 

～ 

4,363,999円 

0円 

～ 

4,835,999円 

0円 

～ 

5,311,999円 

0円 

～ 

5,787,999円 

0円 

～ 

6,263,999円 

年間所得金額ベースによる基準早見表（同居親族に申込人は含みません。） 

（年間所得金額ベース） 

種 別 
入居収入 

基 準 額 

同 居 親 族 及 び 別 居 の 扶 養 親 族 数  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

一 般 

申込者 

158,000円

以 下 

0円 

～ 

1,896,000円 

0円 

～ 

2,276,000円 

0円 

～ 

2,656,000円 

0円 

～ 

3,036,000円 

0円 

～ 

3,416,000円 

0円 

～ 

3,796,000円 

裁量階層 

申 込 者 

214,000円

以 下 

0円 

～ 

2,568,000円 

0円 

～ 

2,948,000円 

0円 

～ 

3,328,000円 

0円 

～ 

3,708,000円 

0円 

～ 

4,088,000円 

0円 

～ 

4,468,000円 

申込人及び入居しようとする親族の年間収入金額及び年間所得金額が、上記早見表の金

額以下であれば入居の申込みができます。 

なお、上記早見表は、１０ページの「控除の種類及び控除額一覧」に掲げる親族控除の

み反映されています。（その他障害者等の控除は反映されていません。） 
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裁 量 階 層 に つ い て 

 次のいずれかに該当する世帯は裁量階層となり、入居申込みが可能な月額所得の

範囲が214,000円以下となります。（※一般世帯は158,000円以下） 

世 帯 区 分 要 件 必 要 書 類 

障 害 者 

イ 申込人又は同居親族が身体障害者手帳の

交付を受けている場合（障害の程度が1級

から4級まで） 

身体障害者手帳の

写し 

ロ 申込人又は同居親族が精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けている場合（障害の程

度が1級又は2級） 

精神障害者保健福

祉手帳の写し 

ハ ロに規定する精神障害者の程度に相当す

る程度と認められる知的障害者 
療育手帳の写し 

高 齢 者 

申込人が60歳以上の方であり、かつ、同居親

族のいずれもが60歳以上又は18歳未満の方で

ある場合 

世帯全員の住民票 

戦 傷 病 者 

申込人又は同居親族が戦傷病者手帳の交付を

受けている場合（障害の程度が特別項症から

第6項症まで、又は第1款症であること） 

戦傷病者手帳の写

し 

原子爆弾被爆者 
申込人又は同居親族が厚生労働大臣の認定を

受けている原子爆弾被爆者である場合 

特別手当証書の写

し 

引 揚 者 

申込人又は同居親族が海外からの引揚者であ

る場合（引き揚げた日から起算して５年以内

に限る） 

厚生労働大臣の引

揚者証明書又は支

給決定通知書（自

立支度金）の写し 

ハ ン セ ン 病  

療養所入所者等 

申込人又は同居親族が平成8年3月31日までの

間に国立ハンセン病療養所その他の厚生労働

大臣が定めるハンセン病療養所に入所してい

た方 

入所していたこと

を証明する療養所

長の証明書 

中学校を卒業す

るまでの子供が

いる世帯 

同居親族に15歳に達する日以後の最初の3月

31日までの間にある方がいる世帯 
世帯全員の住民票 

新 婚 世 帯 

今回の受付期間初日において、夫婦・婚約者

とも40歳未満であり、かつ、婚姻後1年未満

の方がある場合（夫婦構成に変更がない場合

に限り、入居日から起算して10年間を裁量階

層とします。） 

婚姻届受理証明書

等 
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控 除 の 種 類 及 び 控 除 額 一 覧 

種 類 要 件 控除額（年額） 

親 族 控 除 
・入居しようとする親族（申込人を除く） 

・別居の扶養親族 
1人につき38万円 

老人控除対象配偶者 

老人扶養親族 
・70歳以上の方 1人につき10万円 

16歳以上23歳未

満の扶養親族 
・扶養親族のうち年齢16歳以上23歳未満の方 1人につき25万円 

障 害 者 

・身体障害者手帳の交付を受けている方 

・戦傷病者手帳の交付を受けている方 

・精神保健指定医等の判定により知的障害者と判定され

た方 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方 

1人につき27万円 

特別障害者 

・身体障害者手帳の交付を受けている方で1級又は2級に

該当する方 

・戦傷病者手帳の交付を受けている方で特別項症から第

３項症までに該当する方 

・原子爆弾被爆者として厚生労働大臣の認定を受けた方 

・心身喪失の状況にある方又は精神保健指定医等の判定

により重度の知的障害者と判定された方 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方で１級

に該当する方 

1人につき40万円 

寡 婦 

寡婦とは、次のいずれかに該当する方 

・夫と死別・離婚した後婚姻をしていない方や夫の生死

が不明な方で、扶養親族や年間の所得金額が基礎控除

額以下の生計を一つにする子（他の所得者の控除対象

配偶者や扶養親族とされている親族を除く）のある方 

・夫と死別後婚姻をしていない方や夫の生死が不明な方

で、年間の所得金額が500万円以下の方 

27万円 

ただし、所得金額

が27万円未満の場

合は、その金額 

寡 夫 

寡夫とは、次のすべてに該当する方 

・妻と死別し、又は離婚後婚姻していない方、あるいは

妻の生死が不明な方 

・生計を一にする子（合計所得金額が基礎控除額以下）

のある方 

・合計所得金額が500万円以下の方 

27万円 

ただし、所得金額

が27万円未満の場

合は、その金額 
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①ボヌール（味方町） 

②ル・ボナー（味方町） 

募集団地位置図

北 

②ル・ボナー①ボヌール

味方町
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綾部市公告第２４号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項及び第１１条の２第１２

項に基づき、住民基本台帳の一部の写しの閲覧の状況について公告する。

  令和２年４月１日

                        綾部市長 山 崎 善 也 
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綾部市上下水道事業管理規程第４号 

 綾部市企業職員給与規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市企業職員給与規程の一部を改正する規程 

 綾部市企業職員給与規程（昭和４４年綾部市水道課管理規程第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第４２条第１項中「基準日以前６か月以内の期間におけるその者の勤務成績」を「その

者の基準日以前における直近の人事評価の結果及び基準日以前６か月以内の期間における

勤務の状況」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程による改正後の第４２条第１項の規定は、令和２年１２月以後に支給する勤

勉手当について適用し、同年６月に支給する勤勉手当については、なお従前の例による。 

上下水道事業管理規程
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綾部市上下水道事業管理規程第５号 

綾部市上下水道事業会計規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和２年３月２７日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市上下水道事業会計規程の一部を改正する規程 

綾部市上下水道事業会計規程（平成２６年綾部市水道事業管理規程第１号）の一部を次

のように改正する。 

 別表第１上水道事業勘定科目表収益勘定の表及び別表第１上水道事業勘定科目表費用勘

定の表を次のように改める。 

上下水道事業管理規程
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収益勘定 

款 項 目 節 科目区分の説明 

事業収益     

 営業収益   主たる営業活動から生ずる収益 

  給水収益  水道使用料 

   水道使用料  

  手数料収益   

   設計審査竣

工検査手数

料 

   給水管分岐

工事立会手

数料 

   指定給水装

置工事事業

者登録手数

料 

   閉栓手数料  

   督促手数料  

   その他手数

料 

  他会計負担

金 

   他会計負担

金 

収益的支出を負担することを目的

とする他会計からの繰入金 

  受託工事収

益 

   受託工事収

益 

給水装置の新設又は修繕等の工事

受託による収益 

  その他営業

収益 

   材料売却収

益 

給水装置の新設又は修繕等に使用

する器具、材料等の販売代金 

   雑収益 上記以外の営業収益 

 営業外収益   金融及び販売活動に伴う収益その

他主たる営業活動以外から生ずる

収益 
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  受託工事収

益 

   受託工事収

益 

  受取利息及

び配当金 

   預金利息  

   貸付金利息  

   有価証券利

息 

   配当金  

  他会計補助

金 

   他会計補助

金 

収益的支出を負担することを目的

とする他会計からの繰入金で返済

を要しないもの 

  補助金  

   国庫補助金 

   府補助金 

  消費税及び

地方消費税

還付金 

   消費税及び

地方消費税

還付金 

  長期前受金

戻入 

   長期前受金

戻入 

省令第21条第２項又は第３項の規

定により償却した長期前受金の額

のうち営業外収益として整理する

もの 

  雑収益   

   有価証券売

却収益 

有価証券の売却代金 

   不用品売却

収益 

不用品の売却代金 

   その他雑収

益 
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 特別利益   当年度の経常的収益から除外すべ

き利益 

  固定資産売

却益 

   固定資産売

却益 

固定資産の売却価額が当該固定資

産の売却時の帳簿価額を超える金

額 

  過年度損益

修正益 

   過年度損益

修正益 

前年度以前の損益の修正で利益の

性質を有するもの 

  その他特別

利益 

   その他特別

利益 
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  費用勘定

款 項 目 節 科目区分の説明

事業費用

営業費用 主たる営業活動から生ずる費用

浄水費 取水、浄水に係る設備の維持及び

作業に要する費用

給料 職員の本給

手当 職員の扶養、期末、勤勉、時間外

勤務及び特殊勤務等の諸手当、会

計年度任用職員の期末手当

賞与引当金

繰入額

賞与引当金として計上するための

繰入額

報酬 臨時的任用職員、会計年度任用職

員等の報酬

法定福利費 事業主負担の健康保険料、共済組

合費、雇用保険料、公務災害補償

費等

旅費 旅費に関する規程等に基づいて職

員等に支給する旅費

被服費 被服類貸与規程に基づいて職員に

貸与する被服の購入費

備消品費 事務及び工事用の消耗品費並びに

耐用年数１年未満又は取得価額

１０万円未満の器具及び備品費

燃料費 工事用、自動車用及び暖房用の燃

料費

光熱水費 電気料金、ガス料金等

印刷製本費 文書、図面、帳簿等の印刷費及び

伝票、帳簿等の製本費

通信運搬費 はがき、郵便切手、電信電話料、

運送料等

委託料 水質試験、浄水方法の試験研究等

の委託に要する費用

手数料 公金取扱、し尿処理、訴訟手数料

等

賃借料 借地料、機器借上料、自動車借上

料等

修繕費 有形固定資産等の維持修繕に要す

る工事請負等の費用
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修繕引当金

繰入額

修繕引当金として計上するための

繰入額

特別修繕引

当金繰入額

特別修繕引当金として計上するた

めの繰入額

路面復旧費 導水管の修理等による道路法（昭

和２７年法律第１８０号）に定め

られた道路の修復費

動力費 機械装置等の運転に必要な電力料

及び燃料費

薬品費 原水の沈でん及び浄水の滅菌に要

する薬品費

材料費 有形固定資産等の維持修繕に要す

る諸材料費

補償金 補償金、賠償金、見舞金等

負担金 庁舎維持負担金等

保険料 事業用財産等に対する損害保険料 

公課費  

その他引当

金繰入額

省令第２２条の規定により引き当

てるその他引当金として計上する

ための繰入額

雑費

給配水費 配水池、配水管その他浄水の配水

に係る設備の維持及び作業に要す

る費用

給料

手当

賞与引当金

繰入額

報酬

法定福利費

旅費

被服費

備消品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費
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委託料

手数料

賃借料

修繕費

修繕引当金

繰入額

特別修繕引

当金繰入額

路面復旧費

動力費

薬品費

材料費

補償金

負担金

保険料 

公課費 

その他引当

金繰入額

雑費

業務費 料金の調定、集金、検針その他の

業務及び給水装置に附属する量水

器の維持に要する費用

給料

手当

賞与引当金

繰入額

報酬

法定福利費

旅費

被服費

備消品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料
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修繕費

修繕引当金

繰入額

特別修繕引

当金繰入額

材料費

補償金

保険料

公課費

その他引当

金繰入額

雑費

総係費 事業活動の全般に関連する費用

給料

手当

賞与引当金

繰入額

報酬 審議会委員、臨時的任用職員、会

計年度任用職員等の報酬

法定福利費

旅費

諸謝金 講師等の謝礼

報償費 報償金、奨励金等

被服費

備消品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

広告料 広告及び宣伝に要する費用

委託料

手数料

賃借料

修繕費

修繕引当金

繰入額

特別修繕引

当金繰入額
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補償金

研修費 職員の研修に要する費用

食糧費 会議のための茶菓、弁当代等

厚生費 医務、衛生、保健等に要する費用

会費負担金 関係団体の会費負担金

保険料

公課費

貸倒引当金

繰入額

貸倒引当金として計上するための

繰入額

その他引当

金繰入額

雑費

受託工事費

給料

手当

賞与引当金

繰入額

報酬 臨時的任用職員、会計年度任用職

員等の報酬

法定福利費

旅費

被服費

備消品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

動力費

路面復旧費

材料費

補償金

負担金

工事請負費

保険料
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公課費

雑費

減価償却費 省令第１３条、第１５条又は第

１６条の規定による償却額

有形固定資

産減価償却

費

建物、構築物、機械、装置、車両

運搬具、工具、器具、備品、リー

ス資産等（耐用年数１年未満又は

取得価額１０万円未満のものを除

く。）の償却額

無形固定資

産減価償却

費

水利権、借地権、地上権、特許権、

施設利用権、リース資産等の償却

額

資産減耗費

固定資産除

却費

有形固定資産の除却損又は廃棄損

及び撤去費

たな卸資産

減耗費

たな卸資産のき損、変質又は滅失

による除却費及び低価法による評

価損

その他営業

費用

上記以外の営業費用

材料売却原

価

給水装置用の販売器具、材料等の

原価

雑支出

営業外費用

支払利息及

び企業債取

扱諸費

金融及び財務活動に伴う費用その

他主たる営業活動に係る費用以外

の費用

企業債利息 企業債に対する利息

借入金利息 他会計借入金、一時借入金等に対

する利息

企業債手数

料及び取扱

費

企業債の元利償還の都度支払う手

数料及び取扱費

受託工事費

給料

手当

賞与引当金

繰入額
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報酬

法定福利費

旅費

被服費

備消品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

動力費

路面復旧費

材料費

補償金

負担金

工事請負費

保険料

公課費

雑費

雑支出

不用品売却

原価

売却した不用品の原価

その他雑支

出

特別損失 当年度の経常的費用から除外すべ

き損失

固定資産売

却損

固定資産売

却損

固定資産の売却価額が当該固定資

産の売却時の帳簿価額に不足する

金額

減損損失

減損損失 事業年度の末日において予測する

ことができない減損が生じたもの

又は減損損失を認識すべきものの

当該生じた減損による損失又は認

識すべき減損損失の額
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災害による

損失

災害による

損失

災害による巨額の臨時損失

過年度損益

修正損

過年度損益

修正損

前年度以前の損益の修正で損失の

性質を有するもの

その他特別

損失

その他特別

損失
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別表第１下水道事業勘定科目表費用勘定の表を次のように改める。 
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費用勘定 

款 項 目 節 科目区分の説明 

事業費用     

 営業費用   主たる営業活動から生ずる費用 

管渠
きょ

費 管渠
きょ

の維持管理に要する費用 

   給料 職員の本給 

   手当 職員の扶養、期末、勤勉、時間外

勤務及び特殊勤務等の諸手当、会

計年度任用職員の期末手当 

   賞与引当金

繰入額 

賞与引当金として計上するための

繰入額 

   報酬 臨時的任用職員、会計年度任用職

員等の報酬 

   法定福利費 事業主負担の健康保険料、共済組

合費、雇用保険料、公務災害補償

等 

   労務災害補

償費 

   旅費 旅費に関する規程等に基づいて職

員等に支給する旅費 

   諸謝金 講師等の謝礼 

   報償費 報償金、奨励金等 

   被服費 被服類貸与規程に基づいて職員に

貸与する被服の購入費 

   備消品費 事務及び工事用の備品、消耗品費 

   燃料費 工事用、自動車用及び暖房用の燃

料費 

   光熱水費 電気料金、ガス料金等 

   印刷製本費 文書、図面、帳簿等の印刷費及び

伝票、帳簿等の製本費 

   通信運搬費 はがき、郵便切手、電信電話料、

運送料等 

   委託料 施設点検及び作業等の委託に要す

る費用 

   手数料 公金取扱、訴訟手数料等 

   賃借料 借地料、機器借上料、自動車借上

料等 

   修繕費 有形固定資産等の維持修繕に要す

る維持請負等の費用 
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   修繕引当金

繰入額 

修繕引当金として計上するための

繰入額 

   特別修繕引

当金繰入額 

特別修繕引当金として計上するた

めの繰入額 

   薬品費 汚水処理等に要する薬品費 

   材料費 有形固定資産等の維持修繕に要す

る諸材料費 

   補償金 補償金、賠償金等 

   研修費 職員の研修に要する費用 

   厚生費 医務、衛生、保健等に要する費用 

   補助交付金 補助金、交付金 

   負担金 関係団体の会費及び負担金等 

   工事請負費 工事請負等の費用 

   保険料 事業用財産等に対する損害保険料 

   公課費  

   その他引当

金繰入額 

   雑費  

  ポンプ場費  排水機場等の維持管理に要する費

用 

   給料  

   手当  

   賞与引当金

繰入額 

   報酬  

   法定福利費  

   労務災害補 

償費 

   旅費  

   諸謝金  

   報償費  

   被服費  

   備消品費  

   燃料費  

   光熱水費  

   印刷製本費  

   通信運搬費  
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   委託料  

   手数料  

   賃借料  

   修繕費  

   修繕引当金

繰入額 

   特別修繕引

当金繰入額 

   薬品費  

   材料費  

   補償金  

   研修費  

   厚生費  

   補助交付金  

   負担金  

   工事請負費  

   保険料  

   公課費  

   その他引当

金繰入額 

   雑費  

  処理場費  処理場等の維持管理に要する費用 

   給料  

   手当  

   賞与引当金

繰入額 

   報酬  

   法定福利費  

   労務災害補

償費 

   旅費  

   諸謝金  

   報償費  

   被服費  

   備消品費  

   燃料費  

   光熱水費  

   印刷製本費  
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   通信運搬費  

   委託料  

   手数料  

   賃借料  

   修繕費  

   修繕引当金

繰入額 

   特別修繕引

当金繰入額 

   薬品費  

   材料費  

   補償金  

   研修費  

   厚生費  

   補助交付金  

   負担金  

   工事請負費  

   保険料  

   公課費  

   その他引当

金繰入額 

   雑費  

  浄化槽費  浄化槽等の維持管理に要する費用 

   給料  

   手当  

   賞与引当金

繰入額 

   報酬  

   法定福利費  

   労務災害補

償費 

   旅費  

   諸謝金  

   報償費  

   被服費  

   備消品費  

   燃料費  

   光熱水費  
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   印刷製本費  

   通信運搬費  

   委託料  

   手数料  

   賃借料  

   修繕費  

   修繕引当金

繰入額 

   特別修繕引

当金繰入額 

   薬品費  

   材料費  

   補償金  

   研修費  

   厚生費  

   補助交付金  

   負担金  

   工事請負費  

   保険料  

   公課費  

   その他引当

金繰入額 

   雑費  

  雨水事業費   

   給料  

   手当  

   賞与引当金

繰入額 

   報酬  

   法定福利費  

   労務災害補

償費 

   旅費  

   諸謝金  

   報償費  

   被服費  

   備消品費  

   燃料費  
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   光熱水費  

   印刷製本費  

   通信運搬費  

   委託料  

   手数料  

   賃借料  

   修繕費  

   修繕引当金 

繰入額 

   特別修繕引

当金繰入額 

   薬品費  

   材料費  

   補償金  

   研修費  

   厚生費  

   補助交付金  

   負担金  

   工事請負費  

   保険料  

   公課費  

   その他引当

金繰入額 

   雑費  

  受託事業費   

   給料  

   手当  

   賞与引当金

繰入額 

   報酬  

   法定福利費  

   労務災害補

償費 

   旅費  

   諸謝金  

   報償費  

   被服費  

   備消品費  
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   燃料費  

   光熱水費  

   印刷製本費  

   通信運搬費  

   委託料  

   手数料  

   賃借料  

   修繕費  

   修繕引当金

繰入額 

   特別修繕引

当金繰入額 

   薬品費  

   材料費  

   補償金  

   研修費  

   厚生費  

   補助交付金  

   負担金  

   工事請負費  

   保険料  

   公課費  

   その他引当

金繰入額 

   雑費  

  総係費  事業活動の全般に関連する費用 

   給料  

   手当  

   賞与引当金

繰入額 

   報酬 審議会委員、臨時的任用職員、会

計年度任用職員等の報酬 

   法定福利費  

   労務災害補

償費 

   旅費  

   諸謝金  

   報償費  
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   被服費  

   備消品費  

   燃料費  

   光熱水費  

   印刷製本費  

   通信運搬費  

   委託料  

   手数料  

   賃借料  

   修繕費  

   修繕引当金

繰入額 

   特別修繕引

当金繰入額 

   薬品費  

   材料費  

   補償金  

   研修費  

   厚生費  

   補助交付金  

   負担金  

   工事請負費  

   保険料  

   公課費  

   貸倒引当金

繰入額 

貸倒引当金として計上するための

繰入額 

   その他引当

金繰入額 

   雑費  

  減価償却費  省令第１３条、第１５条又は第

１６条の規定による償却額 

   建物減価償

却費 

   建物附属設

備減価償却

費 

   構築物減価

償却費 
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   機械及び装

置減価償却

費 

   車両運搬具

減価償却費 

   工具・器具

及び備品減

価償却費 

   リース資産

減価償却費 

リース資産等（耐用年数１年未満

又は取得価額１０万円未満のもの

を除く）の償却額 

   その他有形

固定資産減

価償却費 

上記以外の有形固定資産の償却額 

   特許権減価

償却費 

   施設利用権

減価償却費 

   リース資産

減価償却費 

   ソフトウェ

ア減価償却

費 

   その他無形

固定資産減

価償却費 

上記以外の無形固定資産の償却額 

  資産減耗費   

   固定資産除

却費 

有形固定資産の除去損又は廃棄損

及び撤去費 

   たな卸資産

減耗費 

  その他営業

費用 

 上記以外の営業費用 

   雑支出  

 営業外費用    

  支払利息及

び企業債取

扱諸費 

 金融及び財務活動に伴う費用その

他主たる営業活動に係る費用以外

の費用 
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   企業債利息 企業債に対する利息 

   借入金利息 他会計借入金、一時借入金等に対

する利息 

   企業債手数

料及び取扱 

諸費 

企業債の元利償還の都度支払う手

数料及び取扱費 

   リース利息  

  消費税及び

地方消費税 

   消費税及び

地方消費税 

  その他公課

費 

   その他公課

費 

  雑支出   

   雑支出  

 特別損失   当年度の経常的費用から除外すべ

き損失 

  固定資産売

却損 

   固定資産売

却損 

固定資産の売却価額が当該固定資

産の売却時の帳簿価額に不足する

金額 

  減損損失   

   減損損失 事業年度の末日において予測する

ことができない減損が生じたもの

又は減損損失を認識すべきものの

当該生じた減損による損失又は認

識すべき減損損失の額 

  災害による

損失 

   災害による

損失 

災害による巨額の臨時損失 

  臨時損失   

   臨時損失  

  過年度損益

修正損 

上下水道事業管理規程

235



   過年度損益

修正損 

前年度以前の損益の修正で損失の

性質を有するもの 

  その他特別

損失 

   その他特別

損失 

 予備費    

  予備費   

   予備費  
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附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程による改正後の別表第１の規定は、令和２年度以後の年度の予算及び決算に

ついて適用し、令和元年度の予算及び決算については、なお従前の例による。 
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綾部市立の小学校及び中学校教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則をここに公

布する。

  令和２年３月２７日

綾部市教育委員会     

教育長 足 立 雅 和 

綾部市教育委員会規則第３号

綾部市立の小学校及び中学校教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則

（趣旨） 

第１条 この規則は、職員の給与等に関する条例（昭和３１年京都府条例第２８号。以下

「条例」という。）第４７条の規定に基づき読み替えて適用する第３７条の５の規定に

より、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法

律第７７号）第７条第１項に規定する指針（以下「指針」という。）を踏まえ、綾部市

立の小学校及び中学校教育職員（以下「教育職員」という。）の業務量の適切な管理等

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（業務を行う時間から所定の勤務時間を除いた時間及び月数の上限） 

第２条 綾部市教育委員会は、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育

の水準の維持向上に資するよう、教育職員が業務を行う時間（指針に規定する在校等時

間をいう。以下同じ。）から所定の勤務時間（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に基づく休日及び年末年始の休日並びに条例第１８条第１項前段に規定

する人事委員会規則で定める日及び同項後段に規定する人事委員会規則で定める日（そ

れぞれ代休日が指定された日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。以下

同じ。）を除いた時間を次に掲げる時間の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量

の適切な管理を行う。 

（１）１か月について４５時間 

（２）１年について３６０時間 

２ 綾部市教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない業務

量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得

ない場合には、前項の規定にかかわらず、教育職員が業務を行う時間から所定の勤務時

間を除いた時間を次に掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務

量の適切な管理を行う。 

（１）１か月について１００時間未満 

（２）１年について７２０時間 

（３）１か月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１か月、２か月、３か月、４か

月及び５か月の期間を加えたそれぞれの期間において１か月当たりの平均時間につ
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いて８０時間 

（４）１年のうち１か月において所定の勤務時間以外の時間において４５時間を超えて業

務を行う月数について６か月 

（委任） 

第３条 この規則に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の

健康及び福祉の確保を図るために必要な事項については、綾部市教育委員会教育長が別

に定める。 

附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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綾部市適応指導教室設置規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和２年３月２７日

綾部市教育委員会     

教育長 足 立 雅 和 

綾部市教育委員会規則第４号

綾部市適応指導教室設置規則の一部を改正する規則

綾部市適応指導教室設置規則（平成２２年綾部市教育委員会規則第３号）の一部を次の

ように改正する。

題名中「綾部市適応指導教室」を「綾部市教育支援センター」に改める。

第１条中「綾部市適応指導教室」を「綾部市教育支援センター」に、「指導及び相談を

行い、早期の学校生活への復帰を」を「相談及び指導を行うことにより、社会的な自立や

学校復帰に向かうよう」に改める。

第２条中「綾部市適応指導教室」を「綾部市教育支援センター」に改める。

第３条第１項中「綾部市適応指導教室」を「綾部市教育支援センター」に、「「適応指

導教室」」を「「センター」」に改め、「という。）は」の次に「、教育相談を行うとと

もに」を加え、同条第２項中「適応指導教室」を「センター」に改め、同項中「応じた適

応」を「応じた相談及び」に改め、同条第３項中「専門医、学識経験者等」を「カウンセ

ラー等」に改め、同条第４項中「適応指導教室」を「センター」に改める。

第４条の見出しを「（相談及び指導内容）」に改め、同条中「適応指導教室」を「セン

ター」に改め、「における」の次に「相談及び」を加える。

第５条第１項及び第２項中「適応指導教室」を「センター」に改める。

第６条各号列記以外の部分中「適応指導教室」を「センター」に、「綾部市立小学校及

び綾部市立中学校（以下「市立学校」という。）に在籍する児童生徒」を「綾部市内に在

住する小学生及び中学生」に改め、同条第３号中「市立」を削り、「適応指導教室」を「セ

ンター」に改める。

第７条第１項中「適応指導教室への」を「センターへの」に、「綾部市適応指導教室」

を「綾部市教育支援センター」に改める。

第８条中「綾部市適応指導教室」を「綾部市教育支援センター」に改める。

第９条及び第１０条中「適応指導教室」を「センター」に改める。

第１１条第１項中「綾部市適応指導教室」を「綾部市教育支援センター」に改める。

様式第１号から様式第３号までの規定中「綾部市適応指導教室」を「綾部市教育支援セ

ンター」に改める。

附 則
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 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市教育委員会告示第３号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１４条の規定

により、令和元年度第１４回（３月）綾部市教育委員会会議を次のとおり招集する。 

令和２年３月２６日 

                      綾部市教育委員会        

教育長 足 立 雅 和    

１ 日  時   令和２年３月２７日（金）午前８時４５分から 

２ 場  所   綾部市役所 教育委員会事務局（教育長室） 

３ 付議事項 

   ・議第７号 綾部市立の小学校及び中学校教育職員の業務量の適切な管理等に関する

規則の制定について 

４ 報告事項 

・綾部市立学校の教育職員の勤務時間の上限に関する方針について

５ 事務連絡 
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綾部市教育委員会教育長訓令甲第２号 

 綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の私有車利用による旅行に関す

る規程を次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市教育委員会      

教育長 足 立 雅 和  

綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の 

私有車利用による旅行に関する規程 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、教職員が公務のために私有車を利用して旅行すること（以下「私有

車利用による旅行」という。）に関して必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の意義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）教職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般

職の職員及び同法第３条第３項に規定する特別職の非常勤職員であって、綾部市立

の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員をいう。 

（２）私有車 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に規定する自

動車（二輪自動車を除く。）であって、教職員又は当該教職員と同一世帯の者が所

有（割賦販売法（昭和３６年法律第１５９号）による割賦等で購入し、所有権が販

売者に留保されているもの及び個人リース契約により使用権のあるものを含む。）

しているものをいう。 

 （私有車利用の届出及び登録） 

第３条 教職員は、私有車利用による旅行を行おうとする場合には、第９条に定める条件

について了解の上、利用しようとする私有車について、あらかじめ私有車登録届（様

式第１号）により旅行命令権者（以下「校長」という。）に届け出なければならない。 

２ 前項の届出に係る私有車は、次の各号に定める条件を満たしているものでなければな

らない。 

（１）教職員が当該私有車を運転した場合に有効な対人賠償額無制限かつ対物賠償額

１，０００万円以上の任意自動車保険契約（以下「任意保険」という。）が締結さ

れており、かつ、私有車利用による旅行が当該任意保険において免責事由となって

いないこと。 

（２）当該私有車について、道路運送車両法第５８条第１項の規定による検査及び同法第

４８条第１項の規定による点検を行っていること。 
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３ 第１項の届出は、複数の私有車について重複して行うことはできない。 

４ 教職員は、届出事項に変更が生じた場合（私有車利用を取りやめる場合を含む。）は、

速やかに私有車登録変更届（様式第２号）により校長に届け出なければならない。 

５ 校長は、第１項又は前項の届出があったときは、当該私有車が第２項に定める条件を

満たしているか確認の上、当該届出書を保管する。 

６ 前項の保管をもって私有車利用に係る事前の登録が完了したものとし、校長は教職員

に対し、その旨を通知する。 

７ 校長は、毎年度当初に私有車利用に係る事前の登録が完了した者について私有車利用

登録者一覧（様式第３号）を作成の上、綾部市教育委員会に提出するものとする。ま

た、提出後に登録内容の変更があった場合についてはその都度、提出するものとする。 

 （承認の手続き） 

第４条 教職員は、私有車利用による旅行を行おうとする場合には、その都度、事前に校

長にその旨を申し出なければならない。 

２ 前項の申し出を受けた校長は、次条及び第６条の規定により、当該私有車利用による

旅行を承認することができる。 

３ 校長は、前項の規定による承認を受けた教職員と出発地又は帰着地と目的地が同一で

ある教職員についてのみ、当該私有車に同乗して旅行することを承認することができ

る。 

 （利用基準） 

第５条 校長は、次のいずれかに該当する場合に、教職員の私有車利用による旅行を承認

することができる。 

（１）災害時等緊急を要する場合で、私有車の利用がやむを得ないと認められる場合 

（２）公用車が確保できず、かつ、公共交通機関等を利用することが著しく非効率な場合 

（３）その他公務の遂行のため、特に必要と認められる場合 

 （承認の制限） 

第６条 前条の規定にかかわらず、校長は、次のいずれかに該当する場合は、私有車利用

による旅行を承認してはならない。 

（１）私有車を登録した教職員自らが運転しない場合 

（２）教職員が、過労、病気、睡眠不足等により、心身ともに正常な運転ができる健康状

態にない場合 

 （教職員及び校長の遵守義務） 

第７条 教職員は、私有車利用による旅行をするに当たっては、次に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

（１）法令を遵守すること。 

（２）私有車利用による旅行の都度、運行前点検を行うこと。 

（３）運転に当たっては、心身に過度の負担がかからないよう走行距離又は運転時間に留

意するとともに、交通事故の防止に努めること。 

２ 校長は、私有車利用による旅行をする教職員に対して、前項各号に掲げる事項を遵守

させるよう努めなければならない。 
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 （交通事故の報告及び処理） 

第８条 教職員は、私有車利用による旅行中に交通事故を起こした場合には、直ちに法令

に定められた措置を講じるとともに、校長に報告し、その指示を受けなければならな

い。 

２ 校長は、前項に規定する報告があったときは、綾部市立の小学校及び中学校に勤務す

る府費負担教職員の服務に関する規程（平成２年綾部市教育委員会教育長訓令甲第１

号）第１２条の規定により、速やかに教育長に報告するものとする。 

 （損害賠償） 

第９条 第４条第２項の承認を受けた教職員が、私有車利用による旅行において発生した

交通事故により第三者に損害を与え、賠償責任が生じた場合は、その賠償額が、自動

車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）第５条に規定する責任保険又は責任共

済及び任意保険により支払われる額を超えるときは、その超える額を市が負担するも

のとする。ただし、当該教職員に故意又は重大な過失があったときは、市は当該教職

員に対して求償するものとする。 

２ 私有車利用による旅行中の事故又は故障による当該私有車の損害については、教職員

の過失の有無にかかわらず、教職員が負担するものとする。 

 （旅費） 

第１０条 私有車利用による旅行をした場合の旅費については、京都府旅費条例（昭和

２５年京都府条例第４３号）の定めるところにより支給する。 

 （その他） 

第１１条 この規程に定めるもののほか、私有車利用による旅行に関し必要な事項は、教

育長が別に定める。 

   附 則 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 

私有車登録届 

 綾部市立     学校長  様 

  私は、私有車利用に係る条件等を理解し、同意の上、旅行を命じられた際に利用する自動車として、

下記の車両を届け出ます。 

（届出日：    年  月  日） 

【届出者】 

所 属  職 名  氏 名  

利
用
す
る
車
両

メ ー カ ー 車 名

車 両 番 号
車 検

有 効 期 間
年  月  日まで

所 有 者
届出者以外の

場合の続柄等

保

険

自
賠
責

保 険 会 社
自 賠 責

証明書番号

保 険 期 間 年   月   日～     年   月   日

任

意

保 険 会 社
任 意

証 券 番 号

保 険 期 間 年   月   日～     年   月   日

補

償

内

容

対 人 無制限 対 物      万円 ※１，０００万円以上であること。

 私有車利用による旅行は免責事項となっていません。 

 〈次の書類を添えて届け出ること。〉 

  車検証（写） 

  自賠責及び任意保険証（写） 

  （住民票記載事項証明書（写可）：本人所有の車両でない場合） 

【私有車利用に係る条件等】 

〈車両に係る条件〉 

 ○法定点検を受けている車両であること。 

 ○届出者と同一世帯の者の所有する車両であること。 

 ○対人無制限、対物１，０００万円以上の任意保険に加入しており、私有車利用による旅行が免責と

なっていないこと。 

なお、割賦販売法（昭和３６年法律第１５９号）による割賦等で購入し所有権が販売者に留保され

ているもの及びリース契約により使用権のあるものの場合は、届出者が使用した事故でも任意保険

が該当となる証明が添付されていること。ただし、任意保険証書により、条件が確認できる場合は、

この限りではない。 

〈事故発生時の補償内容〉 

 ○届出車両に係る自賠責保険・任意保険により対応すること。 

 ○私有車に係る損害は届出者の自己負担とすること。 

【校長確認欄】 

確認日 校長確認欄 教頭確認欄 

年   月   日
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様式第２号（第３条関係） 

私有車登録変更届 

 綾部市立     学校長  様 

  登録された事項について変更が生じたので届け出ます。 

（届出日：    年  月  日） 

【届出者】 

所 属  職 名  氏 名  

１ 届出事項の変更を届け出ます。 

利
用
す
る
車
両

メ ー カ ー 車 名

車 両 番 号
車 検

有 効 期 間
年  月  日まで

所 有 者
届出者以外の

場合の続柄等

保

険

自
賠
責

保 険 会 社
自 賠 責

証明書番号

保 険 期 間 年   月   日～     年   月   日

任

意

保 険 会 社
任 意

証 券 番 号

保 険 期 間 年   月   日～     年   月   日

補

償

内

容

対 人 無制限 対 物      万円 ※１，０００万円以上であること。

 私有車利用による旅行は免責事項となっていません。 

 〈変更事項に係る必要な書類を添えて届け出ること。〉 

  車検証（写） 

  自賠責及び任意保険証（写） 

  （住民票記載事項証明書（写可）：本人所有の車両でない場合） 

 ※ 保険期間の更新のみの場合には届出不要 

２ 登録を取りやめますので、届け出ます。 

【校長確認欄】 

確認日 校長確認欄 教頭確認欄 

年   月   日
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様式第３号（第３条関係） 

私有車利用登録者一覧 

学校名                

校長名               

番号 職  名 職員番号 氏  名 備  考 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

１０     

１１     

１２     

１３     

１４     

１５     

１６     

１７     

１８     

１９     

２０     

※ 私有車を割賦等で購入し、所有権が販売者に留保されているものは備考欄に「割賦」、個人リース

契約により使用権のあるものは「リース」と記載すること。 
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綾部市教育委員会教育長訓令甲第３号

綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程の一部を

改正する訓令を次のように定める。

令和２年４月１日

綾部市教育委員会     

教育長 足 立 雅 和 

綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の

服務に関する規程の一部を改正する訓令

綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程（平成２年

綾部市教育委員会教育長訓令甲第１号）の一部を次のように改正する。

 別表の１の表負傷又は疾病のため療養する場合の項中「結核性疾患の場合にあっては、 

１８０日」を削る。 

 別表の２の表（２）の項中「又は交通遮断等不可抗力の原因により」を削り、「若しく

は破壊された場合又は交通機関の事故による交通遮断等不可抗力的な理由のため本人の意

志に反して勤務できない」を「又は破壊された」に、「その都度」を「７日以内でその都

度」に改め、同表（３）の項中「交通機関の事故等による不可抗力の」を「地震、水害、

火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難であると認めら

れる」に、「交通機関の故障」を「地震、水害、火災等の災害又は交通機関の故障」に、

「勤務できない」を「出勤することが著しく困難であると認められる」に改め、同表（７）

の項中「６日以内」を「５日以内」に改める。 

附 則

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市監査委員告示第１号 

 綾部市監査基準を次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

綾部市監査委員 諏 訪 吉 昭  

同    安 藤 和 明  

綾部市監査基準 

目次 

 第１章 一般基準（第１条―第６条） 

 第２章 実施基準（第７条―第１３条） 

 第３章 報告基準（第１４条―第１８条） 

 附則 

   第１章 一般基準 

 （監査、検査、審査その他の行為の目的） 

第１条 地方公共団体において監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他

の行為は、当該地方公共団体の事務の管理及び執行等について、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号。以下「法」という。）、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。

以下「公企法」という。）及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年

法律第９４号。以下「健全化法」という。）その他関係法令に適合し、かつ正確で、経

済的、効率的かつ効果的な実施を確保し、住民の福祉の増進に資することを目的とする。 

２ 監査委員は、綾部市監査基準（以下「本基準」という。）に従い公正不偏の態度を保

持し、正当な注意を払ってその職務を遂行する。それによって自ら入手した証拠に基づ

き意見等を形成し、結果に関する報告等を決定し、これを議会及び長等に提出する。 

 （監査等の範囲及び目的） 

第２条 本基準において規定する監査、検査、審査その他の行為（以下「監査等」という。）

は次に掲げるものとし、それぞれ当該各号に定めることを目的とする。 

（１）財務監査（法第１９９条第１項） 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の

管理が法令に適合し、かつ正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その

組織及び運営の合理化に努めているか監査すること 

（２）行政監査（法第１９９条第２項） 事務の執行が法令に適合し、かつ正確で、最少

の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているか監

査すること 

（３）財政援助団体等監査（法第１９９条第７項） 補助金、交付金、負担金等の財政的

援助を行っている団体、出資している団体、借入金の元金又は利子の支払を保証して
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いる団体、信託の受託者及び公の施設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等

に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか

監査すること 

（４）決算審査（法第２３３条第２項及び公企法第３０条第２項） 決算その他関係書類

が法令に適合し、かつ正確であるか審査すること 

（５）例月出納検査（法第２３５条の２第１項） 会計管理者（地方公営企業においては

企業出納員。以下「会計管理者等」という。）等の現金の出納事務が正確に行われて

いるか検査すること 

（６）基金運用審査（法第２４１条第５項） 基金の運用状況を示す書類の計数が正確で

あり、基金の運用が確実かつ効率的に行われているか審査すること 

（７）健全化判断比率等審査（健全化法第３条第１項及び第２２条第１項） 健全化判断

比率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が法令

に適合し、かつ正確であるか審査すること 

２ 前項第１号に規定する財務監査は、定期監査（法第１９９条第４項）又は随時監査（法

第１９９条第５項）として実施する。 

３ 法令の規定により監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の行為（監

査等を除く。）については、法令の規定に基づき、かつ、本基準の趣旨に鑑み、実施す

るものとする。 

 （倫理規範） 

第３条 監査委員は、高潔な人格を維持し、誠実に、かつ、本基準に則ってその職務を遂

行するものとする。 

 （独立性、公正不偏の態度及び正当な注意） 

第４条 監査委員は、独立的かつ客観的な立場で公正不偏の態度を保持し、その職務を遂

行するものとする。 

２ 監査委員は、正当な注意を払ってその職務を遂行するものとする。 

 （専門性） 

第５条 監査委員は、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優

れた識見を有することが求められ、その職務を遂行するため、自らの専門能力の向上と

知識の蓄積を図り、その専門性を維持及び確保するため研さんに努めるものとする。 

２ 監査委員は、監査委員の事務を補助する職員に対し、監査委員の職務が本基準に則っ

て遂行されるよう、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関して、

自らの専門能力の向上と知識の蓄積を図るよう研さんに努めさせるものとする。 

 （質の管理） 

第６条 監査委員は、本基準に則って、その職務を遂行するに当たり求められる質を確保

するものとする。そのために、監査委員の事務を補助する職員に対して、適切に指揮及

び監督を行うものとする。 

２ 監査委員は、監査計画、監査等の内容、判断の過程、証拠及び結果その他の監査委員

が必要と認める事項を監査調書等として作成し、保存するものとする。 

   第２章 実施基準 
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 （監査計画） 

第７条 監査委員は、監査等を効率的かつ効果的に実施することができるよう、リスク（組

織目的の達成を阻害する要因をいう。以下同じ。）の内容及び程度、過去の監査結果、

監査結果の措置状況、監査資源等を総合的に勘案し、監査計画を策定するものとする。

監査計画には、監査等の種類、対象、時期、実施体制等を定めるものとする。 

２ 監査委員は、監査計画の前提として把握した事象若しくは状況が変化した場合又は監

査等の実施過程で新たな事実を発見した場合には、必要に応じて適宜、監査計画を修正

するものとする。 

 （リスクの識別と対応） 

第８条 監査委員は、監査等の対象のリスクを識別し、そのリスクの内容及び程度を検討

した上で、監査等を実施するものとする。 

 （内部統制に依拠した監査等） 

第９条 前条のリスクの内容及び程度の検討にあたっては、内部統制の整備状況及び運用

状況について情報を集め、判断するものとする。 

２ 監査委員は、監査等の種類に応じ、内部統制に依拠する程度を勘案し、適切に監査等

を行うものとする。 

 （監査等の実施手続） 

第１０条 監査委員は、必要な監査等の証拠を効率的かつ効果的に入手するため、監査計

画に基づき、実施すべき監査等の手続を選択し、実施するものとする。 

 （監査等の証拠入手） 

第１１条 監査委員は、監査等の結果を形成するため、必要な監査等の証拠を入手するも

のとする。 

２ 監査委員は、監査等の証拠を評価した結果、想定していなかった事象若しくは状況が

生じた場合又は新たな事実を発見した場合には、適宜監査等の手続を追加して必要な監

査等の証拠を入手するものとする。 

 （各種の監査等の有機的な連携及び調整） 

第１２条 監査委員は、各種の監査等が相互に有機的に連携して行われるよう調整し、監

査等を行うものとする。 

 （監査専門委員との連携） 

第１３条 監査委員は、必要に応じて監査専門委員を選任し、必要な事項を調査させるこ

とができる。 

２ 監査委員は、監査等の実施に当たり、効率的かつ効果的に実施することができるよう、

監査専門委員との連携を図るものとする。 

   第３章 報告基準 

 （監査等の結果に関する報告等の作成及び提出） 

第１４条 監査委員は、財務監査、行政監査及び財政援助団体等監査に係る監査の結果に

関する報告を作成し、議会、長及び関係のある委員会又は委員に提出するものとする。 
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２ 監査委員は、前項の監査の結果に関する報告については、当該報告に添えてその意見

を提出することができるとともに、当該報告のうち特に措置を講ずる必要があると認め

る事項については勧告することができる。 

３ 監査委員は、例月出納検査の結果に関する報告を作成し、議会及び長に提出するもの

とする。 

４ 監査委員は、決算審査、基金運用審査及び健全化判断比率等審査を終了したときは、

意見を長に提出するものとする。 

 （監査等の結果に関する報告等への記載事項） 

第１５条 監査等の結果に関する報告等には、原則として次に掲げる事項その他監査委員

が必要と認める事項を記載するものとする。 

（１）本基準に準拠している旨 

（２）監査等の種類 

（３）監査等の対象 

（４）監査等の着眼点（評価項目） 

（５）監査等の実施内容 

（６）監査等の結果 

２ 前項第６号の監査等の結果には、次の各号に掲げる監査等の種類に応じて、重要な点

において当該各号に定める事項が認められる場合にはその旨その他監査委員が必要と

認める事項を記載するものとする。 

（１）財務監査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり監査した限りにおいて、

監査の対象となった事務が法令に適合し、かつ正確に行われ、最少の経費で最大の効

果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていること 

（２）行政監査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり監査した限りにおいて、

監査の対象となった事務が法令に適合し、かつ正確に行われ、最少の経費で最大の効

果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていること 

（３）財政援助団体等監査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり監査した限り

において、監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納その他

の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われていること 

（４）決算審査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり審査した限りにおいて、

決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であること 

（５）例月出納検査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり検査した限りにおい

て、会計管理者等の現金の出納事務が正確に行われていること 

（６）基金運用審査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり審査した限りにおい

て、長から提出された基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であると認められ、

基金の運用が確実かつ効率的に行われていること 

（７）健全化判断比率等審査 健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ正確であること 
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３ 第１項第６号の監査等の結果には、前項各号に掲げる監査等の種類に応じて、重要な

点において当該各号に定める事項が認められない場合にはその旨その他監査委員が必

要と認める事項を記載するものとする。 

４ 監査委員は、是正又は改善が必要である事項が認められる場合、その内容を監査等の

結果に記載するとともに、必要に応じて、監査等の実施過程で明らかとなった当該事項

の原因等を記載するよう努めるものとする。 

 （合議） 

第１６条 監査等のうち、次に掲げる事項については、監査委員の合議によるものとする。 

（１）監査の結果に関する報告（財務監査、行政監査及び財政援助団体等監査に係るもの

に限る。以下同じ。）の決定 

（２）監査の結果に関する報告に添える意見の決定 

（３）監査の結果に関する報告に係る勧告の決定 

（４）決算審査に係る意見の決定 

（５）基金運用審査に係る意見の決定 

（６）健全化判断比率等審査に係る意見の決定 

２ 監査委員は、監査の結果に関する報告の決定について、各監査委員の意見が一致しな

いことにより、前項の合議により決定することができない事項がある場合には、その旨

及び当該事項についての各監査委員の意見を議会、長及び関係のある委員会又は委員に

提出するとともに公表するものとする。 

 （公表） 

第１７条 監査委員は、次に掲げる事項を監査委員全員の連名で公表するものとする。 

（１）監査の結果に関する報告の内容 

（２）監査の結果に関する報告に添える意見の内容 

（３）監査の結果に関する報告に係る勧告の内容 

 （措置状況の公表等） 

第１８条 監査委員は、監査の結果に関する報告を提出した者及び監査の結果に関する報

告に係る勧告をした者から、措置の内容の通知を受けた場合は当該措置の内容を公表す

るものとする。 

２ 監査委員は、監査の結果に関する報告を提出した者及び監査の結果に関する報告に係

る勧告をした者に、適時、措置状況の報告を求めるよう努めるものとする。 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

監査委員告示

254



綾部市監査委員告示第２号 

 綾部市監査委員監査規程（昭和５４年綾部市監査委員告示第１号）の一部を次のように

改正する。 

  令和２年３月２７日 

綾部市監査委員 諏 訪 吉 昭  

同    安 藤 和 明  

 第１条中「第９条」を「第５条」に改める。 

 第２条第１項第５号を次のように改める。 

（５）財政援助団体等監査 

 第２条第１項第９号を次のように改める。 

（９）例月出納検査 

 第２条第１項第１１号及び第１２号を次のように改める。 

（１１）基金運用審査 

（１２）健全化判断比率等審査 

 第２条第５項中「財政援助団体の監査」を「財政援助団体等監査」に改め、同条第９項 

中「出納検査」を「例月出納検査」に改め、同条第１０項中「基金審査」を「基金運用審 

査」に、「健全化審査」を「健全化判断比率等審査」に改める。 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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綾部市議会告示第１号 

 綾部市議会手話通訳及び要約筆記実施要綱を次のように定める。 

令和２年３月２５日 

綾部市議会議長 高 橋   輝  

綾部市議会手話通訳及び要約筆記実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、聴覚障害者及び音声又は言語機能障害者（以下「聴覚言語障害者」

という。）に開かれた議会の実現に資するため、聴覚言語障害者に対する手話通訳及び

要約筆記（以下「手話通訳等」という。）の実施について、必要な事項を定めるものと

する。 

 （手話通訳等の実施） 

第２条 手話通訳等は、次に掲げる場合に手話通訳者又は要約筆記者を配置することによ

り実施するものとする。 

（１）本会議、委員会その他議長が適当と認める会議等で公開するものについて、聴覚言

語障害者から手話通訳等による傍聴の希望があったとき。 

（２）議会の活動において、議長が手話通訳等の実施を必要と認めたとき。 

 （申込手続等） 

第３条 前条第１号の規定により傍聴を希望する者は、原則として傍聴する日の７日前ま

でに、手話通訳・要約筆記申込書（様式第１号）を議長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により申込書を提出した者は、申込みの内容を変更し、又は取り消す場合

は、速やかに手話通訳・要約筆記内容変更・取消届（様式第２号）を議長に提出するも

のとする。 

 （手話通訳者又は要約筆記者の配置） 

第４条 議長は、前条第１項の規定による申込書の提出があったときは、手話通訳等の実

施に必要な数の手話通訳者又は要約筆記者を傍聴席に配置するものとする。ただし、や

むを得ない理由により配置ができないときは、速やかにその旨を申込者に通知するもの

とする。 

 （その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、議長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 

手話通訳・要約筆記申込書 

年  月  日 

綾部市議会議長         様 

申込者 住  所：           

氏  名：           

電話番号：           

FAX 番号：           

E メール：           

 綾部市議会手話通訳及び要約筆記実施要綱第３条第１項の規定により、下記のとおり申

し込みます。 

記 

希 望 す る 傍 聴 方 法 □ 手話通訳 □ 要約筆記 

傍 聴 す る 会 議 等 の 名 称

傍 聴 す る 日      年  月  日（ 曜日） 

傍 聴 す る 時 間      時  分から    時  分まで 

手話通訳等を希望する傍聴者数             人 

そ の 他
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様式第２号（第３条関係） 

手話通訳・要約筆記内容変更・取消届 

年  月  日 

綾部市議会議長         様 

申込者 住  所：           

氏  名：           

電話番号：           

FAX 番号：           

E メール：           

     年  月  日に申込みをした内容の変更（取消し）をしたいので、綾部市議

会手話通訳及び要約筆記実施要綱第３条第２項の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

□ 変更 

変更前 変更後 

□ 取消し 
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